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要 約 

１ 研究の目的（問題の所在） 

 相続税・贈与税の課税対象は、一義的には相続、遺贈又は贈与により取得

した財産であるが、一定の生命保険金、信託に関する権利及び債務免除益な

ど、法形式的には相続等により取得した財産に該当するとはいい難いが実質

的には相続等と同視できるものも存在する。そこで、我が国の相続税法は、

こうした財産を相続等により取得した財産とみなすことにより、相続税等の

課税対象に含めている（相税３条～９条の６）。 

 相続税法第７条は、こうした「みなし課税」の一つであり、著しく低い価

額の対価で財産の譲渡があった場合には、その対価と時価との差額について

贈与等があったとみなすものである。また、相続税法第９条は、みなし課税

の対象とされる上記の事由のほか、対価を支払わないで、又は著しく低い価

額の対価で利益を受けた場合にも同様に、その対価と利益の価額との差額に

ついて贈与等があったとみなすものである。 

 こうした相続税法第７条及び第９条は、相続税・贈与税の適切な課税を確

保する上で、必要かつ基本的な規定の一つとして位置付けることができるが、

近年において、これらの規定の適用を巡って国側が敗訴した事例が出現して

きている状況にあり、これらの規定の適用範囲の在り方について研究を行う

ことが必要と考えるところである。 

２ 研究の概要 

（１）相続税法における「みなし規定」について（第１章） 

 租税法においては、課税の実質的な公平を図る観点から、法形式の如何

にかかわらず実体に沿った課税を実現すべく様々な「みなし規定」が存在

し、これは相続税法においても同様であるが、同法におけるみなし規定の

必要性は、同法に規定する相続税・贈与税の納税義務者の定めに端的に表

れているといえる。すなわち、相続税法は、「相続、遺贈又は贈与により財
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産を取得した個人」（相税１条の３第１号、１条の４第１号）を相続税等の

納税義務者として掲げているが、これは、相続税は基本的に相続等という

無償の財産移転に担税力を見出して課税する租税である一方、相続によっ

て財産を取得する主体は相続の本質からして自然人である個人に限られる

こと等による。これにより、相続税等においては、課税対象の発生形態と

その帰属主体の属性とが限定されることとなるが、遺贈及び贈与について

は個人以外の主体（法人等）も帰属主体となり得るため、両者の対応関係

にズレが存在することとなり、そこに相続税固有の税負担回避が発生し得

る要因が生まれることとなる。そこで、現行相続税法では、こうした税負

担回避に対応する仕組みの一部について、みなし規定により手当てを講じ

ており、課税対象の発生形態については、実質的に相続等と同視できる特

定の移転形態を相続等により取得したものとみなすことにより、また、課

税対象の帰属主体の属性については、個人以外の特定の主体（非営利法人

等）を個人とみなすことにより、相続税等の課税対象に含めている。そし

て、本稿にて考察の対象とする相続税法第７条及び第９条は、前者の相続

税等の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度に該当する規定であ

るといえる。 

 

（２）相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度（第２

章） 

① 相続税法第７条等と第９条との関係 

 相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るみなし課税制度は、昭和

22 年の税制改正において、当時の遺産課税方式による相続税の下、贈与

税が相続税から分離して創設された際に併せて創設されたものである。

その後、相続税法第７条及び第９条に相当する規定は、昭和 25 年に、

シャウプ勧告の指摘を受けて相続税の課税方式を遺産取得課税方式に

改めた際、みなし課税の対象者を贈与者側から受贈与者側に改める等、

同課税方式に対応した見直しがなされたものの、その基本的な構造は維
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持されて現在にまで至っている。 

 こうした相続税法第７条及び第９条を始めとする同法におけるみな

し課税の規定を鳥瞰すると、同法第９条は、第７条等の他のみなし課税

の規定を包含する関係にある。すなわち、他のみなし課税の規定では、

それぞれ課税すべき対象を特定し、その課税対象の性質に応じて課税す

べきタイミングを定めているが、相続税法第９条の規定が資産価値のみ

の移転を含むあらゆる無償・低額による受益を課税対象とし、相続税・

贈与税の課税対象とすべき財産を包括的に捉えるべく、いわばバスケッ

ト・クローズとしての構造を有しているがために、他のみなし課税の規

定について対象範囲に変更が生ずると、反射的に、同法第９条の対象範

囲にも影響を与えることとなる。 

● 相続税法における課税対象財産の構成 

債務免除
等

信託に関
する権利

９条

その他の利益の享受

２条
２条の２

３条 ４条 ５条 ６条 ７条 ８条 ９条の２～

死亡保険
金、遺族
手当金等

特別縁故
者に対す
る相続財
産の分与

満 期 保
険 金 等

定 期 金 低額譲渡

相続・遺

贈・贈与

財産

課税対象財産とみなされた財産
本来の

課税対

象財産

 

② いわゆる「負担付贈与通達」による対応 

負担付贈与通達は、主にバブル期の地価高騰時において、土地家屋等

の不動産の通常の取引価額（時価）と相続税評価額（路線価等）との開

きに着目しての贈与税の税負担回避行為に対して、税負担の公平を図る

観点から、土地家屋等を負担付贈与（財産価額の計算上、贈与財産の価

額から負担の額を控除）や個人間の対価を伴う譲渡（法形式上、贈与に

該当せず）により取得した場合における時価の解釈（相続税評価額では

なく、通常の取引価額によって評価）を示すとともに、相続税法第７条

及び第９条の執行上の取扱いを定めたものであり、今日においてもその
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解釈や取扱いは維持されているほか、上場株式の評価においても同様の

解釈が採用されている。 

 なお、こうした負担付贈与通達は、相続税法における時価の解釈の在

り方からその存在意義が説明されるほか、財産の無償・低額譲渡に係る

所得税や法人税をも含めた現行の課税関係からも説得的な存在意義を

見出すことができる。すなわち、財産の無償・低額譲渡に係る課税関係

を鳥瞰した場合、財産の出し手側及び受け手側の属性が「個人→個人」

以外の場合（個人→法人、法人→個人、法人→法人）については、財産

の出し手側及び受け手側の双方において所得課税がなされる。これに対

して、「個人→個人」の場合においては、現行制度上、財産の出し手側

においては、限定承認に係る相続等を除き、みなし譲渡課税がなされる

ことはなく（譲渡損は逆に損益通算される場合あり）、受け手側におけ

る贈与税の課税のみとなる場合が生ずるが、負担付贈与や対価を伴う譲

渡は、こうした受け手側の課税をも回避することに繋がることとなる。 

 このように、負担付贈与通達は、財産の移転がなされているにもかか

わらず、負担付贈与や個人間の対価を伴う譲渡という手法を利用するこ

とによって作出された、財産の出し手側及び受け手側の双方において全

く課税がなされないという状態を是正すべく、相続税・贈与税の課税実

務として、財産の受け手側における課税を確保すべく実務的な対応を図

ったものと捉えることができる。 

 

（３）相続税法第７条及び第９条の適用を巡る裁判事例（第３章） 

相続税法第７条及び第９条の適用を巡る近年（平成元年以降）の裁判事

例について、国側が勝訴した事例及び敗訴した事例の別に、課税庁及び納

税者双方の主張並びにこれらの主張に対する裁判所の判断についての分

析・検討を通じて、現行制度上の問題点等の抽出を試みた。 

 まず、国側勝訴事例については、相続税法第７条及び第９条の適用に際

して、贈与意思の有無や租税回避目的の有無を問わないこと、「著しく低い
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価額の対価」であるか否かの判断に当たっては社会通念に照らして個別に

判断することや、これらの規定における「時価」の意義などに関する解釈

が示されているが、いずれも、これらの規定に関する従前からの解釈がほ

ぼ維持されている。また、これらの規定と財産評価との関係においては、

評価基本通達における財産評価の有する評価基準制度としての性格から、

評価基本通達による取扱いを画一的・形式的に適用すると、かえって実質

的な租税負担の公平を著しく害する場合が存するとの判断がなされており、

これについても、従前からの解釈や取扱いがほぼ維持されているといえる。 

 次に、国側敗訴事例については、事実認定の部分で敗訴したものの相続

税法第７条及び第９条の適用に関する従前の解釈に変更を来すものではな

いものがある一方、「著しく低い価額の対価」に関する解釈や財産評価との

関係の在り方など、今後、これらの規定に関する従前の解釈や取扱いに変

更を来す可能性の含む判断がなされたものも存するところである。 

● 国側敗訴事例の概要 

○ 東京地裁平成 17年 10月 12 日判決 

取引相場のない株式の売買について、本件売買における対価を評価

基本通達に定められた評価方法によらないことが正当と是認される特

別の事情があるとはいえず、その対価は相続税法第７条の「著しく低

い価額の対価」に該当しないと判示した事例 

○ 東京地裁平成 19年８月 23 日判決 

親族間における土地の売買について、本件売買における対価は相続

税評価額によっていることから、その対価は相続税法第７条の「著し

く低い価額の対価」に該当しないと判示し、負担付贈与通達の適用を

否定した事例 

○ 東京高裁平成 20年３月 27 日判決 

医療法人の跛行増資について、当時の出資１口当たりの評価額は出

資金額を上回るものでないことから、増資に伴う経済的利益（出資持

分の含み益）の移転は認められず、相続税法第９条所定の要件を欠く
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ものと判示した事例 

 

（４）相続税法第７条及び第９条の適用範囲を巡る論点の検証（第４章） 

現行の相続税法第７条及び第９条の構造やこれらの規定の適用を巡る裁

判事例の検討・分析などから抽出される以下のような問題点等について、

その検証を試みた。 

① 現行の相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制

度の構造に基因する批判 

相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る個々のみなし課税の規定

を包含し、あらゆる無償・低額による受益を課税対象とする相続税法第

９条の規定は、従来から、租税法律主義（課税要件法定主義、課税要件

明確主義）に反するとの批判がなされている。 

 しかし、上記（２）①のとおり、相続税法第９条以外の個々のみなし

課税制度の対象範囲の変更が反射的に同法第９条の対象範囲に影響す

ることから、こうしたみなし課税制度全体の構造を維持している限り、

他のみなし課税制度をその時々の社会・経済状況の変化等に対応して不

断の見直しを講じていくこと、場合によっては新たなみなし課税制度を

講じていくことを通じて、同法第９条の適用範囲は自ずと限定され、洗

練されていくこととなる。したがって、こうした取組みが上記の批判を

緩和することに繋がるものと考える。 

② 「著しく低い価額の対価」という要件 

上記の東京地裁平成 19年８月 23 日判決は、相続税法第７条について、

「時価より『著しく低い価額』の対価で財産の譲渡が行われた場合に課

税することとしており、その反対解釈として、時価より単に『低い価額』

の対価での譲渡の場合には課税しないものである」、「『著しく』低額で

ない限り、時価より低額での財産の譲渡が行われることを許容している

のであり、・・・・・（納税者らに）一定の経済的利益を享受させたとし

ても、それが著しい程度のものと認められない限り、同条は適用されな
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いのである」と判示している。 

 このような判示に従うと、相続税法第７条の解釈上、「著しく低い価

額」、「単に低い価額」及び「適正な価額（時価）」という三つの概念の

存在を認め、その何れに該当するかの判断が求められることとなる。そ

して、「単に低い価額」と時価との差額部分について相続税法第７条の

規定が適用されないとなると、相続税等と所得税との二重課税を排除す

る趣旨から設けられている所得税法上の非課税所得の規定（所税９条１

項 16 号）が適用されないこととなり、所得税の課税対象（一時所得）

に該当する可能性が生ずることとなる。 

 しかし、個人間の対価を伴う譲渡における財産の受け手側においては、

基本的には資産の有償取得であるため、そこに課税関係が生ずることは

ないが、その低い対価の額が看過できない程に顕著な場合には、時価課

税という贈与税の適切な課税を図る観点から、その差額部分を贈与税の

課税に取り込む規定が相続税法第７条であり、そうした状態を法文上

「著しく」という文言で表現したものであると考えると、あくまでも「著

しく低い価額」か「適正な価額（時価）」のいずれかに判断されるべき

ものであって、そこに「単に低い価額」という概念の存在を認めるもの

ではないものと考える。 

もし仮に、上記の判示に従って「単に低い価額」という概念の存在を

認め、「単に低い価額」に該当する場合における時価との差額部分につ

いては所得税の課税対象（一時所得）に該当するとなれば、個人間とい

う同じ属性間における対価を伴う財産の移転でありながら、法人への低

額譲渡に係るみなし譲渡課税におけるような形式基準（１/２基準）が

存しない中、「著しく低い価額」か「単に低い価額」かの判定をし、そ

のいずれかによって受け手側における課税関係が異なることとなり、適

切ではないと考える。 

③ 財産評価の在り方との関係 

相続税法第７条に規定する「当該財産の時価」と同法第９条に規定す
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る「当該利益の価額」との文言は、基本的に、同法第 22 条に規定する

時価の概念と同一との解釈がなされているため、これらの規定は、同法

における時価の解釈、財産評価の取扱いやその在り方と密接な関係を有

することとなる。相続税法第７条及び第９条の適用を巡る裁判事例にお

いても、対象財産に適用される評価方法の適否を含む財産評価の在り方

が主要な争点とされる場合が多く見られるところである。 

 一方、評価基本通達による財産評価においては、納税者と課税庁との

便宜性、課税の公平を意図した統一性、及び一般の相続等を念頭に、偶

発的な財産の無償取得であることに配慮した評価の安全性（評価上のし

んしゃく）が考慮されているが、このような評価基準制度に基づく評価

額は便宜性等に配慮した標準価額であるため、課税時期における個々の

対象財産の「時価」と乖離しやすいという構造的ともいえる特質を有し

ているといえる。 

 したがって、こうした特質を有する評価基本通達における財産評価と、

そもそも一般の相続等を対象としたものとはいえない相続税法第７条

及び第９条とのかかわり方については、評価基本通達による取扱いを画

一的・形式的に適用すべきではないことを、より一層明確にしていく必

要があるものと考える。 

④ 負担付贈与及び低額譲渡の取扱い 

上記の東京地裁平成 19年８月 23 日判決を踏まえれば、相続税評価額

相当額（公示価格等の 80％）で譲渡している限り、相続税法第７条及び

第９条並びに負担付贈与通達を適用することはできないとも解される。

しかし、本事例においては、確かに譲渡対価と相続税評価額とは一致し

ているものの、親族に対して取得価額の半額程度で譲渡していることや、

その土地を親族会社に貸し付けることにより貸宅地としての評価上の

しんしゃくを最大限に利用していること、また、土地譲渡損の損益通算

が制限される直前の駆け込み的な譲渡であることなど、多分にタック

ス・プランニング的な要素が含まれている。 
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 こうした要素はいずれも譲渡者側の事情に基づくものであるが、東京

地裁判決は譲渡者側の事情を財産の受け手側に対する贈与税の課税の

適否に取り込むべきではないと判示しており、これに従えば、取得価額

が通常の取引価額に相当すると認められる場合にはその取得価額によ

る評価を認め、取得価額との比較において相続税法第７条及び第９条の

適用の可否判定を認める負担付贈与通達の取扱いと抵触するおそれが

生じる。しかし、生前の財産移転による相続税逃れの防止という贈与税

の課税趣旨との関係を踏まえれば、こうした負担付贈与通達の取扱いに

は整合性を見出せることから、将来の被相続人たりうる譲渡者側の事情

を全く勘案しないことは適切ではないと考える。したがって、他の要素

を勘案することなく、時価の 80％という数値のみをもって「著しく低い

価額の対価」に該当しないとする判断には疑問が残るところであり、こ

うした他の要素をも勘案すべきではなかったかと考える。 

⑤ 利益に相当する金額の算定 

例えば、同族会社に対して財産の無償提供があったことにより、既存

株主が保有する当該同族会社の株式の価額が増加した場合における相

続税法第９条の適用について、同じ価値の財産が同族会社に移転してい

るのにもかかわらず、会社の規模によって、適用すべき同族会社株式の

評価方法（類似業種比準価額方式、純資産価額方式、併用方式）が異な

ることに基因して、その財産価値の反映度合いに違いが生じ、その結果、

同法第９条を適用すべき「利益に相当する金額」に相違が生ずることと

なる。 

 したがって、こうした場合においては、利益に相当する金額の算定方

法を、会社の規模にかかわらず、無償提供のあった財産の価額そのもの

に着目した評価方法である純資産価額方式に統一すべきではないかと

考える。 

 

３ 結論（今後の方向性） 
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平成 22年度税制改正大綱にあるとおり、相続税については、今後、格差是

正の観点から、課税ベースや税率構造の見直しに向けた議論が進められる予

定であるが、我が国の相続税制を巡るこうした状況を踏まえると、相続税等

の税負担回避に対しては一層厳格に対処していくことが求められる。 

 こうした観点から、本稿において論点の検証を試みた相続税法第７条及び

第９条の適用範囲の在り方についても、上記２（４）において明示した事項

を中心に、今後、解釈論及び立法論の双方にわたった一層の考察が必要と考

えるが、当然のことながら、これらの規定のみであらゆる相続税等の税負担

回避に対処しきれるものではない。したがって、平成 22 年度税制改正大綱に

おける「法人等を利用した租税回避への対応など、課税の適正化の観点から

の見直しを引き続き行っていきます」との指摘にもあるとおり、相続税法第

７条及び第９条を始めとしたみなし課税制度のみならず、他の租税回避防止

措置との関連をも含め、これらの在り方について、今後とも検討を深めてい

くことが必要と考えるところである。 
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はじめに 

１ 問題の所在 

相続税・贈与税の課税対象は、一義的には相続、遺贈又は贈与といった無

償の財産移転により取得した財産であるが、一定の生命保険金、信託に関す

る権利及び債務免除益など、法形式的には相続等により取得した財産に該当

するとはいい難いが実質的には相続等により取得した財産と同視できるもの

も存在する。そこで、我が国の相続税法は、こうした財産を相続等により取

得した財産とみなすことにより、相続税・贈与税の課税対象に含めている（相

税３条～９条の６）。 

相続税法第７条は、こうした「みなし課税」の一つであり、著しく低い価

額の対価で財産の譲渡があった場合には、その対価と時価との差額について

実質的に贈与等があったとみなすものである。また、相続税法第９条は、み

なし課税の対象とされる上記の生命保険金、信託に関する権利等の事由のほ

か、対価を支払わないで、又は著しく低い価額の対価で利益を受けた場合に

も同様に、その対価と時価との差額について贈与等があったものとみなすも

のである。 

このように、相続税法第７条及び第９条は、相続税・贈与税の適切な課税

を確保する上で、必要かつ基本的な規定の一つとして位置付けることができ

るが、近年、これらの規定の適用を巡って国側が敗訴した以下のような事例

が出現してきている状況にある。 

○ 東京地裁平成 17年 10月 12 日判決 

取引相場のない株式の売買について、本件売買における対価を評価基本

通達に定められた評価方法によらないことが正当と是認される特別の事情

があるとはいえず、その対価は相続税法第７条の「著しく低い価額の対価」

に該当しないと判示した事例 

○ 東京地裁平成 19年８月 23 日判決 

親族間における土地の売買について、本件売買における対価は相続税評
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価額によっていることから、その対価は相続税法第７条の「著しく低い価

額の対価」に該当しないと判示し、負担付贈与通達の適用を否定した事例 

○ 東京高裁平成 20年３月 27 日判決 

医療法人の跛行増資について、当時の出資１口当たりの評価額は出資金

額を上回るものでないことから、増資に伴う経済的利益（出資持分の含み

益）の移転は認められず、相続税法第９条所定の要件を欠くものと判示し

た事例 

上記の事例のうち、例えば、東京地裁平成 19年８月 23 日判決では、相続

税法第７条に規定する「著しく低い価額の対価」に該当するか否かを判定す

る場合の基準となる「時価」は、相続税評価額ではなく、取引に内在する諸

事情を総合的に勘案した「客観的交換価値」であると判示しながらも、公示

価格等の 80％相当額であれば「著しく低い価額の対価」とはいえないと判示

し、みなし課税の適用を否定している。 

本判決を踏まえれば、相続税評価額相当額で譲渡している限り相続税法第

７条によるみなし課税を適用することはできないとも解されるが、地価が安

定して推移している場合や上昇しているような場合には、時価（取引価額）

と相続税評価額との開差に着目し、実質的には相続税・贈与税の負担を免れ

つつ贈与・遺贈の場合と同様の経済的利益の移転を行うことが可能となり、

こうした場合に相続税・贈与税の課税を行えないこととなると、税負担の公

平の見地から問題があるといえる。このように、こうした国側敗訴事例の中

には、相続税法第７条及び第９条に関する従前からの解釈や取扱いに何らか

の影響を及ぼし得るものも存するところである。 

そこで、こうした状況を受け、相続税法第７条及び第９条の適用範囲の在

り方に関して研究を行うことが必要と考えるところである。 

２ 本稿の構成 

上記１における問題意識の下、本稿は、以下の構成の下で考察を進めるこ

ととする。 
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第１章 相続税法における「みなし規定」について 

第２章 相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度 

第３章 相続税法第７条及び第９条の適用を巡る裁判事例 

第４章 相続税法第７条及び第９条の適用範囲を巡る論点と方向性 

進め方としては、まず、相続税法における「みなし規定」の類型や必要性

について概観し（第１章）、続けて、相続税法第７条及び第９条の概要・沿革

やこれらの規定を始めとする相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「み

なし課税」制度の構造等について考察する（第２章）。次に、これらの考察を

念頭に置きつつ、相続税法第７条及び第９条の適用を巡る近年の裁判事例に

ついて、国側が勝訴した事例及び敗訴した事例の別に検討・分析を行う（第

３章）。更に、これらの考察を通じて明らかとされる現行の相続税法第７条及

び第９条の適用範囲を巡る主な論点について、その検証をするとともに、解

決に当たっての今後の方向性や対応策について、提言を試みることとしたい

（第４章）。 
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第１章 相続税法における「みなし規定」 

について 

相続税は、基本的には、相続という無償の財産移転に担税力を見出して課税

する租税であるといえるため、相続によって財産を取得する主体は、相続の本

質からいって自然人である個人に限られることとなる。こうしたことから、相

続税においては、課税対象の発生原因とその帰属主体の属性とが限定されるこ

ととなるが、そこに、相続税固有の税負担回避が発生し得る要因が生じること

となり、それに対処するために、相続税法においては、種々の「みなし規定」

が置かれている状況にある。 

第１節 租税法における「みなし規定」の必要性 

１ 「みなす」という法令用語 

各分野の法令においては、「・・・・・とみなす。」と規定する条文が存在

することがあり、こうした条文は一般的に「みなし規定」と呼ばれる。「みな

し規定」は各々の法分野において比較的多く用いられる技法であるといえる

が、こうした傾向は租税法の分野において特に顕著であり、法形式の如何に

かかわらず実体に沿った課税を実現する観点等から、各個別税法において数

多くの「みなし規定」が存在している。 

こうした「みなす」という法令用語の意義については、以下の説明が示す

ように、反証を許す「推定する」という法令用語との対比において説明され

ることが多い。 

「 『推定する』というのは、あることがら又はものと同一であるかどうか

不明の別のことがら又はものを、ある法令の規定の関係では、一応同一視

して、はじめのことがら又はものについて生ずる法的効果を、その別のこ

とがら又はものについても発生させようということである。この場合、当

事者が二つのことがら又はものがちがうということについて反証をあげれ
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ば、同一視するという法律効果は生じないようになっている点に、後述の

『みなす』との相違点がある。 

－（略）－ 

『みなす』は、いうまでもなく、Ａということとは元来性質のちがうＢと

いうことを、ある法律関係では、同一にみるということである。『みなす』と

された場合は、『推定する』とちがって反証を許さない。いくら当事者の間で、

それは事実とちがうといっても認めない。いわば、法律の力で、白を黒とい

いくるめてしまうのである。『胎児は、相続については、既に生まれたものと

みなす。』（民法八八六条一項）などは、『みなす』の有名な用例である。この

『みなす』ということばの方は、『推定』とちがって、民商事法規のみならず、

すべての法令の分野にわたって非常に頻繁に使われる。ことに、行政法規で

は、この用語で法律関係をあらわすことが便利である場合が多い関係もあっ

て、使われる度数がきわめて多い。」(1) 

２ 実質課税の原則との関係 

法形式の如何にかかわらず実体に沿った課税を実現するとの考え方の下、

租税法において数多くの「みなし規定」が手当てされている現状は、実質課

税の原則という考え方がその背景に存するものと考えられる。 

租税法における実質課税の原則を具現化した規定としては、所得の帰属に

関する実質主義を定めたとされる所得税法第 12 条や法人税法第 11条などの

規定を挙げることができる。例えば、現行の所得税法第 12条は、以下のとお

り定めている。 

（実質所得者課税の原則） 

第 12 条 資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が

単なる名義人であつて、その収益を享受せず、その者以外の者がその収

益を享受する場合には、その収益は、これを享受する者に帰属するもの

                                 
(1)  林修三『法令用語の常識』28－29頁（日本評論社、1975）。 
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として、この法律の規定を適用する。 

こうした実質所得者課税の原則については、近年において、所得の帰属か

ら拡張されて租税法全体に適用される大原則であると考えられているとして、

その拡張傾向を警告する論調が存在する。例えば、増田英敏教授は「この原

則の考え方、すなわち形式と実質が不一致である場合には実質に即して課税

せよとの考え方は、課税庁によりその射程は大きく拡張され、所得という課

税物件の帰属の問題ばかりでなく、租税法の解釈・適用のあらゆる場面に実

質主義として援用され、尊重すべき重要原則として受け入れられてきた。そ

の結果として、同原則は租税法実務に大きな影響力を及ぼしている。」(2)との

指摘をしているほか、清永敬次名誉教授も「実質主義（・・・・・）は、こ

のような帰属の問題に限らずまたたんに所得に対する租税に限らず、通常は、

租税全体に適用される大原則であると考えられてきているようである。だが、

実質主義がたんに帰属に関する原則からはなれて税法全体に通ずる原則に発

展せしめられるに伴って、その内容とするところは膨張せしめられ、薄めら

れ、曖昧なものとなり、そしてときとして危険なものとなってきているでは

ないかと思われるのである。」(3)との指摘をしているところである。 

この点について、八ツ尾順一教授は「租税回避の事例が、実質課税の原則

によって否認されるのは、法形式を濫用して税の軽減を図ったとしても、実

質的にみれば当該法形式の行為は認められないとするもので、かなりその適

用範囲は広がるものと思われる。・・・・・すべて経済的な実態（実質的な課

税）によって課税関係を決定するのであれば、極端なことをいえば、法律が

必要でないということであり、納税者の法的安定性は著しく害されることに

なる。したがって、租税回避に対しては、実質課税の原則の適用はきわめて

限られた範囲において適用されるべきで、その適用から外れるものに対して

は、『みなし規定』（立法化）によって明確にすべきであろう。」(4)との考えを

                                 
(2)  増田英敏『リーガルマインド租税法〔第２版〕』157頁（成文堂、2009）。 

(3)  清永敬次『租税回避の研究』363頁（ミネルヴァ書房、1995）。 

(4)  八ツ尾順一「実質課税原則における『みなし規定』の法理と類型」税理 52 巻 14
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示しておられるほか、金子宏名誉教授も「法律の根拠がない限り租税回避行

為の否認は認められないと解するのが、理論上も実務上も妥当であろう。も

ちろん、このことは租税回避行為が立法上も容認されるべきことを意味しな

い。新しい租税回避の類型が生み出されるごとに、立法府は迅速にこれに対

応し、個別の否認規定を設けて問題の解決を図るべきであろう。」(5)と述べて

おられるところである。 

こうした考えを踏まえれば、租税法においては、社会・経済状況の変化等

に対応して、実態に沿った課税を実現する必要性から、「みなし規定」は今後

も増加していくことが見込まれるところである。 

第２節 相続税法における「みなし規定」の類型 

このように、租税法においては、課税の実質的な公平を図る観点から、法形

式の如何にかかわらず実体に沿った課税を実現すべく種々の「みなし規定」が

存在するところであり、相続税法においても、他の税法と同様に種々のみなし

規定が存在するが、同法におけるみなし規定の必要性は、同法に規定する相続

税・贈与税の納税義務者の定めに端的に表れているといえる。すなわち、相続

税の納税義務者について、相続税法は、その類型の一つとして「相続又は遺贈

により財産を取得した個人」を掲げている（相税１条の３第１号）。また、贈与

税の納税義務者についても、相続税の場合と同様に、その類型の一つとして「贈

与により財産を取得した個人」を掲げている（相税１条の４第１号）。これは、

同じ直接税でありながら、「居住者（内国法人）は、この法律の規定により、所

得税（法人税）を納める義務がある」と定めている所得税及び法人税の規定（所

税５条１項、法税４条１項本文）とは大きく異なっている(6)。 

相続税・贈与税の納税義務者についてこのような定め方がなされている理由

                                                                      
号 34－35頁（2009）。 

(5)  金子宏『租税法〔第 15版〕』118頁（弘文堂、2010）。 

(6)  所得税及び法人税の規定振りに合わせれば、例えば「相続人等は、この法律の規

定により、相続税を納める義務がある」と定めてもよいはずである。 
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としては、相続税については、基本的に、相続等という無償の財産移転に担税

力を見出して課税する租税である一方、相続によって財産を取得する主体は、

相続の本質からいって自然人である個人に限られることにより、また、贈与税

については、生前贈与による相続税回避を防止するという相続税の補完税とし

ての性格を踏まえたことによるものと考えられる。これにより、相続税・贈与

税においては、課税対象の発生形態が相続、遺贈及び贈与に限定され、課税対

象の帰属主体の属性が個人に限定されることとなるが、遺贈及び贈与について

は個人以外の主体（法人等）も帰属主体となり得るため、両者の対応関係にズ

レが存在することとなり、そこに、相続税・贈与税固有の税負担回避が発生し

得る要因が生まれることとなる。すなわち、相続税・贈与税の課税対象の発生

形態については、相続・遺贈・贈与以外の形態によって移転することにより、

相続税・贈与税の課税対象から外れることとなり、また、相続税・贈与税の課

税対象の帰属主体の属性については、個人以外の主体（法人等）に財産を移転

することにより、その主体に対して相続税・贈与税が課税されないこととなり、

相増税・贈与税の課税を回避することができる。こうしたことは、相続税法の

構造に基因する最も大きな問題とも捉えることができ、櫻井四郎氏は、この点

について、みなし課税制度の必要性の観点から、以下のように述べておられる

ところである。 

「 租税について一般に負担が公正であることが要請されることはいうまでも

ないが、相続税については、それが他の所得税等のように毎年課税されるも

のと異なり、相続の開始という偶発的事由を捉えて一回限り課税されるもの

であり、その負担もかなり重いものであることから、特にその負担が公正で

あることが要請される。 

相続税の負担適正のためには、相続の開始により、相続人その他の者が取

得した実質的財産をとらえ、これを課税財産のなかにとりこむ必要がある。

ところが、相続税法では、相続税は相続または遺贈により取得した財産に対

して課する旨を定めているので、その取得財産の取得原因は法律的に相続ま

たは遺贈であることを必要とし、したがって、わずかに法形式をかえること
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により、実質的には相続または遺贈による財産の取得でありながら、法形式

が相続または遺贈でないという理由で、その取得財産は課税対象外におかれ

るものがでてくる。このようなことは、相続税法の最も大きな欠点として指

摘されているところである。」(7) 

こうした相続税・贈与税の税負担回避に対処するために現行相続税法におい

て講じている措置としては、以下に掲げるとおりであり、その一部については、

みなし規定により手当てしている状況にある。 

１ 相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るもの 

相続税・贈与税の課税対象の発生形態については、生命保険金や信託に関

する権利など、実質的に相続や贈与などによる取得と同視できる特定の移転

形態を相続等により取得したものとみなすことにより（相税３条～９条の６）、

相続税等の課税対象に含めている。相続税・贈与税の納税義務は、相続若し

くは遺贈又は贈与による財産の取得の時に成立するとされていることから

（税通 15 条２項４号５号）、この相続税等の課税対象の発生形態に係る「み

なし課税」制度の適用をもって、相続税等の納税義務が成立することとなる。 

そして、本稿において考察の対象とする相続税法第７条及び第９条は、こ

の相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度に該当す

る規定であるといえる。 

２ 相続税・贈与税の課税対象の帰属主体の属性に係るもの 

相続税・贈与税の課税対象の帰属主体の属性については、個人以外の特定

の主体（非営利法人等）を個人とみなすことなどにより、相続税・贈与税の

課税対象に含めている。 

現行制度において講じられている具体的な措置としては、次に掲げるとお

りである。 

                                 
(7)  櫻井四郎『相続税』142頁（中央経済社、1959）。 
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○ 同族会社等の行為又は計算の否認等（相税 64条） 

同族会社等の行為又は計算で、これを容認した場合にはその株主若しく

は社員又はその親族その他これらの者と特別の関係がある者の相続税・贈

与税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、

税務署長は、これを否認して課税価格を計算することができる。 

○ 特別の法人から受ける利益に対する課税（相税 65条） 

持分の定めのない法人で、その施設の利用、余裕金の運用、解散した場

合における残余財産の帰属等について設立者、社員、理事、監事若しくは

評議員、その法人に対して贈与若しくは遺贈をした者又はこれらの者の親

族その他これらの者と特別の関係がある者に対し特別の利益を与えるもの

に対して財産の贈与や遺贈があった場合、あるいはこのような法人の設立

により受けた特別の利益が存する場合には、その法人から特別の利益を受

ける者が、その財産の贈与や遺贈により受ける利益の価額に相当する金額

を、その贈与者・遺贈者から贈与・遺贈により取得したものとみなして、

その者に相続税・贈与税を課税する。 

○ 人格のない社団又は財団等に対する課税（相税 66条） 

代表者又は管理者の定めのある人格のない社団又は財団に対し財産の贈

与・遺贈があった場合、あるいは当該人格のない社団又は財団を設立する

ために財産の提供があった場合には、その社団又は財団を個人とみなして、

これに相続税・贈与税を課税する（１項、２項）。 

 また、持分の定めのない法人に財産の贈与・遺贈があった場合、又はこ

のような法人の設立のために財産の提供があった場合において、その贈

与・遺贈により贈与・遺贈者の親族その他これらの者と特別の関係がある

者の相続税・贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるとき

は、その持分の定めのない法人を個人とみなして、これに相続税・贈与税

を課税する（４項）。 
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第２章 相続税・贈与税の課税対象の発生形態 

に係る「みなし課税」制度 

前章における考察にて示したように、相続税法におけるみなし規定の類型と

しては、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るものと課税対象の帰属主

体の属性に係るものとに大別することができ、本稿において考察の対象とする

相続税法第７条及び第９条は、前者の相続税・贈与税の課税対象の発生形態に

係るものの一つと位置づけることができる。そこで、本章においては、相続税

法第７条及び第９条の概要や沿革等を中心に、相続税・贈与税の課税対象に係

る「みなし課税」制度について考察することとする。 

第１節 相続税法第７条及び第９条の概要等 

１ 相続税法第７条（低額譲受） 

相続税法第７条は、著しく低い価額の対価で財産の譲渡があった場合には、

その対価と時価との差額について実質的に贈与又は遺贈があったものとみな

して、相続税・贈与税の課税対象とするものである。こうした相続税法第７

条の現行の規定は、次のとおりである。 

（贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合） 

第７条 著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合においては、当

該財産の譲渡があつた時において、当該財産の譲渡を受けた者が、当該

対価と当該譲渡があつた時における当該財産の時価（・・・・・）との

差額に相当する金額を当該財産を譲渡した者から贈与（当該財産の譲渡

が遺言によりなされた場合には、遺贈）により取得したものとみなす。

ただし、当該財産の譲渡が、その譲渡を受ける者が資力を喪失して債務

を弁済することが困難である場合において、その者の扶養義務者から当

該債務の弁済に充てるためになされたものであるときは、その贈与又は

遺贈により取得したものとみなされた金額のうちその債務を弁済するこ
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とが困難である部分の金額については、この限りでない。 

本規定の意義について、昭和 25 年の相続税法の全文改正時の文献によると、

「財産の譲渡がある場合には、それが有償であって、その反対給付がその対

価としての意義を有する場合には、贈与となるものではない。ただ、その対

価が著しく低いときは、その財産の時価と対価との差額に相当する部分につ

いては、経済的意味においては贈与がなされたこととは何等択ぶところがな

い。これがかかる場合に相続税を課税する理由である。けだし、そうしない

と相続税を逋脱されることとなるからである」(8)との説明がなされている。 

また、相続税法第７条の適用に際しては、当事者に贈与の意思や租税回避

目的の有無を問わないこととされている。相続税法第７条の適用に関してこ

のような解釈が採られていることは、贈与税には生前贈与による相続税回避

を防止するという相続税の補完税としての性格を有するものの、「理論的には、

贈与による財産の取得は、取得者の担税力を増加させるから、それ自体とし

て課税の対象とされるべきものである」(9)との贈与税の本来的な課税根拠に

関する説明に求めることができるものと考える。 

こうした相続税法第７条の規定の趣旨に言及した裁判事例としては、例え

ば、横浜地裁昭和 57年７月 28日判決(10)では、以下のように言及している（控

訴審である東京高裁昭和 58 年４月 19日判決(11)も同趣旨）。 

「 相続税法７条は、著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合には、

法律的には贈与といえないとしても、実質的には贈与と同視することがで

きるため、課税の公平負担の見地から、対価と時価との差額について贈与

があったものとみなして贈与税を課税することとしている・・・・・。」 

                                 
(8)  泉美之松=栗原安『相続税富裕税の実務』62頁（税務経理協会、1950）。 

(9)  金子・前掲注（５）487頁。 

(10) 税務訴訟資料 127 号 494 頁（1983）、判例タイムズ 480 号 140 頁（1983）、訟務月

報 29巻２号 321頁（1983）。 

(11) 税務訴訟資料 130号 62頁（1983）。 
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２ 相続税法第９条（その他の利益の享受） 

相続税法第９条は、生命保険金や信託に関する権利等といった、同法にお

いてみなし課税の対象とされる事由のほか、対価を支払わないで、又は著し

く低い価額の対価で利益を受けた場合においても、その利益に相当する金額

について実質的に贈与又は遺贈があったものとみなして、相続税・贈与税の

課税対象とするものである。ここでも、相続税法第９条の現行の規定を示す

と、次のとおりである。 

〔贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合－その他の利益の享受〕 

第９条 第５条から前条まで及び次節に規定する場合を除くほか、対価を

支払わないで、又は著しく低い価額の対価で利益を受けた場合において

は、当該利益を受けた時において、当該利益を受けた者が、当該利益を

受けた時における当該利益の価額に相当する金額（対価の支払があつた

場合には、その価額を控除した金額）を当該利益を受けさせた者から贈

与（当該行為が遺言によりなされた場合には、遺贈）により取得したも

のとみなす。ただし、当該行為が、当該利益を受ける者が資力を喪失し

て債務を弁済することが困難である場合において、その者の扶養義務者

から当該債務の弁済に充てるためになされたものであるときは、その贈

与又は遺贈により取得したものとみなされた金額のうちその債務を弁済

することが困難である部分の金額については、この限りでない。 

この取扱いの趣旨とするところは、上記の低額譲受に係るみなし課税制度

の趣旨と同様であり、対価を支払わないで、又は著しく低い価額の対価で利

益を享受した場合には、その利益の享受が実質的に贈与・遺贈と何ら異なら

ないので、これにより受ける利益を贈与・遺贈により取得したものとみなし

て相続税・贈与税を課税することとしているものであり(12)、昭和 25 年の相

続税法の全文改正時の文献では、「例えば、著しく低い価額で又は全然対価な

しに他人に家屋を提供して住まわしたとか、或いは無利子で金銭を貸与した

                                 
(12) 橋本守次『ゼミナール相続税法』452頁（大蔵財務協会、2007）。 
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等の如き場合に課税しようというのである。併し、この場合においても、資

力を喪失して債務を弁済することが困難な場合において、その者の扶養義務

者が債務の弁済に充てるために利益を与えた場合にまで課税することは適当

でないので、その場合には債務を弁済することが困難な金額を限度として課

税を除外するのである（法九条但書）。」(13)との説明がなされている。 

また、相続税法第９条の適用に際しては、当事者に贈与の意思や租税回避

目的の有無を問わないこととされていることは、同法第７条の場合と同様と

される。 

こうした相続税法第９条の規定の趣旨に言及した裁判事例としては、例え

ば、東京地裁昭和 51年２月 17日判決(14)では、以下のように言及している（控

訴審である東京高裁昭和 52 年７月 27日判決(15)も同趣旨）。 

「 相続税法９条の規定は、私法上の贈与契約によって財産を取得したので

はないが、贈与と同じような実質を有する場合に贈与の意思がなければ贈

与税を課税することができないとするならば、課税の公平を失することと

なるので、この不合理を補うために、実質的に対価を支払わないで経済的

利益を受けた場合においては、贈与契約の有無に拘わらず贈与に因り取得

したものとみなし、これを課税財産として贈与税を課税することとしたも

のである。」 

３ 両制度の比較 

相続税法第７条及び第９条の条文の比較からも明らかなとおり、両者の規

定には同一の、あるいは類似する文言が用いられており、こうした文言から、

両者の規定は一見すると、同一の課税対象を射程としているようにも見える。

そこで、ここでは、両者の規定の課税要件を画定するうえで重要と思われる

以下の事項について概観するとともに、若干の検討を試みることとする。 

                                 
(13) 泉ほか・前掲注（8）65頁。 

(14) 税務訴訟資料 87号 337頁（1977）。 

(15) 税務訴訟資料 95号 245頁（1978）。 
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（１）「著しく低い価額の対価」 

相続税法第７条及び第９条には、課税要件として共に「著しく低い価額

の対価」という文言が用いられており、両者の規定を適用するに当たって

は、まず、譲り受けた財産の価額が「著しく低い価額の対価」に該当する

か否かの判定が決定的に重要なものとなる。両者の規定の適用を巡って争

われた裁判事例においても、この点が争われたものが数多く存在するとこ

ろである。 

相続税法第７条及び第９条に規定する「著しく低い価額の対価」に該当

するか否かの判定に当たっては、かつては、「社会通念によって決すべきで

あるが、一応は対価が譲渡財産の時価の二分の一に満たない場合として取

扱うこと」(16)とされており、基本通達においてその旨の取扱いが定められ

ていた。これは、所得税法上の低額移転に係るみなし譲渡課税（所税 59

条１項２号）における「著しく低い価額の対価」に該当するか否かの判定

基準（いわゆる２分の１基準（所税令 169 条））と同様の基準を相続税及び

贈与税における低額譲受けの取扱いにおいても採用していたものであった

が、昭和 34年の相続税法基本通達の改正において、この２分の１基準は削

除され、現在にまで至っている。したがって、現在においてはそのような

判定基準は存在しないことから、専ら社会通念に従って個別に判定するこ

ととなる。判定に当たってのこうした考え方は近年の裁判事例においても

支持されているところであり、例えば、前述の東京高裁昭和 58 年４月 19

日判決(17)では、「同条（相続税法第７条）にいう著しく低い価額の対価に

該当するか否かは、当該財産の譲受の事情、当該譲受の対価、当該譲受に

係る財産の市場価額、当該財産の相続税評価額等を勘案して社会通念に従

い判断すべきものと解するのが相当」との解釈を示しているところである。

そして、こうした「著しく低い価額の対価」に該当するか否かについては、

基本通達において若干の取扱いが示されており、著しく低い価額の対価の

                                 
(16) 泉ほか・前掲注（８）62－63頁。 

(17) 前掲注（11）。 
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判定に当たっては、「譲渡があった財産が２以上ある場合には、譲渡があっ

た個々の財産ごとに判定するのではなく、財産の譲渡があった時ごとに譲

渡があった財産を一括して判定する」ものとされている（相基通７－１、

９－14）。また、公開の市場等において財産を取得した場合には、「たとえ、

当該取得価額が当該財産と同種の財産に通常付けられるべき価額に比べて

著しく低いと認められる価額であっても、課税上弊害があると認められる

場合を除き、法第７条の規定を適用しない」ものとして取り扱うこととさ

れている（相基通７－２）。 

 なお、相続税法第７条及び第９条は共に「著しく低い価額の対価」とは

定めているものの、それが何と比較してのものなのかは定めていない。「著

しく低い価額の対価」という課税要件に合致すれば、時価との差額部分の

課税がなされることから、その結果から「時価との比較で」という意味に

解することは勿論できるが、少なくとも法文上はそこまで明確な定めは置

いていない。 

 また、相続税法第９条には、「著しく低い価額の対価」という定めのほか、

無償の場合、すなわち、「対価を支払わないで」という定めが並列的に追加

されており、同法第７条との相違点の一つとなっている。これは、相続税

法における個別のみなし課税の規定を包括するという、いわばバスケッ

ト・クローズとしての機能の表れと見ることができる。 

（２）「財産の譲渡」と「利益を受けた」 

相続税法第７条と第９条の規定の文言から比較すると、上記（１）にお

いて述べたとおり、「著しく低い価額の対価」という要件が存することは共

通しているものの、同法第７条は「財産の譲渡」と定めているのに対して、

同法第９条は「利益を受けた」と定めており、規定振りに違いが見られる。

この両規定における文言の違いを率直に解釈すれば、相続税法第７条にお

ける「財産の譲渡」という文言よりも同法第９条における「利益を受けた」

という文言の方が、カバーすべき対象範囲を広く捉えているということが

理解でき、ここからも、同法第９条の有するバスケット・クローズとして
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の機能が表れているといえる。 

 なお、相続税法第９条における「利益を受けた」の意義について、基本

通達では、「おおむね利益を受けた者の財産の増加又は債務の減少があった

場合等をいい、労務の提供等を受けたような場合は、これに含まないもの

とする」と定めている（相基通９－１）。これは、積極財産の増加又は債務

という消極財産の減少を指すことは当然のこととして、労務等の役務提供

を含まないことについては、所得税の取扱いにおいても、自己又は家族の

ためにする役務提供（自家労働）によって生ずる利益（帰属所得）につい

ては、所得（収入）と捉えて課税することはしていないこととの平仄を合

わせているものとされている(18)。 

 また、この文言の違いから、相続税法第９条においては、同法第７条に

おけるような「財産の移転」を要件とはしていないことが理解できる。こ

れにより、相続税法第９条については、現物としての財産そのものの移転

はなされていないが、既存の財産の価値が何らかの要因によって増加した

場合（価値の移転）をも、その対象としていることとなる。その典型的な

例としては、会社の増資等によってその会社の株式の価値が増加した場合

を挙げることができ、基本通達においても種々の取扱いが定められている

(19)。この他に相続税法第９条に規定する「利益を受けた」場合に該当する

事項としては、離婚等により財産の取得があった場合や財産の名義変更が

あった場合など、基本通達及び個別通達において種々の事項が定められて

いる状況にある(20)。 

                                 
(18) 加藤千博編『相続税法基本通達逐条解説〔平成 22 年版〕』169 頁（大蔵財務協会、

2010）。 

(19) 基本通達においては、以下の事項について、その取扱いを定めている。 

株式又は出資の価額が増加した場合（相基通９－２）、会社が資力を喪失した場合に

おける資材提供等（相基通９－３）、同族会社の募集株式引受権（相基通９－４）、

贈与により取得したものとする募集新株引受権数の計算（相基通９－５）、合同会社

等の増資（相基通９－６）、同族会社の新株の発行に伴う失権株に係る新株の発行が

行われなかった場合（相基通９－７）。 

(20) 基本通達においては、以下の事項について、その取扱いを定めている。 

婚姻の取消し又は離婚により財産の取得があった場合（相基通９－８）、財産の名義
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 更に、相続税法第７条による低額譲渡及び同法第９条のうち低額移転の

部分については、低額であるとはいえ、財産（役務提供）の受け手側から

出し手側へ対価の支払がなされていることとなる。したがって、低額譲渡

（低額移転）についてのこれらの規定の適用に際して、当事者に贈与の意

思を問わないことは前述のとおりであるが、少なくとも受け手側において

は、その対価相当額の財産（役務提供）を受けているとの認識が存在して

いると見ることができるのではと考える。 

（３）「当該財産の時価」と「当該利益の価額」 

 相続税法第７条においては「当該財産の時価」、同法第９条においては「当

該利益の価額」と定められているが、これらは共に、基本的には同法第 22

条《評価の原則》における時価と同様のものと解されている。したがって、

相続税法における時価の解釈、土地や株式等を中心とした財産評価の取扱

いやその在り方と密接な関連を有することとなり、裁判事例においても、

相続税法第７条及び第９条の趣旨や適用の適否そのものよりも、むしろ、

評価の安全性（評価上のしんしゃく）への考慮が求められる評価基準制度

としての性格を有する評価基本通達に基づく評価額をそのまま適用すべき

か否か等といった、その財産に適用される評価方法の適否を含む財産評価

の在り方が主要な争点とされる場合が数多く見られる。 

 また、相続税法第９条との関係では、現物としての財産そのものの移転

はなされていないが財産価値のみが移転した場合において、その移転した

                                                                      
変更があった場合（相基通９－９）、無利子の金銭貸与等（相基通９－10）、負担付

贈与等（相基通９－11）、共有持分の放棄（相基通９－12）、信託が合意等により終

了した場合（相基通９－13） 

 また、個別通達においては、以下の事項について、その取扱いを定めている。 

 名義変更等が行われた後にその取消し等があった場合の贈与税の取扱いについて

（昭和 39・５・23 直審（資）22）、使用貸借に係る土地についての相続税及び贈与

税の取扱いについて（昭和 48・11・１直資２－189）、青色事業専従者が事業から給

与の支給を受けた場合の贈与税の取扱いについて（昭和 40・10・８直審（資）４）、

相当の地代を支払っている場合等の借地権等についての相続税及び贈与税の取扱い

について（昭和 60・６・５直評９、直資２－58））、相当の地代を収受している貸宅

地の評価について（昭和 43・10・28直資３－22））。 



238 

価値をどのように評価するか、特に、取引相場のない株式等の評価につい

て、その評価方法（類似業種比準方式、純資産価額方式、併用方式）の在

り方や、その評価方法の違いに基因する移転価値の違いへの対処の在り方

と密接な関係を有することとなる。 

（４）「資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合」 

相続税法第７条及び第９条の規定は、それらの但し書きにおいて共に、

資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において、その者の

扶養義務者からその債務の弁済に充てるためになされたものであるときは、

その該当部分の金額については、これらの規定によるみなし課税の適用を

除外している。 

 このような特例が認められている理由としては、「債務者が経済的に破綻

の状態にあるときに、その扶養義務者からされた救済措置についてまで、

それにより利益を受けたからといって課税するのは、あまりにも形成にこ

だわった行為で、常識からいっても、また、社会的にみても、極めて不適

当と考えられたことによるものである」(21)とされている。 

 なお、この場合における「債務」の範囲には公租公課を含むものと取扱

われ、また、「資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合」につ

いては、「その者の債務の金額が積極財産の価額を超えるときのように社会

通念上債務の支払が不能（破産手続開始の原因となる程度に至らないもの

を含む。）と認められる場合いうものとする」こととされ、その適用は柔軟

に行われているほか、弁済をすることが困難である部分の金額の取扱いに

ついても、「債務超過の部分の金額から、債務者の信用による債務の借換え、

労務の提供等の手段により近い将来において当該債務の弁済に充てること

ができる金額を控除した金額をいうものとするのであるが、特に支障がな

いないと認められる場合においては、債務超過の部分の金額を『債務を弁

済することが困難である部分の金額』として取り扱っても妨げないものと

                                 
(21) 橋本・前掲注（12）444 頁。 
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する」こととされている（相基通７－３～７－５、９－14）。 

第２節 沿革 

 我が国における相続税は、明治 37年に勃発した日露戦争の戦費調達の目的で

翌明治 38年に制定された「相続税法（明治 38年法律第 10号）」がその始まり

とされるが、当時の相続税は、遺産課税方式を採用し、一定の生前贈与の取扱

いについては相続税としての課税が行われていたものの、課税対象の発生形態

に係るみなし課税に相当する制度は存在していなかった。 

 相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るみなし課税制度が初めてその姿

を現したのは、昭和 22 年の税制改正において、当時の遺産課税方式による相続

税の下、贈与税が相続税から分離して創設された際に併せて創設されたときの

ものである。その後、相続税法第７条及び第９条に相当する規定については、

昭和 25年に、シャウプ勧告の指摘を受けて相続税の課税方式を遺産取得課税方

式に改めた際、みなし課税の対象者を贈与者側から受贈与者側に改める等、同

課税方式に対応した見直しがなされたが、その基本的な構造は維持されて現在

にまで至っている。 

 そこで、本節においては、こうした相続税・贈与税の課税対象の発生形態に

係るみなし課税制度の沿革について、相続税法第７条及び第９条を中心に、こ

れらに関連する制度をも含めて、見ていくこととする。 

１ 昭和 22 年 

従来の家父長制を脱皮して個人の尊厳と両性の平等を確立するため、昭和

22 年、民法親族編及び相続編を抜本的に改正することとされたが、これは、

敗戦によって国内の民主化を誓ったポツダム宣言を受諾し、家族法の民主化

を宣言した日本国憲法第 24 条の規定を受けたものであった。これにより、相

続制度について家督相続制を廃止して遺産相続制に一本化し、個人的・共同
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的・均分的な近代的相続法に改められた(22)。 

このような民法の改正に伴い、相続税法も全文改正がなされ、遺産課税と

いう当時の課税方式はそのまま維持しつつ、民法の改正に対応して家督相続

と遺産相続との課税区分を廃止して遺産相続に一本化し、贈与者の一生を通

じた贈与財産の累積額に対して課税するという贈与税を相続税から分離して

創設するなどの大規模な改正がなされた。 

こうした相続税法の抜本的な見直しについて、当時の「改正相続税試案」

は、「相続法の改正その他民主主義的態勢の拡充に即応して現行相続税制度を

改正し、相続に際し相続財産に対して課税する相続税と、贈与に際し贈与財

産に対して課税する贈与税の二本建により、両者相俟って財産に対する課税

を充実させるものとすること」との基本的考えの下、相続税及び贈与税の仕

組みを明示している(23)。そのうち、贈与税については、個人が贈与をなした

ときは贈与税を課すること、納税義務者は贈与者とすること等のほか、課税

財産について以下のような考えが示され、みなし課税の考え方が明示されて

いる。 

「 課税財産は、親族に対してなされたと、親族以外の者に対してなされた

とを問わず、すべての贈与財産の外、各種の無償名義による移転財産とす

ること。不当低価による譲渡の場合においては、その通常価格との差額は、

これを贈与とみなして課税すること。」(24) 

こうした改正試案を受けて全文改正された相続税法（昭和 22 年法律第 87

号）のうち、現行の相続税法第７条及び第９条に相当する規定を掲げると、

次のとおりである。 

第 10条 著しく低い価額の対価で財産の譲渡がなされたときには、その譲

渡の時において、財産の譲渡人が、その対価の額と譲渡の時における譲

渡財産の時価との差額に相当する金額を当該財産の譲受人に贈与したも

                                 
(22) 中川善之助＝泉久雄『相続法〔第４版〕』33頁（有斐閣、2000）。 

(23) 大蔵省財政史室編『昭和財政史－終戦から講和まで－ 第７巻 租税⑴』216－220

頁（東洋経済新報社、1977）。 

(24) 大蔵省財政史室・前掲注（23）219 頁。 
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のとみなす。 

第 12条 第５条、第７条乃至前条に規定する場合の外、対価を受けないで

又は著しく低い価額の対価で、他人に利益を受けしめたときは、その利

益を受けしめた者が、その利益を受けしめた時において、利益の価額に

相当する金額を利益を受けた者に贈与したものとみなす。 

前項の規定の適用について必要な事項は、命令でこれを定める。 

このように、当時の相続税法においては贈与者を贈与税の納税義務者とし

ていたため、当然のことではあるが、上記の規定は現行の相続税法第７条及

び第９条の規定を贈与者側に裏返したような規定振りとなっていた。 

なお、上記二つの規定以外のみなし課税の規定としては、①死亡保険金、

退職手当金等、②信託受益権、③満期保険金、退職手当金等、④定期金等、

及び⑤債務免除益等といった現行制度においても存在するもののほか、生前

に財団法人への寄附行為がなされた場合についての定めも置かれていた。こ

れは、「生前処分で寄附行為がなされたときは、財団法人設立の許可があつた

時において、寄附行為をした者が、当該寄附財産を財団法人に贈与したもの

とみなす。」（第９条）と規定するものであり、当時の遺産課税方式による相

続税の下、財産の移転先の如何にかかわらず、贈与者側に課税することとし

ていた贈与税の姿を反映したものとなっていた。 

２ 昭和 25 年 

相続税法は、昭和 25年の全文改正により遺産課税方式から遺産取得課税方

式へ転換されたが、これは、昭和 24年における「シャウプ勧告」の指摘に基

づくものである。すなわち、シャウプ勧告は、昭和 22 年に抜本的に改正した

我が国の相続税・贈与税と米国の連邦遺産税・贈与税とが類似していること

を指摘した上で、租税回避による税収減という米国での経験を理由に、米国

の制度を我が国で採用することを否定している。そして、「相続税課税の主た

る目的の一つは、根本において、不当な冨の集中蓄積を阻止し、合わせて国

庫に帰属せしめる」ことにあるとし、このための最もよい租税形態の一つと
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して、相続税と贈与税とを統合した一生累積課税による遺産取得課税方式を

支持している(25)。 

こうしたシャウプ勧告の指摘をほぼ全面的に受け入れて、全文改正がなさ

れた相続税法（昭和 25年法律第 73号）において、相続税の課税方式を遺産

取得課税方式に改めたことに伴い、先の昭和 22 年の税制改正において導入さ

れた相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る種々のみなし課税制度につ

いても、課税の対象者を贈与者側から取得者側に改める等、同課税方式に対

応した見直しがなされ、現行の相続税法第７条及び第９条の基となる規定が

設けられた。 

なお、こうした種々のみなし課税制度のうち、生前に財団法人への寄附行

為がなされた場合の措置については、遺産取得課税方式による相続税の納税

義務者を相続、遺贈又は贈与により財産を取得した「個人」に限定したこと

から(26)、寄附行為による財団法人への財産の移転をみなし課税の対象として

いた同措置はその存在意義を失ったため、廃止されている。 

一方、このように遺産取得課税方式による相続税の納税義務者を「個人」

に限定したことから、課税対象の帰属主体の属性を変更すること、すなわち、

法人等の個人以外の主体に財産を移転することによる相続税の回避に対処す

ることが必要となった。シャウプ勧告においてもこうした相続税回避を懸念

しており、前述のとおり、相続税の課税方式を遺産取得課税方式に改めるべ

きことを勧告した一方、法人や人格のない社団等といった、個人以外の主体

に財産を移転することによる相続税回避に対しては、その防止措置を講ずる

べきことを勧告している(27)。こうした勧告を受けて創設された制度が、相続

                                 
(25) 日本税理士会連合会編『シャウプ使節団日本税制報告書（復元版）』第８章 贈与

税及び遺産税、Ａ節－租税形態、102－103頁（日本税理士会連合会出版局、1979）。 

(26) 遺産取得課税方式による相続税の納税義務者を個人に限定した理由としては、所

得課税との二重課税の問題や法人に累積課税をさせることの困難性を挙げている

（篠原芳雄「改正相続税法の展望」『税経通信臨時増刊号 シャウプ勧告に基づく改

正税法の解説』135－136 頁（税務経理協会、1950））。 

(27) 日本税理士会連合会・前掲注（25）第８章 贈与税及び遺産税、Ｅ節－寄附、108

頁。 
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税・贈与税の課税対象の帰属主体の属性に係る措置として前章において掲げ

た「同族会社の行為又は計算の否認等（相税 64 条）」、「特別の法人から受け

る利益に対する課税（相税 65条）」及び「人格のない社団又は財団等に対す

る課税（相税 66条１項、２項）」であった。 

その後、相続税法第７条及び第９条については、法技術的・形式的な改正

が数回なされたものの、その基本的な構造は維持されたまま現在にまで至っ

ている状況にある。 

３ 小括 

相続税法第７条及び第９条を中心に、それらの沿革を概観することにより、

以下のような疑問点等が顕在化してくる。 

○ 遺産課税方式の下、贈与について相続税としての課税がなされていた昭

和 21年以前の相続税法においては、課税対象の発生形態に係るみなし課税

制度を講ずる必要がなかったと言えるのか否か。 

○ 昭和 25 年に相続税の課税方式が遺産課税方式から遺産取得課税方式に

変更されたことに伴い、条文上は、みなし課税の対象者を贈与者側から受

贈者側に改めただけのように見えるが、相続税法第７条及び第９条の適用

範囲に何か変化が生じていると言えるのか否か。 

○ 前述の沿革からも明らかなとおり、相続税の課税方式が遺産取得課税方

式に転換されたことに基因して創設された相続税・贈与税の課税対象の帰

属主体の属性に係るみなし課税制度等（相税 64 条～66 条）よりも、相続

税等の課税対象の発生形態に係るみなし課税制度の方が、当時の遺産課税

方式の下で早く創設されているが、こうした各制度の創設年次の違いから

判断して、相続税法第９条に相当する規定が創設された当時は、その後に

創設された相続税法第 64条から第 66条までの対象範囲をもカバーしてい

たと考えることができるのではないか。そして、その後に創設された相続

税法 64条から第 66条までの規定は、同法第９条の規定から派生したもの

であり、同族会社や人格のない社団等を利用した税負担回避に対処するた



244 

めに、相続税法第９条に相当する規定の適用場面をより明確化させるため

に設けられたものと捉えることができるのではないか。 

第３節 その他の「みなし課税」制度 

前述のとおり、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るみなし課税制度

は、昭和 22 年の税制改正における創設当時から、生命保険金や信託受益権など、

種々のものが講じられ、その後、相続税の課税方式の変更に伴う改廃等の種々

の見直しがなされているものの、その基本的な構造自体は維持されて現在にま

で至っている。相続税法第７条は、こうしたみなし課税の類型の一つとみるこ

とができるほか、相続税法第９条は、前述のとおり、他のみなし課税の類型以

外のものを包括的に対象としているため、本稿にて考察の対象とする相続税法

第７条及び第９条は、他のみなし課税制度と相互に密接な関係を有していると

いえる。そこで、本節においては、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係

る相続税法第７条及び第９条以外の「みなし課税」制度について、概観してお

くこととする。 

１ 保険金（相税３条１項１号、５条） 

被相続人の死亡によって、相続人その他の者が取得した生命保険契約又は

損害保険契約の保険金のうち、被相続人の負担した保険料に対応する部分は、

相続又は遺贈によって取得したものとみなされる（相税３条１項１号）。ただ

し、そのうち一定額は非課税とされている（相税 12条１項５号）。 

また、生命保険契約又は損害保険契約の保険事故が発生した場合において、

その契約に係る保険料の全部又は一部が保険金受取人以外の者によって負担

されたものであるときは、保険金受取人が取得した保険金のうち、保険金受

取人以外の者が負担した保険料に対応する部分は、その保険金受取人が、保

険事故発生のときに、保険料を負担した者から贈与によって取得したものと

みなされる（相税５条）。 
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こうした規定の趣旨については、白崎浅吉著『相続税法解説』において、

明解な説明がなされている。若干長文となるが、以下に引用する。 

「 被相続人の死亡を保険事故として、相続人その他の者が受取る生命保険

契約の保険金は、一旦被相続人の財産に帰属したのちに相続人その他の者

が取得するのではなくして、生命保険契約に基づき被相続人の死亡という

事実の発生によって、保険金受取人について保険金を受け取るべき権利が

原始的に発生するものである。したがって、かかる保険金は、法律上の相

続の効果として受取るものではなく、被相続人を被保険者とする保険契約

上の保険事故の発生に起因して、相続人その他の者が直接受取るものであ

ると考えられ、この理論からすれば本来の相続財産とはならないことにな

る。しかし、その実質は、被相続人が保険料を負担し、被相続人の死亡に

よって相続人その他の者が取得するものであるから、一般の相続財産と何

等異なるところがない。それは生命保険契約に類する共済にかかる契約の

共済金についても同様である。よって､その取得者について相続または遺贈

によって取得した財産とみなして相続税を課することとしているのである。 

損害保険契約に基づく死亡保険金を相続税の課税対象とされるのは、生

命保険契約の死亡保険金と同様の性格をもっており、とくに生命保険契約

において傷害特約付の場合の保険金と損害保険契約の死亡保険金とはその

実質は何等異なるところがない。このことは、損害保険契約に類する共済

にかかる契約の共済金も同様である。したがって、これも相続税の課税財

産とされているのである。」(28) 

このみなし課税の対象とされる生命保険契約及び損害保険契約の範囲につ

いては、幾度かの改正がなされている。すなわち、昭和 46年の税制改正にお

いて、みなし相続財産とされる生命保険及び傷害保険の死亡保険金には生命

共済及び傷害共済の死亡共済金が含まれることなどが明確化されているほか、

平成 19年の税制改正において、外国生命保険の保険金等を生命保険契約に追

                                 
(28) 白崎浅吉『相続税法解説』67－68頁（税務研究会出版局、1974）。なお、次項の退

職手当金以下の趣旨に関する説明においても、本稿において適宜、引用している。 
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加し、みなし課税の対象とすることとされている。更に、平成 22年の税制改

正において、平成 20年に制定された保険法（平成 22年４月施行）において

新たに第三分野の保険契約の類型が設けられたことなどに伴い、生命保険契

約及び損害保険契約の範囲について明確化等が図られている(29)。 

２ 退職手当金（相税３条１項２号） 

被相続人の死亡によって、相続人その他の者が、被相続人に支給されるべ

きであった退職手当金・功労金その他これに準ずる給与で、被相続人の死亡

後３年以内に支給が確定したものの支給を受けた場合は、当該給与は、相続

又は遺贈によって取得したものとみなされる（相税３条１項２号）。 

こうした退職手当金等は、当然のことながら、支給者である勤務先等から

退職者自身に支給されるものである。したがって、退職者の死亡を伴わない

もの、すなわち贈与とみなすべきものは存在しないこととなるため、前述の

保険金等の場合とは異なり、みなし贈与については手当てされていない。 

この規定の趣旨については、以下のような説明がなされている。 

「 退職手当金等は、退職者に支給されるものであることは論をまたない。

しかし、勤務先の退職原因が死亡であったり、または生前退職であっても

退職金請求権が生ずる前に死亡したため、その退職手当金等が退職者の相

続人等に支給された場合においては、これを私法上の相続財産とみるかど

うかついては問題がある。一般の退職手当金等は、退職給与規定等に基づ

いて支給されるが、退職給与規定等では通常の退職の場合は本人に、死亡

退職の場合にはその遺族（場合によっては、受給者の順位を定めているも

のもある。）に支給する旨を定めているのが通例である。そこで、退職給与

規定等により死亡退職者の相続人等が受ける退職手当金等が、相続による

退職金請求権の承継取得とみるか、遺族固有の権利とみるかが問題となる。

このことについては、もともと退職手当金等は、退職者自身が受給すべき

                                 
(29) 新相税３条１項１号、新相税令１条の２第１項、２項。 
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もので、たまたま受給すべきであった退職者が死亡したためその相続人等

が受けるものであるところから、たとえ退職給与規定等でその受給者を特

定したとしても、それは単なる受給代表者を便宜定めたに過ぎず、本来の

相続財産を構成するということには変わりがないとする見解もあるが、一

方退職給与規定等の定めがあることによりはじめて特定の者が受給するも

のであり、それは、受給者固有の権利であって本来の相続財産とはならな

いという見解もある。他方、また、法人役員の退職手当金等は、株主総会

等の議決を経て支給されることになるから、死亡後に開かれる株主総会の

決議によって退職手当金等を受ける場合には、退職者の死亡時点において

は何等の権利も有しないものとみることができる。 

以上のように、相続人等が受ける退職手当金等については、本来の相続

財産となるどうかについては議論のあるところであるが、その実質は相続

財産と異なるところがない。よって、法は、被相続人の死亡によって相続

人その他の者が受ける退職手当金等は、相続または遺贈により取得したも

のとみなす旨の規定を設け、その疑義に対処しているとともにその負担の

権衡を図ることにしているのである。」(30) 

このみなし課税の対象とされる退職手当金等の範囲については、昭和 46

年の税制改正において、当時の適格退職年金契約（信託又は保険）やこれに

類する退職金充当の契約等のある信託、生命保険契約の退職給付金、退職金

共済の退職金等のいわゆる所得税のみなし退職所得とされるものが含まれる

ことが明確化されている。 

３ 生命保険に関する権利（相税３条１項３号） 

相続開始のときに、まだ保険事故の発生していない生命保険契約で、被相

続人が保険料の全部又は一部を負担し、かつ、被相続人以外の者がその契約

者である場合には、その保険契約に関する権利のうち、被相続人が負担した

                                 
(30) 白崎・前掲注（28）74－75頁。 
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保険料に対応する部分は、その保険契約の契約者が相続又は遺贈によって取

得したものとみなされる（相税３条１項３号）。 

この規定の趣旨については、以下のような説明がなされている。 

「 被相続人が保険料の払込をした生命保険契約については、その払込んだ

保険料相当額を貯蓄していたのと実質的に異ならないと認められるので、

これを相続財産とみなすこととしているのであり、この場合、被相続人の

保険料の払込みにより利益を受けるのは契約者であると考えられることか

ら、契約者が保険契約に関する権利を取得したものとみなすこととしてい

るのである。もう少しちがった立場からいえば、生命保険契約の保険料は、

形式的には保険契約者が負担するものである。しかし、実質的には契約者

とその負担者が異なる場合があり、この場合においては、その負担者の負

担する保険料相当部分は、その契約者の有する契約に関する権利の価値を

増加させるものであることは疑う余地がない。そこで、このように保険料

の負担者と契約者が異なる場合で、その負担者が死亡したときは、契約者

についてその負担した保険料に相当する部分の経済的価値に着目して課税

しようとしているのである。もっとも、その負担した保険料については払

い込みの都度契約者に対する贈与となるのではないかという問題もあるが、

この点については、特に右のような課税規定をおいている趣旨からみて、

また担税力の点からみてもそのように解すべきでないと考える。」(31) 

４ 定期金（相税３条１項４号～６号、６条） 

年金や恩給等、ある期間を通じた一定額の金銭給付といった定期金に関し

ては、定期金に関する権利等、保障期間付定期金に関する権利等及び契約に

基づかない定期金に関する権利について、それぞれみなし課税の規定が置か

れているが、ここでは、これらのうち、定期金に関する権利等に係るみなし

課税制度について概観する。 

                                 
(31) 白崎・前掲注（28）81－82頁。 
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○ 定期金に関する権利等（相税３条１項４号、６条１項） 

 相続開始のときに、まだ給付事由の発生していない郵便年金契約その他

の定期金給付契約で、被相続人が掛金の全部又は一部を負担し、かつ、被

相続人以外の者がその契約者である場合には、その定期金給付契約に関す

る権利のうち、被相続人が負担した掛金に対応する部分は、その定期金給

付契約の契約者が相続又は遺贈によって取得したものとみなされる（相税

３条１項４号）。 

 また、郵便年金契約その他の定期金給付契約の定期金給付事由が発生し

た場合において、その効力に係る掛金の全部又は一部が定期金受取人以外

の者によって負担されたものであるときは、その定期金給付事由が発生し

た時において、定期金受取人が取得した定期金給付契約に関する権利のう

ち、その定期金受取人以外の者が負担した掛金に対応する部分は、その定

期金受取人が、その定期金給付事由が発生したときに、掛金を負担した者

から贈与によって取得したものとみなされる（相税６条１項）。 

 この規定の趣旨については、以下のような説明がなされている。 

「 定期金に関する権利を広く解するときは、終身定期金、年金、恩給、

扶養料等のように、ある期間を通じて定期的に一定額の金銭その他の利

益の給付を受ける権利のすべてを指すものといえるが、ここで相続また

は遺贈により取得したものとみなされる定期金に関する権利は、郵便年

金のように掛金の概念が存するもの、すなわち、当事者の一方が一定の

金銭その他の利益の給付を受ける対価として掛金を払い込むことを内容

とするものに限られるのである。 

 この定期金に関する権利の課税趣旨は、前述した保険事故の発生して

いない生命保険契約に関する権利に対する課税趣旨と同様である。」(32) 

これらのみなし課税の対象とされる定期金の範囲については、昭和 46年の

税制改正において、生命保険契約等の他のみなし相続財産とされるものの相

                                 
(32) 白崎・前掲注（28）85－86頁。 
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互関係や範囲等を明確にする観点から、保証期間付定期金給付契約に係る一

定の年金受給権等には生命保険契約に該当するものも含まれることとするな

ど、一定の見直しがなされている(33)(34)。 

５ 特別縁故者に対する相続財産の分与（相税４条） 

民法第 958 条の３第１項《特別縁故者に対する相続財産の分与》の規定に

より、被相続人と特別の縁故のあった者が相続財産の全部又は一部の分与を

受けた場合には、その分与を受けた者が、その分与の時における財産の時価

に相当する金額をその分与財産に係る被相続人から遺贈により取得したもの

とみなされる（相税４条）(35)。 

 この規定の趣旨については、以下のような説明がなされている。 

「 民法によれば、相続の開始があった場合において、その相続人のあるこ

とが明らかでないときは、家庭裁判所は、管理人または検察官の請求によ

って、相続人があるならば一定の期間内にその権利を主張すべきことを６

ヶ月間以上公告しなければならないことになっている（民法 958条）。そし

て、この期間内に相続人である権利を主張する者がないときは、相続人な

                                 
(33) 昭和 46年の税制改正における見直しの内容は、次のとおりである。 

① 定期金給付契約には年金保険契約も含まれるので、給付事由の発生していない  

定期金に関する権利がみなし相続財産とされる場合から、年金保険に関する権利

を除き、これは保険事故の発生していない生命保険に関する権利に該当すること

を明らかにした。 

② 保証期間付定期金給付契約の継続受取人の年金受給権等には、生命保険契約で

これに該当するものも含まれることを明らかにした。 

③ 契約に基づかない保証期間付定期金の継続受取人の年金受給権にその年金に係

る選択一時金等も含まれることを明らかにした。 

(34) このほか、定期金に関する権利の評価方法を定める相続税法第 24 条及び第 25 条

について、昭和 25年以降見直しがなされておらず、現在では実体から乖離している

等の指摘がなされていたことを受け、平成 22年の税制改正において、評価方法の見

直しがなされている。 

(35) この場合における相続税の納税義務は、被相続人の死亡のときにさかのぼって成

立するのではなく、審判の確定により特別縁故者が財産を取得したときに成立する

と解するべきであり、したがってその内容は、審判確定時の相続税法によって計算

すべきであるとされる（金子・前掲注（５）495頁）。 
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らびに管理人に知れなかった相続債権者および受遺者は、その権利を行な

うことができないこととされ（民法 958条の２）、この場合において相当と

認めるときは、家庭裁判所は、被相続人と生計を同じくしていた者、被相

続人の療養看護に努めた者、その他被相続人と特別の縁故があった者の請

求によって、これらの者に、清算後残存すべき相続財産の全部または一部

を与えることができることになっている（民法 958 条の３第１項）。法はこ

れによって受ける相続財産については遺贈により取得したものとみなして

相続税を課税する旨を明らかにしているのである。」(36) 

この相続人がいない場合の特別縁故者への相続財産の分与制度は、「遺言が

あまり行われない我が国の現状では、被相続人の遺志に適うものであり、内

縁の配偶者、事実上の親子として生活している者等の法定相続人に準じて考

えてよい者を保護することにもなり、また、少額の遺産を国庫に帰属させる

よりも、このような者に帰属させる方がその効用が発揮されることになる」

(37)という考え方から、昭和 37 年の民法改正により設けられたものであり、

これに対する相続税のみなし課税の規定は昭和 39 年の税制改正において新

設されたものである。したがって、仮に、この相続税法第４条に相当する規

定がまだ新設されていなかった昭和 37 年から昭和 39 年までの間に民法第

958 条の３による財産分与が行われた場合には、おそらく相続税法第９条を

適用して課税していたものと考えられる。 

なお、分与財産の価額を、相続開始時の時価という原則を適用することな

く、分与の時の時価に修正している理由としては、「相続財産法人において相

                                 
(36) 白崎・前掲注（28）90頁。 

(37) 武田昌輔監修『ＤＨＣコンメンタール相続税法１』853 頁（第一法規出版）。なお、

同書において、特別縁故者への相続財産の分与制度が設けられた背景として、次の

ような説明がなされている（同 852頁）。 

「 現行（旧）民法は、相続人を法定相続人に限り、その範囲も比較的狭くしてお

り、こうした限界法定相続主義から生ずる不都合は、被相続人自身が死因贈与、

遺贈等の方法で是正することを期待していた。しかし、現実には、被相続人があ

らかじめ遺産の行方を決めておくことは少ないので、（民法 959条の適用がなされ

ることとなり、その結果、）かなり多数の相続人のない遺産が国庫に帰属するとい

う事態が生じていた。」 
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続財産の清算が行われ、その結果残存すべきものが分与されるからである」

(38)との説明がなされている。 

６ 債務免除等（相税８条） 

対価を支払わずに、又は著しく低い価額の対価で、債務の免除、引受け又

は第三者のためにする債務の弁済による利益を受けた場合には、債務の免除

等があった時において、債務の免除等による利益を受けた者が、その債務の

免除等に係る債務の金額を、債務の免除等をした者から、贈与又は遺贈によ

って取得したものとみなされる（相税８条）。ただし、債務者が資力を喪失し

て債務を弁済することが困難である場合は、この限りでない（同条但し書）。 

この規定の趣旨については、「債務の免除、引受又は第三者のためにする債

務の弁済による利益は、債務者の消極財産を消滅ないし減少させるものであ

り、そのことは実質的には積極財産を贈与することと何ら異なるところがな

いと認められる」(39)ことから設けられているとの説明がなされている。 

なお、この規定における「著しく低い価額の対価」や「資力を喪失して債

務を弁済することが困難である場合」といった要件は、前述のとおり、相続

税法第７条及び第９条の定める要件と共通していることから、これらの要件

の解釈に当たっては、同法第７条の規定に関する取扱いに準ずるものとされ

ている（相基通８－４）。 

７ 信託に関する権利（相税９条の２～） 

相続税・贈与税における信託の取扱いについては、平成 18年の信託法の全

文改正に伴い、平成 19年の税制改正において抜本的な見直しがなされている。 

平成 19年の税制改正前の制度においては、いわゆる信託行為時課税の考え

方が採用されている。これは、信託行為があった場合において、委託者以外

の者が信託の利益の全部又は一部についての受益者であるとき、すなわち他

                                 
(38) 武田・前掲注（37）855 頁。 

(39) 白崎・前掲注（28）203 頁。 
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益信託の設定があった場合には、その信託行為があった時において、その受

益者が信託に関する権利を委託者から贈与又は遺贈により取得したものとみ

なして相続税・贈与税を課税するものとされていた（旧相税４条１項）。この

取扱いは、受益者に対して課税すべきタイミングを、将来において実際に受

益がなされたときではなく、信託行為がなされたときに変更しているもので

ある。また、委託者が受益者である信託（自益信託）について、受益者が変

更されたこと等の事由が生じたことにより、委託者以外の者が信託の利益の

全部又は一部についての受益者となった場合においては、その事由が生じた

時において、その受益者となった者が、その信託の利益を受ける権利を委託

者から贈与又は遺贈により取得したものとみなして、相続税・贈与税を課税

するものとされていた（旧相税４条２項）。 

こうした旧相続税法第４条の規定については、従来から、種々の疑問点が

指摘されており、例えば、受益者変更権によって信託の受益者を他の者に変

更した場合の旧相続税法第４条第２項の規定について、以下のような疑問点

が指摘されていた(40)。 

「 相続税法第４条第２項第１号は、委託者が受益者である信託－自益信

託－について、受益者が委託者以外の者に変更された場合に、委託者から

受益者に対して贈与があったものとみなす旨を規定しているのであって、

委託者以外の者（甲）が受益者である信託－他益信託－について受益者が

甲以外の乙に変更された場合については第４条第１項にも第２項にも定め

がない。したがってこの場合の課税関係はどうなるかについて、いくつか

の考え方が出てくるであろう。ついでながら書いてみると、この場合には

相続税法上の贈与はなかったことになるのであろうか。あるいは課税しな

いままで見過ごすのか、そうもできないので、同法第９条を適用してみな

し贈与とすることになるのであろうか。 

                                 
(40) 従来の信託課税制度（信託行為時課税）に対する批判等を体系的に纏めたものと

したは、川口幸彦「信託法改正と相続税・贈与税の諸問題」税務大学校論叢 57号 322

頁（2008）以下が詳しい。 
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・・・・・ただし、この第９条関係通達には、前述のような場合、甲か

ら乙に贈与があったとみなす、という規定はない。しかし、税務当局は、

乙が実質的に経済的利益を受けたとし、贈与があったとみなしたいであろ

うから、通達に触れていなくても第９条の解釈としてそのように取り扱わ

れるはずである。」(41) 

平成 19年の税制改正においても、信託行為時課税という相続税・贈与税に

おける信託課税の原則の基本的な考え方は維持しつつ、上記の疑問点として

指摘されていた他益信託について新たに信託の受益者等が存するに至った場

合の課税関係の整備や、委託者のうち実質的に信託に関する権利を有してい

る者（特定委託者）を受益者に類似する者として課税対象者に追加する等の

見直しが行われたほか、信託の効力発生時、受益者の変更時、信託の終了時

等について、その課税関係の整理が行われたところである（相税９条の２）。

また、こうした相続税・贈与税における信託課税の原則に対して、平成 18

年における信託法の全文改正において後継ぎ遺贈型の受益者連続信託や受益

者の定めのない信託等といった新たな類型の信託等が創設されたことに伴い、

相増税・贈与税における信託課税の特例として、受益者連続型信託の特例（相

税９条の３）や受益者等が存しない信託等の特例（相税９条の４、９条の５）

が措置されたところである。そして、こうした見直しに対応して、通達につ

いても一定の見直しがなされているが、その中には、受益権が複層化された

一定の信託が合意によって終了した場合には、相続税法第９条により、元本

受益者が、信託の終了時に、収益受益権相当額を収益受益者から贈与によっ

て取得したものとして取扱うこととされているものが存するところである

（相基通９－13）。 

８ 小括 

現行制度において講じられている相続税法第７条及び第９条以外の相続

                                 
(41) 小平敦＝白崎浅吉「信託本質論と税制」高木文雄＝小平敦『信託論叢－その本質

的展開を求めて－』240－241 頁（清文社、1986）。 
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税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度は以上のとおり

であるが、以上の概観からも分かるように、各々の「みなし課税」制度の中

で、課税すべき対象を特定し、その課税対象の性質に応じて課税すべきタイ

ミングを個々に定めるとともに、相続税法第４条に見られるように、対象財

産の価額をも修正している状況にあるが、これらは、以上に示したとおり、

その背後にある法制度や社会・経済状況の変化等に対応して、種々の見直し

の積み重ねがなされてきた結果であるといえる。 

第４節 相続税法における課税対象財産 

相続税法における課税対象財産としては、本来の相続財産、すなわち、相続、

遺贈又は贈与により取得した財産と、本稿にて考察の対象とする相続税法第７

条及び第９条を含む相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る種々の「みな

し課税」制度を適用したことにより課税対象財産とみなされた財産とに大別す

ることができる。そこで、本節においては、前節までの考察を踏まえ、相続税

法における課税対象財産について、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係

る「みなし課税」制度の適用によって課税対象財産とみなされる財産を中心に、

その構造等について明らかにすることとする。 

１ 形態別の分類 

まず、前節までにおいて概観した相続税・贈与税の課税対象の発生形態に

係る「みなし課税」制度は、財産の出し手側に係る事由及び受け手側の属性

の違いによって、次のような分類が可能となる。 

○ 財産の出し手側に係る事由及び受け手側の属性別の分類 

財産の出し手側 
に係る事由 

財産の受け手側の 
属性 

みなし課税の態様 現行制度 

 

⑴ 死亡に基因
① 相続人 

 

○ 相続により取得し

たものとみなす 
－ 
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財産の出し手側 
に係る事由 

財産の受け手側の 
属性 

みなし課税の態様 現行制度 

するもの ② 相続人以外の

者 

○ 遺贈により取得し

たものとみなす 

○ 特別縁故者に対

する相続財産の分

与（相税４条） 

③ ①と②の両方

の者 

○ 相続又は遺贈によ

り取得したものとみ

なす 

○ 死亡保険金、遺

族手当金等（相税

３条） 

⑵ 死亡以外の

事由に基因す

るもの 

問わない 

○ 贈与により取得し

たものとみなす 

○ 満期保険金等

（相税５条）、定期

金（同６条） 

⑶ ⑴と⑵の両

方の事由に基

因するもの 

① ⑴①＋⑵ 

○ 相続又は贈与によ

り取得したものとみ

なす 

－ 

② ⑴②＋⑵ ○ 遺贈又は贈与によ

り取得したものとみ

なす 

○ 低額譲渡（相税

７条）、債務免除

（同８条）、その他

の利益の享受（同

９条）、信託に関す

る権利（同９条の

２～） 

③ ⑴③＋⑵ 

○ 相続若しくは遺贈

又は贈与により取得

したものとみなす 

－ 

すなわち、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制

度は、課税すべき対象の性質により、⑴移転者の死亡に基因するもの、⑵移

転者の死亡以外の事由に基因するもの、及び⑶前記⑴と⑵の両方の事由に基

因し得るものとに大別することができる。そして、⑴については、更に、移

転を受ける者が①相続人であるもの、②相続人以外の者であるもの、及び③

前記①と②の両方の者であり得るものに分類することができる。こうした分

類の下で、⑴①であれば相続により取得したものとみなす場合に、⑴②であ

れば遺贈により取得したものとみなす場合に、⑴③であれば相続又は遺贈に

より取得したものとみなす場合に、⑵であれば贈与により取得したものとみ
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なす場合に、それぞれ該当することとなる。また、⑶であれば、⑴と⑵の組

み合わせの如何により、相続又は贈与により取得したものとみなす場合、遺

贈又は贈与により取得したものとみなす場合、及び相続若しくは遺贈又は贈

与により取得したものとみなす場合に、それぞれ該当することとなる。これ

らの分類のうち、現行制度において存在するものは、前節にて概観したとお

り、相続又は遺贈により取得したものとみなす場合（死亡保険金、遺族手当

金等（相税３条））、遺贈により取得したものとみなす場合（特別縁故者に対

する相続財産の分与（相税４条））、贈与により取得したものとみなす場合（満

期保険金等（相税５条）、定期金（相税６条））、及び贈与又は遺贈により取得

したものとみなす場合（低額譲渡（相税７条）、債務免除等（相税８条）、そ

の他の利益の享受（相税９条）、信託に関する権利（相税９条の２～９条の６））

についてのみなし課税制度となる。 

２ 相続税法における課税対象財産の構成 

こうした前節までにおいて概観した相続税法第７条及び第９条を含む相続

税・贈与税の課税対象の発生形態に係る種々の「みなし課税」制度を適用し

たことにより課税対象財産とみなされた財産を含め、相続税法において定め

ている課税対象財産の構成を図示すると、次のようになる。 

○ 相続税法における課税対象財産の構成 

債務免除
等

信託に関
する権利

９条

その他の利益の享受

２条
２条の２

３条 ４条 ５条 ６条 ７条 ８条 ９条の２～

死亡保険
金、遺族
手当金等

特別縁故
者に対す
る相続財
産の分与

満 期 保
険 金 等

定 期 金 低額譲渡

相続・遺

贈・贈与

財産

課税対象財産とみなされた財産
本来の

課税対

象財産

 

まず、本来の相続税・贈与税の課税対象財産の範囲については、相続税法
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第２条及び第２条の２において、相続税・贈与税の納税義務者の類型別に定

めを置いている。すなわち、無制限納税義務者（居住・非居住無制限納税義

務者）に該当する者については、相続、遺贈又は贈与により取得した財産の

全部に対して、また、制限納税義務者に該当する者については、相続、遺贈

又は贈与により取得した財産で相続税法の施行地にあるものに対して、それ

ぞれ相続税・贈与税が課税されることとなる（相税２条、２条の２）。次に、

相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る種々の「みなし課税」制度を適

用したことにより課税対象財産とみなされた財産については、前節までにお

いて考察したとおり、相続税法第３条以下に規定されている。そのうち、「贈

与により取得したものとみなす場合」と「贈与又は遺贈により取得したもの

とみなす場合」に関するものが第５条の満期保険金等以下の規定になるが、

相続税法第９条は、前頁の図が示すとおり、これらの規定に該当する事由以

外の利益の享受について、包括的にみなし課税の対象としていることとなる。 

なお、前頁の図が示すとおり、相続税法第９条の規定において同法第３条

《死亡保険金、遺族手当金等》及び第４条《特別縁故者に対する相続財産の

分与》が除かれているが、これは、同法第３条及び第４条でカバーすべき対

象がともに被相続人の死亡に基因するもののみであり、死亡以外の事由に基

因するものが存在し得ないことによるものと考えられる。 

３ 相続税法第７条等と第９条との関係 

前述のとおり、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るみなし課税制

度は、昭和 22年の税制改正において、当時の遺産課税方式による相続税の下、

贈与税が相続税から分離して創設された際に併せて創設されたものである。

その後、相続税法第７条及び第９条に相当する規定については、昭和 25 年に、

シャウプ勧告の指摘を受けて相続税の課税方式を遺産取得課税方式に改めた

際、みなし課税の対象者を贈与者側から取得者側に改める等、同課税方式に

対応した見直しがなされたものの、その基本的な構造は維持されて現在にま

で至っている。 



259 

こうした相続税法第７条及び第９条を始めとする同法におけるみなし課税

の規定を鳥瞰すると、第１節において掲げた現行条文や前記２において掲げ

た図からも明らかなとおり、相続税法第９条は、第７条等の相続税・贈与税

の課税対象の発生形態に係る他のみなし課税の規定を包含する関係にあると

いうことができる。すなわち、他のみなし課税の規定では、前述のとおり、

各々のみなし課税制度の中で課税すべき対象を特定し、その課税対象の性質

に応じて課税すべきタイミング等を定めているほか、背後にある法制度や社

会・経済状況の変化等に対応して種々の見直しがなされてきている状況にあ

るが、相続税法第９条の規定が資産価値のみの移転を含むあらゆる無償・低

額による受益を課税対象とし、相続税・贈与税の課税対象とすべき財産を包

括的に捉えるべく、いわばバスケット・クローズとしての構造を有している

がために、他のみなし課税の規定について対象範囲に変更が生ずると、反射

的に、同法第９条の対象範囲にも影響を与えることとなる。 

相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る個々のみなし課税制度の改正

が相続税法第９条の対象範囲に影響を与えた例としては、前節における考察

のとおり、平成 19年の税制改正における、信託法の全文改正に伴う信託に係

る課税関係の見直しを挙げることができる。すなわち、相続税法における信

託に係る課税関係においては、信託の効力が生じた時の課税を基本的に維持

しつつも、旧相続税法第４条に代わって、第９条の２以下に種々の規定が創

設されるとともに、相続税法等の見直しに対応して関係通達の見直しもなさ

れているが、その中に、受益権が複層化された一定の信託が合意によって終

了した場合には、相続税法第９条により、元本受益者が、信託の終了時に、

収益受益権相当額を収益受益者から贈与によって取得したものとして取り扱

われているものがあることは前述のとおりである（相基通９－13）。これは、

通達が定めているようなケースの場合には、新設された相続税法第９条の２

以下の規定のいずれにも当てはまらないことから、反射的に、相続税法第９

条の規定が適用されることを留意的に明らかにしたものと捉えることができ

る。この結果、信託に関するケースではあるがこの場合には、信託行為時課
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税は適用されないこととなり、相続税法第９条に規定する「当該利益を受け

た時」において、すなわち、このケースでは信託の終了時というタイミング

で課税されることとなる。そして、こうしたことは、相続税法第９条と他の

みなし課税制度の規定との構造的な関係に基因しているといえよう。 

また、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る個々のみなし課税の規

定をさらに包括する相続税法第９条の規定は、従来から、租税法律主義（課

税要件法定主義、課税要件明確主義）に反するとの批判があるものの(42)、こ

うしたみなし課税制度の構造全体から見れば、相続税法第９条以外の個々の

みなし課税制度を、前述の信託法の全文改正に対応した課税関係の見直しに

見られるように、その時々の社会・経済状況等の変化に対応して見直してい

くこと、場合によっては、前述の特別縁故者に対する相続財産の分与制度に

係るみなし課税制度の創設（相税４条）に見られるように、新たなみなし課

税制度を講じていくことにより、相続税法第９条の適用範囲は自ずと限定さ

れ、洗練されていくこととなる。 

第５節 いわゆる「負担付贈与通達」による対応 

前節において考察したような構造を有する相続税法第７条及び第９条につい

ては、前述のとおり、通達において種々の取扱いが定められている。そして、

相続税法第７条関係よりも第９条関係の方が、株式等の価額が増加した場合や

無利子の金銭貸与等、より具体的な取扱いを基本通達において定めているほか、

個別通達においても、財産の名義変更等が行われた後にその取消し等があった

場合の取扱い等、種々の取扱いが定められており、同法第９条の有するバスケ

ット・クローズとしての機能が反映されているといえるが、こうした個別通達

の中に、いわゆる「負担付贈与通達」(43)がある。 

                                 
(42) そうした批判の具体的な例については、第４章第１節１（後掲注（155））を参照。 

(43) 「負担付贈与又は対価を伴う取引により取得した土地等及び家屋等に係る評価並

びに相続税法第７条及び第９条の規定の適用について」平成元年３月 29 日付直評



261 

１ 負担付贈与通達 

（１）趣旨 

負担付贈与とは、受贈者に対して贈与の目的とは対価関係にない一定の

給付をすべき債務を負担させる贈与をいい、例えば、土地等の財産を贈与

すると同時に、金銭の第三者への支払という「負担」を負わせる贈与がこ

れに該当する。こうした負担付贈与については、民法上、贈与に関する規

定のほか、その性質に反しない限り、双務契約に関する規定を適用するこ

ととされている（民法 553条）。 

負担付贈与によって財産の移転がなされた場合における相続税法上の取

扱いとしては、債務という消極財産とともに積極財産の移転がなされると

いう負担付贈与の性格から、その財産（積極財産）の評価額から負担（消

極財産）の価額を控除することとなる。相続税法基本通達においても、負

担付贈与に係る贈与財産の価額について、こうした課税実務上の取扱いを

明らかにしており、「負担がないものとした場合における当該贈与財産の価

額から当該負担額を控除した価額によるものとする」と定めているところ

である（相基通 21の２－４）。こうしたことから、その負担が経済的な価

値として評価されない場合は、負担額は零として評価され、結果的には通

常の贈与財産の価額と何ら変わらないこととなる(44)。また、贈与税の課税

価格の計算上、贈与財産の価額から控除すべき負担は、贈与時において負

担すべき経済的な負担が具体的に確定していること、又はその確定が推認

し得る状態にあることが必要であると解されているところである(45)。しか

し、一方で、こうした負担付贈与における課税価格計算の取扱いが逆に、

土地家屋等の不動産の通常の取引価額（時価）と相続税評価額との開きに

                                                                      
５・直資２－204。 

(44) 加藤・前掲注（18）399 頁。 

(45) 国税不服審判所 昭和 59 年 12月 14 日裁決（裁決事例集№28 289 頁）。したがっ

て、同裁決において、本件贈与の負担である債務保証については、主たる債務者が

債務履行できない状態にあるとは認められず、今後、債務の履行ができない状態に

至る可能性を推認し得る事情も全く認められないため、課税価格の計算上贈与財産

の価額から控除すべき負担に該当しないとしている。 
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着目しての贈与税の税負担回避行為に活用される恐れが従来から指摘され

ていたところである。 

すなわち、相続税及び贈与税の課税における土地家屋等の評価について

は、相続又は贈与により無償で承継する財産移転の際の評価であることに

鑑み、従来から、納税者の申告の当たっての便宜等を考慮して路線価方式

等を採用するとともに、相続税の課税のための評価であるという性格等を

も考慮して「かため」の評価、いわゆる評価の安全性（評価上のしんしゃ

く）に配慮しているところであるが、このような配慮の結果として生ずる

通常の取引価額と相続税評価額との開きに着目し、主にバブル期の地価高

騰時において、相続開始直前における土地の駆込み取得や負担付贈与又は

低額譲受けという方法によって、相続税及び贈与税の負担を回避しようと

する行為が横行するとともに、税負担を生じさせない親族間の財産移転の

方法として喧伝されるようになっていた(46)。昭和 63 年の税制改正におい

ては、通常の取引価額と相続税評価額との開差を利用して、相続開始の直

前に借入金等によって土地を購入することによる相続税の税負担回避に対

処することを目的として、相続開始前３年以内に取得した土地建物等につ

いての相続税の課税価格の計算の特例制度（旧税特措 69条の４：平成８年

の税制改正において廃止）が制定されていたが、同制度は相続税評価額と

取引価額との階差を利用したその他の税負担回避行為にまで対応できるも

のではなかった。そして、このような行為を放置しておくことは、課税の

                                 
(46) こうした状況について、品川芳宣教授は以下のように説明しておられる（品川芳

宣「親族間の相続税評価額による土地譲渡とみなし贈与課税」ＴＫＣ税研情報 17巻

１号 38頁（2008））。 

「 かつて、バブルの頃には、親族間（特に、親子間）において、土地を相続税評

価額の負担（債務）を付して贈与（負担付贈与）するか、土地を相続税評価額で

売買することが、相続税・贈与税の節税策として持て囃された。当時、宅地の路

線価が通常の取引価額の１～２割程度であったことも珍しくなく、かつ、当該売

買代金が完全に履行されることも不明であって、場合によってはそのような債務

履行も行われないまま土地移転ができるということで、このような負担付贈与等

は、“究極的な節税策“であると云われ、そのような節税（租税回避）に駆られる

ことを“悪魔の囁き“とも云われた。」 
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公平の見地からみて、その弊害が非常に大きくなっていたことから、課税

の公平を確保する見地から負担付贈与通達を制定するに至ったものとされ

ており(47)、同通達には、その趣旨が以下のようにうたわれている。 

「 最近における土地、家屋等の不動産の通常の取引価額と相続税評価額

との開きに着目しての贈与税の税負担回避行為に対して、税負担の公平

を図るため、所要の措置を講じるものである。」 

（２）取扱い 

こうした負担付贈与通達における取扱いを示すと、次のとおりである。 

○ 土地家屋等のうち負担付贈与又は個人間の対価を伴う取引により取

得したものの価額は、相続税評価額によるのではなく、その取得時に

おける通常の取引価額に相当する金額によって評価することとし、そ

の土地家屋等の取得価額が「通常の取引価額」に相当すると認められ

る場合には、その取得価額によって評価することができる（通達１）。 

○ 個人間の対価を伴う取引について相続税法第７条及び第９条を適用

するに当たっては、これらに規定する「著しく低い価額の対価で譲渡

（利益）を受けた場合」に当たるかどうかは、実質的に贈与を受けた

と認められる金額があるかどうかにより判定することとし、その取引

における譲渡対価の額がその土地家屋等の取得価額を下回る場合には、

原則として、これらのみなし課税の規定を適用する（通達２）。 

上記に示す取扱いから、負担付贈与については、通達１の取扱いにより、

時価（取引価額）と相続税評価額との開差部分が財産評価に取り込まれる

ため、その開差部分が贈与税の対象となる。また、個人間の対価を伴う取

引については、通達１の取扱いに加え、通達２の取扱いにより、その開差

部分について、負担付贈与の場合と同様に、みなし課税（贈与税）の対象

となる。 

このように、負担付贈与通達は、土地家屋等の不動産の通常の取引価額

                                 
(47) 加藤・前掲注（18）646 頁。 
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（時価）と相続税評価額との開きに着目しての贈与税の税負担回避行為に

対して、税負担の公平を図る観点から、負担付贈与（財産価額の計算上、

贈与財産の価額から負担の額を控除）や個人間の対価を伴う譲渡（法形式

上、贈与に該当せず）における時価の解釈（相続税評価額ではなく、通常

の取引価額によって評価）を示すとともに、相続税法第７条及び第９条の

執行上の取扱いを定めたものであり、前述の相続開始前３年以内に取得し

た土地建物等についての相続税の課税価格の計算の特例制度（旧税特措 69

条の４）が廃止されている今日においても、評価の安全性（評価上のしん

しゃく）への考慮が求められる評価基準制度としての性格を有する評価基

本通達における取扱いを補完する必要性から、その時価の解釈や執行上の

取扱いは維持されている(48)。 

また、こうした負担付贈与通達における土地家屋等の評価における時価

の解釈は、上場株式の評価における時価の解釈においても採用されている。

すなわち、上場株式の評価は、その株式が上場されている金融商品取引所

の公表する課税時期の最終価格によって評価することとし、その最終価格

が課税時期の属する月以前３か月間の最終価格の月平均額のうち最も低い

価額を超える場合には、その最も低い価額によって評価することとされて

おり、評価の安全性（評価上のしんしゃく）が考慮されているが（評価基

本通達 169⑴）、負担付贈与又は個人間の対価を伴う取引により取得した上

場株式の評価については、そうした考慮を排除し、その株式が上場されて

いる金融商品取引所の公表する課税時期の最終価格によって評価すること

とされている（同⑵）。 

次に、簡単な数値例を用いて、負担付贈与通達の取扱いを概観すること

とする。 

                                 
(48) 旧租税特別措置法第69条の４の廃止と負担付贈与通達の取扱いとの関係について

は、品川芳宣「措置法 69条の４の廃止と評価通達の関係」税理 39巻５号 21－23頁

（1996）。 
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１億円

５千万円

みなし課税

①取得価額 ③相続税評価額②譲渡対価
（債務の額）

④通常の取引価額
（時価）

５千万円

一致

一致

 

上の図は、土地家屋等の時価と相続税評価額との開差が大きくなってい

る状態を示しており、例えば、③「相続税評価額」が５千万円に対して④

「通常の取引価額（時価）」が１億円であったとする。そして、その土地家

屋等を移転するに当たって、③の相続税評価額と同額の債務の額（負担付

贈与の場合）又は譲渡対価（個人間の対価を伴う取引の場合）を設定した

とする（②＝③）。 

負担付贈与通達の適用がない場合、まず、負担付贈与の場合には、財産

価額の計算上、贈与財産の価額から債務の額を控除することとなるため、

③から②を控除した結果、課税対象財産の価額は生じないこととなる。ま

た、個人間の対価を伴う取引の場合には、そもそも法形式上の贈与には該

当しないため、贈与税の対象外となる。それに対して、④の時価は１億円

であるから、その結果、④の網掛け部分である５千万円の課税ができない

ということになる。その上、例えば、財産の取得者がその取得した財産を

時価である１億円で売却することにより、網掛け部分に係る贈与税を負担

することなく、現金を取得することが可能となる。 

そこで、こうした負担付贈与又は個人間の対価を伴う取引により取得し

た土地家屋等の価額については、③の相続税評価額（５千万円）によるの

ではなく、その取得時における④の通常の取引価額に相当する金額（１億
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円）によって評価することとしている（通達１）(49)。これにより、時価（取

引価額）と相続税評価額との開差部分が財産評価に取り込まれるため、負

担付贈与については、④の網掛け部分である５千万円が贈与税の対象とな

る。 

次に、個人間の対価を伴う取引について相続税法第７条及び第９条を適

用するに当たっては、これらに規定する「著しく低い価額の対価で譲渡（利

益）を受けた場合」に当たるかどうかは、実質的に贈与を受けたと認めら

れる金額があるかどうかにより判定することとし、その取引における譲渡

対価の額がその土地家屋等の取得価額（①）を下回る場合には、原則とし

て、これらのみなし課税の規定を適用することとされており、通達１と同

様に、財産の移転者側の事情を勘案するとの取扱いが示されている（通達

２）。これにより、個人間の対価を伴う取引についても、負担付贈与の場合

と同様に、④の網掛け部分である５千万円が贈与税（みなし課税）の対象

となる。 

なお、負担付贈与通達の規定上、通達１を適用して④「通常の取引価額

（時価）」で評価したものの、負担付贈与の場合には④「通常の取引価額（時

価）」で贈与税の課税がなされる一方、個人間の対価を伴う取引の場合には、

通達２によって相続税法第７条又は第９条の適用の可否判定をした結果、

みなし課税の適用ができないといった場合が考えられるが、負担付贈与と

対価を伴う取引は経済的実質において同一と見ることもできるため、両者

のバランスを踏まえた取扱いがなされることが必要となる。 

２ 財産の無償・低額譲渡に係る課税関係からみた負担付贈与通達の位置付け 

負担付贈与通達は、上記１のとおり、相続税法における時価の解釈の在り

方からその存在意義が説明されているが、この他に、財産の無償・低額譲渡

                                 
(49) 例示の図の場合には該当しないが、①「その土地家屋等の取得価額」が④「通常

の取引価額」に相当すると認められる場合には、その取得価額によって評価するこ

とができるとされており、財産の移転者側の事情を勘案するとの取扱いが示されて

いる（通達１但し書）。 
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に係る所得税や法人税をも含めた現行の課税関係からも説得的な存在意義を

見出すことができるものと考える。 

（１）財産の無償・低額譲渡に係る課税関係 

① 「個人→個人」以外の場合 

財産の無償・低額譲渡に係る課税関係を鳥瞰した場合、まず、財産の

出し手側及び受け手側の属性が「個人→個人」以外の場合（個人→法人、

法人→個人、法人→法人）について見てみると、基本的に、財産の出し

手側及び受け手側の双方において所得課税がなされることとなる。 

 すなわち、まず、財産の出し手側についてであるが、個人においては、

譲渡の相手方である法人に対する贈与又は遺贈並びに著しく低い価額

の対価による譲渡はいずれも、みなし譲渡課税の対象とされる（所税 59

条１項）(50)。このうち、「著しく低い価額の対価」による譲渡について

は、法文上、相続税法第７条及び第９条と全く同じ規定振りとなってい

るが、その対価に該当するか否かの判定に当たっては、相続税法におけ

る両規定の場合とは異なり、財産の譲渡の時における価額の２分の１に

満たないか否かによって判定することとされている（所税令 169 条）。

しかし、同族会社等に対する低額譲渡については、時価の２分の１以上

の対価による譲渡であっても、同族会社等の行為又は計算の否認等の規

定（所税 157条）の適用がある場合には、その財産の時価相当額により

譲渡所得等の金額を計算することができる旨が明らかにされている（所

基通 59－３）。また、法人においても、法人税法第 22条第２項において

無償譲渡の取引に係る収益からも益金に算入すべき額が発生すると定

めているほか、低額譲渡についても同項に規定する取引に含まれるもの

と解されていることから、譲渡の相手側の属性（個人又は法人）の如何

                                 
(50) 法人への贈与等をみなし譲渡課税の対象としているのは、技術的に課税の引継ぎ

ができない（法人税の課税上、受贈益が生じ、その半面、当該資産は時価で受入れ

記帳される）ためとされる（注解所得税法研究会編『注解所得税法〔４訂版〕』711

頁（大蔵財務協会、2005）、米山釣一「所得税法の改正について」税務弘報 10 巻６

号『改正税法詳解特集号』24頁（1962））。 
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にかかわらず、財産の時価相当額が益金の額に算入されることとなる

（法税 22条２項）。 

 次に、財産の受け手側についてであるが、個人においては、所得税法

上、受贈益は一時所得に該当するものの、「相続、遺贈又は個人からの

贈与により取得するもの（相続税法の規定により相続、遺贈又は個人か

らの贈与により取得したものとみなされるものを含む。）」については、

相続税及び贈与税の課税対象とされることを踏まえ、相続税等との二重

課税の調整を図る観点から所得税を課さないこととされていることか

ら（所税９条１項 16 号）(51)、所得税の対象とされる受贈益は、法人か

ら贈与を受けたものとなる（所税 34条、所基通 34－１⑸）。そして、財

産の受け手側を個人とした場合、財産の出し手側である法人から贈与や

低額移転を受けたものは一時所得として所得税の対象とされる。また、

法人においては、法人税法第 22 条第２項において無償譲受けの取引に

係る収益からも益金に算入すべき額が発生すると定めているほか、低額

譲受けについても同項に規定する取引に含まれるものと解されている

ことから、資本等取引に該当する場合を除き、受贈益相当額が益金の額

に算入されることとなる（法税 22条２項、５項）。なお、この場合にお

いて、法人に対して財産の無償提供等があったことにより、その法人の

株主等の保有する株式等の価額の増加分を認識して、その株主等に対し

て課税がなされる場合が存するところである（法税 22 条２項、相税９

条）。 

                                 
(51) 所得税法におけるこの非課税規定は、昭和 22 年の所得税法第二次改正（昭和 22

年法律第 142 号）において一時所得に対する課税が始められた際に設けられたもの

である。なお、当時は、相続税・贈与税について、今日のような遺産取得課税の体

系ではなく、遺産課税の体系が採られ、贈与税は贈与者に対して課税する仕組みと

なっていたため、現行制度の下のように、同一の者に対して二重に課税されるわけ

ではなかった。それにもかかわらず、当時、これらのものが非課税とされたのは、「広

い意味での二重課税の調整の他に、相続、贈与等による恩恵的利得は所得に含まれ

ないとする伝統的な所得概念の影響があったことも考えられる」とされる（注解所

得税法研究会・前掲注（50）798－799 頁）。 
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② 「個人→個人」の場合 

上記①に対して、財産の出し手側及び受け手側の属性が「個人→個人」

の場合においては、現行制度上、まず、財産の出し手側においては、無

償譲渡の場合には、限定承認に係る相続や包括遺贈に該当するものつい

てはみなし譲渡課税の対象とされるものの（所税 59 条１項１号）(52)、

贈与や限定承認に係るものを除いた相続や遺贈については、取得価額及

び取得時期の引継ぎによる課税の繰り延べがなされるのみで、みなし譲

渡課税がなされることはない（所税 60条１項）。また、低額譲渡の場合

には通常の譲渡益課税の対象とされる一方、逆に譲渡損が生じた場合に

は、著しく低い価額の対価（時価の２分の１未満）による譲渡に該当し

ない限り、損益通算がなされることとなるが（所税 59 条２項、69 条）、

株式や土地建物等の譲渡損については、他の所得との損益通算が制限さ

れている（税特措 31条１項、32 条１項、37条の 10第１項）。次に、財

産の受け手側においては、相続税・贈与税の対象とされる一方（相税１

条の３、１条の４）、上記①において述べたとおり、所得税においては

相続等により取得したものは非課税とされている（所税９条１項 16号）。 

 こうした取扱いにより、「個人→個人」の場合の課税関係としては、

財産の受け手側における相続税・贈与税の課税のみとなる場合が存する

こととなる。 

（２）負担付贈与通達の位置付け 

一方、個人間の財産移転を負担付贈与や対価を伴う譲渡によって行った

場合にはどうなるのであろうか。まず、財産の出し手側である個人におい

ては、対価を伴う譲渡については、上記の低額譲渡の取扱いと同様であり、

                                 
(52) 限定承認については、相続によって得た財産を限度に被相続人の債務を承継する

（民法 922 条）という限定承認による相続等の趣旨に則り、みなし譲渡課税の対象

としたものとされる（注解所得税法研究会・前掲注（50）608頁、佐藤義行「限定承

認と税法上の若干の問題点に関する一考察」『税法の課題と超克 山田二郎先生古希

記念論文集』111－112 頁（信山社、2000）、国税庁『昭和 40 年改正税法のすべて』

35頁）。 
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通常の譲渡益課税や損益通算の対象となる。また、負担付贈与については、

贈与という事実のみを捉えれば、上記の無償譲渡の取扱いと同様に、みな

し譲渡課税の対象外（取得価額の引継ぎによる課税の繰延べ）となるが、

これについては、既に最高裁において、「所得税法 60条１項１号にいう『贈

与』には贈与者に経済的な利益を生じさせる負担付贈与を含まないと解す

るのを相当」とする判断が示されている（最高裁昭和 63 年７月 19日判決

(53)）。したがって、この最高裁の裁判事例により、負担付贈与の場合であ

っても、上記の低額譲渡の取扱いと同様に、通常の譲渡益課税や損益通算

の対象とされることとなり、その結果、財産の出し手側である個人におい

ては、負担付贈与と対価を伴う譲渡との間に課税関係の相違は存しないこ

ととなる。 

 次に、財産の受け手側である個人においては、負担付贈与については、

前述のとおり、財産価額の計算上、贈与財産の価額から負担の額を控除す

ることとされ、対価を伴う譲渡については、法形式上、贈与に該当しない

ため、共に財産の受け手側に係る贈与税の課税ができないこととなる。 

 したがって、負担付贈与や対価を伴う譲渡は、財産の受け手側における

課税が回避されることは勿論のことであるが、財産の出し手側における課

税がなされない場合には、双方における課税が全くなされないという状態

が生ずることとなる。 

 このように、負担付贈与通達は、財産の移転がなされているにもかかわ

らず、負担付贈与や個人間の対価を伴う譲渡という手法を利用することに

よって作出された、財産の出し手側及び受け手側の双方において全く課税

がなされないという状態を是正すべく、相続税・贈与税の課税実務として、

財産の受け手側における課税を確保すべく実務的な対応を図ったものと捉

えることができるのである。 

                                 
(53) 税務訴訟資料 165号 352頁（1989）、判例タイムズ 678 号 73頁（1988）、判例時報

1290 号 56 頁（1988）、金融・商事判例 805 号３頁、最高裁判所裁判集〔民事〕154

号 443 頁。 
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○ 個人間の財産移転に係る課税関係 

個　人 個　人
財産の移転

負
担
付
贈
与
通
達
に
よ
る
対
応

A B

　　　　　（譲渡対価が時価の１／２未満である譲渡損⇒Ａの取得価額を引継ぎ（所税60条１項２号））

B ･･･ 贈与税の課税対象外（贈与ではない）

＜単純贈与の場合＞

＜負担付贈与の場合＞

A ･･･ 譲渡益⇒所得税の課税対象、譲渡損⇒損益通算

＜対価を伴う譲渡の場合＞

A ･･･ 譲渡益⇒所得税の課税対象、譲渡損⇒損益通算

A ･･･ 所得税の課税対象外（法人に対する贈与ではない）

　　　　　（譲渡対価（負担の額）が時価の１／２未満である譲渡損⇒損益通算不可（所税59条２項））

B ･･･ 贈与税の課税対象（Ａの取得価額を引継ぎ（所税60条１項１号））

B ･･･ 贈与税の課税価格を圧縮（贈与財産の価額（路線価等）から負担の額を控除）

　　　　　（譲渡対価（負担の額）が時価の１／２未満である譲渡損⇒Ａの取得価額を引継ぎ（所税60条１項２号））

　　　　　（譲渡対価が時価の１／２未満である譲渡損⇒損益通算不可（所税59条２項））
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第３章 相続税法第７条及び第９条の適用を  

巡る裁判事例 

前章においては、相続税法第７条及び第９条を始めとする相続税・贈与税の

課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度について、その概要や沿革等を

概観しつつ、その構造等について考察してきたが、本章においては、こうした

前章における考察を念頭に置きつつ、相続税法第７条及び第９条の適用を巡る

近年の裁判事例について、国側が勝訴した事例及び敗訴した事例の別に課税庁

及び納税者双方の主張並びにこれらの主張に対する裁判所の判断についての検

討・分析を行うとともに、こうした検討等を通じて、これらの規定の適用範囲

を巡る論点の抽出に資することを目的とする。 

第１節 検討事例の一覧 

 本章において検討する裁判事例は、平成元年以降、概ね過去 20年程度におい

て相続税法第７条及び第９条の適用を巡って争われた裁判事例とする。検討の

対象とした裁判事例を一覧の形で示すと、次のとおりである。 

○ 検討事例の一覧 

事例№ 判決日等 
① 対象条項 

② 対象財産 
事例の概要 

１ 東京地裁 

平元.10.26(54) 

○国側勝訴 

（確定） 

① 相税９条 

② 定期預金 

○ 納税者が夫名義の定期預金の満期に

よる払戻金を納税者名義の定期預金と

したことについて、課税庁が相続税法第

９条に基づき決定処分等をしたことか

ら、納税者がその取消しを求めた事例(55) 

２ 仙台地裁 

平３.11.12(56) 

① 相税７条 

② 取引相場

○ 従業員持株制度において会社代表者

である納税者が譲渡制限付の株式を取

                                 
(54) 税務訴訟資料 174号 178頁（1990）。 

(55) 評釈として、林仲宣＝竹内進＝角田敬子「判例・裁決事例に学ぶ贈与税の理論と

実務〔第１回〕贈与の事実（定期預金）」税経通信 62巻 13号 207頁（2007）。 

(56) 税務訴訟資料 187号 64頁（1993）、判例時報 1443 号 46頁（1993）。 
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事例№ 判決日等 
① 対象条項 

② 対象財産 
事例の概要 

○国側勝訴 

（確定） 

のない株式

等 

得したことについて、課税庁が相続税法

第７条に基づき決定処分等をしたこと

から、納税者がその取消しを求めた事例
(57) 

３ 東京地裁 

平７.４.27(58) 

○国側勝訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 上場株式 

○ 本件の上場株式の取得を巡る一連の

取引について、市場価格と相続税評価額

との間に相当の開差があることを利用

して専ら贈与税負担の回避のために行

われたものとして、課税庁が相続税法第

７条に基づき更正処分等をしたことか

ら、納税者がその取消しを求めた事例 

４-１ 東京地裁 

平８.12.12(59) 

○国側勝訴 

① 相税９条 

② 取引相場

のない株式

等 

○ 第三者割当増資の割当を受けた納税

者らの父親が、納税者らに対して、父親

名義により新株を引き受けさせたこと

について、課税庁が相続税法第９条に基

づき決定処分等をしたことから、納税者

らがその取消しを求めた事例 

４-２ 東京高裁 

平９.６.11(60) 

○国側勝訴 

（確定） 

５-１ 東京地裁 

平９.11.28(61) 

○国側勝訴 

① 相税７条 

② 土地（親族

間取引） 

○ 職業上地価の動向に通じている納税

者が親子間において行った路線価の２

分の１に満たない価額による土地取引

について、課税庁が相続税法第７条に基

づき決定処分等をしたことから、納税者

がその取消しを求めた事例 

５-２ 東京高裁 

平 10.５.28(62) 

○国側勝訴 

（確定） 

６ 東京地裁 

平 12.１.21(63) 

○国側勝訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 上場株式 

○ 納税者が株式の保管振替えによって

受けた贈与について、課税庁が相続税法

第７条に基づき決定処分等をしたこと

から、納税者がその取消しを求めた事例 

                                 
(57) 評釈として、品川芳宣「従業員持株制度において代表者が株式を買取った場合の

みなし贈与」税研８巻 46号 29頁（1992）、石倉文雄「取引相場のない株式の評価に

つき純資産価額方式を採用してなされた贈与税決定処分の適法性」ジュリスト 1032

号 118 頁（1993）。 

(58) 税務訴訟資料 209号 285頁（1996）、判例タイムズ 921 号 178頁（1996）。 

(59) 税務訴訟資料 221号 861頁（1998）。 

(60) 税務訴訟資料 223号 1002頁（1998）。 

(61) 税務訴訟資料 229号 898頁（1999）。 

(62) 税務訴訟資料 232号 353頁（1999）。 

(63) 税務訴訟資料 246号 148頁（2003）。 
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事例№ 判決日等 
① 対象条項 

② 対象財産 
事例の概要 

７-１ 東京地裁 

平 12.５.30(64) 

○国側勝訴 

① 相税７条 

② 取引相場

のない株式

等 

○ 納税者がその母である故人から有限

会社の出資持分を譲り受けたことにつ

いて、課税庁が相続税法第７条に基づき

決定処分等をしたことから、納税者がそ

の取消しを求めた事例(65) 

７-２ 東京高裁 

平 13.３.15(66) 

○国側勝訴 

７-３ 最高裁 

平 14.６.28(67) 

○国側勝訴 

８ 東京地裁 

平 13.２.15(68) 

○国側勝訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 取引相場

のない株式

等 

○ 納税者らがした有限会社の出資の譲

渡について、相続税法第７条の低額譲渡

に該当するとともに、相続開始前３年以

内の被相続人からの贈与に該当するた

め同法第 19 条により相続税の課税価格

に加算すべきであるとして、課税庁がこ

れらの規定に基づき行った決定処分等

の取消しを求めた事例 

９-１ 東京地裁 

平 13.11.２(69) 

○国側勝訴 

① 相税７条 

② 取引相場

のない株式

等 

○ 納税者に対する有限会社の出資の譲

渡が相続税法第７条の低額譲渡に該当

するとして、課税庁が贈与税の決定処分

等をしたことに対して、納税者が、本件

は相続税対策スキームとして行った売

買であり、課税されるのであれば行わな

かった要素の錯誤に当たるとして売買

契約の無効を主張し、処分等の取消しを

求めた事例 

９-２ 東京高裁 

平 14.４.30(70) 

○国側勝訴 

（確定） 

10-１ 津地裁 ① 相税９条 ○ 納税者が納税者の家族から受領した

                                 
(64) 税務訴訟資料 247号 966頁（2003）。 

(65) 控訴審に関する評釈として、森冨義明「有限会社に対する出資の時価の評価につ

いて、財産評価基本通達に定める評価方法によらず、法人税額等相当額を控除しな

いでされた贈与税に係る決定処分及び無申告加算税賦課決定処分が適法とされた事

例」判例タイムズ 1096 号 240頁（2002）。 

(66) 税務訴訟資料 250号順号 8857、判例時報 1752 号 19頁（2001）、訟務月報 48巻７

号 1791 頁（2002）。 

(67) 税務訴訟資料 252号順号 9150。 

(68) 税務訴訟資料250号順号8836。判例紹介として、税務事例33巻11号62頁（2001）、

速報税理 20巻 30号 21頁（2001）。 

(69) 税務訴訟資料 251号順号 9018。 

(70) 税務訴訟資料 252号順号 9119。 
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事例№ 判決日等 
① 対象条項 

② 対象財産 
事例の概要 

平 15.12.４(71) 

○国側勝訴 

② 定期預金 金銭が贈与であるとして、課税庁が相続

税法第９条に基づいて贈与税の決定処

分等をしたことに対して、納税者は金銭

授受は贈与ではなく金銭消費貸借によ

るとして処分等の取消を求めた事例(72) 

10-２ 名古屋高裁 

平 16.７.15(73) 

○国側勝訴 

（確定） 

11 さいたま地裁 

平 17.１.12(74) 

▲国側一部敗訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 土地（第三

者間取引） 

○ 納税者が親族関係のない第三者から

本件土地を1,500万円で買い受けたとこ

ろ、本件譲受は相続税法第７条の低額譲

渡に該当するとして、課税庁が贈与税の

決定処分等をしたことから、納税者がそ

の取消しを求めた事例(75) 

12 東京地裁 

平 17.10.12(76) 

●国側敗訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 取引相場

のない株式

等 

○ 納税者が取引先である非上場会社の

株式を同社の会長職にあった者から売

買によって譲り受けたことについて、課

税庁が相続税法第７条に基づき決定処

分等をしたことから、納税者がその取消

しを求めた事例(77) 

                                 
(71) 税務訴訟資料 253号順号 9483。 

(72) 第一審に関する評釈として、岸田貞夫「夫婦間及び親子間の資金移動が贈与に当

たるとされた事例」ＴＫＣ税研情報 13巻４号 29頁（2004）、橋本晃義「夫婦間及び

親子間の資金移動が贈与に当たるとされた事例」ＴＫＣ税研情報 13 巻４号 40 頁

（2004）。 

(73) 税務訴訟資料 254号－192順号 9699。 

(74) 税務訴訟資料 255号－４順号 9885。 

(75) 評釈として、小池正明「第三者間取引に対する低額譲渡課税の問題点」税理 48巻

10号７頁（2005）、田代行孝「第三者取引における低額譲渡」税理 48巻 14号 107 頁

（2005）、林仲宣「低額譲渡とみなし贈与」法律のひろば 60 巻６号 74 頁（2007）、

増田英敏「相続税法７条の『著しく低い価額の対価』該当性判断」ＴＫＣ税研情報

15巻５号 122頁（2006）、九乗哲「相続税法７条の『著しく低い価額の対価』該当性

判断」ＴＫＣ税研情報 15 巻５号 139 頁（2006）、関博之「補佐人税理士からみた税

務訴訟の現実と問題点」税理 48巻７号 18頁（2005）、右山昌一郎「第三者間取引へ

の贈与認定課税に対する税制・執行のあり方」税理 48巻 12号 19頁（2005）。 

(76) 税務訴訟資料 255号－275順号 10156。判例紹介として、税務事例 38巻９号 75頁

（2006）、税務通信 2967 号 61頁（2007）。 

(77) 評釈として、品川芳宣「取引相場のない株式評価における総則６項の適用の限界」

税研 21巻４号 97頁（2006）、品川芳宣「取引相場のない株式の評価と取引事例価額

－総則６項の適用要件」ＴＫＣ税研情報 15巻１号 36頁（2006）、川口浩「取引相場

のない株式の譲渡」税理 49巻 11号 148 頁（2006）、垂井英夫「配当還元価額による

譲渡と『通達によらない評価』の可否－東京地裁平成 17年 10月 12日判決を素材に
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事例№ 判決日等 
① 対象条項 

② 対象財産 
事例の概要 

13-１ 横浜地裁 

平 18.２.22(78) 

○国側勝訴 

① 相税９条 

② 医療法人

の出資 

○ 納税者らが、創業者Ａが設立した医療

法人の増資に伴う出資をしたところ、課

税庁が納税者らが本件法人の出資口数

を取得したことが相続税法第９条所定

の「著しく低い価額の対価で利益を受け

た場合」に該当するとして、贈与税の決

定処分等をしたことから、納税者らがそ

の取消しを求めた事例(79) 

13-２ 東京高裁 

平 20.３.27 

●国側敗訴 

（上告） 

14-１ 大阪地裁 

平 18.11.17(80) 

○国側勝訴 

① 相税７条 

② 土地 

○ 納税者が同人の母Ａが所有していた

本件不動産を買い受けたことについて、

課税庁が相続税法第７条に基づき更正

処分等をしたことから、納税者がその取

消しを求めた事例 

14-２ 大阪高裁 

平 20.３.12 

○国側勝訴 

15 東京地裁 

平 19.１.31(81) 

○国側勝訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 取引相場

のない株式

等 

○ Ａ社の代表取締役である納税者が複

数の株主から株式を買い受けたことに

ついて、課税庁が相続税法第７条に基づ

き決定処分等をしたことから、納税者が

その取消しを求めた事例(82) 

16-１ 静岡地裁 

平 19.３.23(83) 

○国側勝訴 

① 相税９条 

② 国外不動

産（ジョイン

ト・テナンシ

ー） 

○ 納税者が、ジョイント・テナンシーに

よって米国カリフォルニア州の不動産

を配偶者（被相続人）の資金で購入した

ことについて、本件不動産の購入資金の

２分の１については納税者が購入代金

16-２ 東京高裁 

平 19.10.10 

                                                                      
して－」税理 49巻４号９頁（2006）。 

(78) 税務訴訟資料 256号－61順号 10321。判例紹介として、訟務月報 53巻１号別冊 174

頁（2007）。 

(79) 評釈として、水野忠恒「医療法人の公益性と増資にかかる課税」税務大学校論叢

40周年記念論文集 361頁（2008）、品川芳宣「医療法人の跛行増資に対するみなし贈

与課税の適否」ＴＫＣ税研情報 17巻５号 41頁（2008）、橋本守次「医療法人の跛行

増資による出資持分の評価について」税務事例 40巻 11号１頁（2008）、出川洋「出

資持分の評価に対する高裁逆転判決～定款による医療法人の自治は出資持分の評価

のうえで尊重されるべきか」速報税理 27巻 36号 32頁（2008）。 

(80) 税務訴訟資料 256号－315順号 10575。 

(81) 税務訴訟資料257号－13順号10622。判例紹介として、税理50巻12号132頁（2007）。 

(82) 評釈として、品川芳宣「会社代表者が第三者から自社株式を買受けた場合のみな

し贈与課税」ＴＫＣ税研情報 16巻３号 56頁（2007）、品川芳宣「会社代表者が自社

株式を第三者から買い受けた場合のみなし贈与課税」税研 22巻６号 106頁（2007）。 

(83) 税務訴訟資料 257号－56順号 10665。 
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事例№ 判決日等 
① 対象条項 

② 対象財産 
事例の概要 

○国側勝訴(84) 

（確定） 

を負担することなく取得したと認めら

れるとして、課税庁が相続税法第９条に

基づき決定処分等をしたことから、納税

者がその取消しを求めた事例 

17 

 

東京地裁 

平 19.８.23(85) 

●国側敗訴 

（確定） 

① 相税７条 

② 土地（親族

間取引） 

○ 納税者らが親族から土地の持分を購

入したことについて、当該購入代金額は

相続税法第７条の低額譲渡に該当する

として、課税庁が、贈与税の決定処分等

をしたことに対して、納税者らが、当該

代金額は相続税評価額と同額であるか

ら同条は適用されず各処分は違法であ

ると主張して、その取消を求めた事例(86) 

上記の検討事例の一覧が示すとおり、平成元年以降、相続税法第７条及び第

９条の適用を巡って争われた裁判事例は 17件存するところであるが、そのうち、

同法第７条に関するものが 12件、同法第９条に関するものが５件となっている。

また、対象財産について見てみると、株式・出資に関するものが 10件と最も多

い。そして、株式・出資の内訳を見ると、取引相場のない株式等が７件（事例

                                 
(84) 税務訴訟資料 257号－188順号 10797。 

(85) 税務訴訟資料 257号－154順号 10763、判例タイムズ 1264 号 184頁（2008）。判例

紹介として、国税速報 5923 号４頁（2007）、速報税理 27 巻 27 号 30 頁（2008）、税

務弘報 56巻 13号 170頁（2008）。 

(86) 評釈として、渡邉正則「親族間で土地を相続税評価額（地価公示価格の約 80％）

で売買した場合、相続税法第７条の規定する『著しく低い価額』での譲渡に当たら

ないとした事例（東京地裁平成 19年８月 23日判決）」国税速報 5937号９頁（2007）、

垂井英夫「相続税評価額による宅地の売買とみなし贈与課税」税理50巻 15号 65頁

（2007）、志賀櫻「贈与税決定処分取消等請求事件において親族間の路線価による土

地売買が低額譲渡には当たらないとされた事例」税務事例 39巻 12号 30頁（2007）、

小林栢弘「相続税法第７条の『著しく低い価額の対価』をめぐる判決（東京地裁 19・

８・23）の概要とその論点１～３」税務通信 3002 号 36 頁、3006 号 16 頁、3013 号

21頁（2008）、品川芳宣「親族間の相続税評価額による土地売買とみなし贈与課税」

税研 23巻４号 98頁（2008）、品川・前掲注（46）31頁、伊藤義一「みなし贈与にお

ける『著しく低い価額』の判定基準」ＴＫＣ税研情報 17 巻３号１頁（2008）、鈴木

煕「みなし贈与における『著しく低い価額』の判定基準」ＴＫＣ税研情報 17巻３号

22頁（2008）、三宅順子「親族間の譲渡とみなし贈与－『著しく低い価額』の対価と

は」税務弘報 56巻 12号 148 頁（2008）、今本啓介「相続税評価額による親族間の土

地の売買のみなし贈与該当性」ジュリスト 1372 号 196 頁（2009）、正木洋子「相続

税評価額による親族間の土地譲渡とみなし贈与」税研 25巻３号 154頁（2009）。 
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№２、４、７、８、９、12、15）と最も多く、上場株式が２件（事例№３、６）、

医療法人の出資が１件（事例№13）となっている。これらのうち、取引相場の

ない株式等については、第一審において国側が敗訴し、そのまま確定した事例

が１件（事例№12）あるほか、医療法人の出資について争われた事案（事例№

13）については、控訴審において国側が敗訴している状況にある（事例№13－

２）。また、株式等以外の財産としては、定期預金（事例№１、10）や土地（事

例№５、11、14、17）であり、土地については、第一審において国側が敗訴し、

そのまま確定した事例が１件（事例№17）存する状況にある。更に、こうした

国内財産のほか、国外財産である米国カリフォルニア州に所在する不動産をジ

ョイント・テナンシー（合有不動産権）によって取得したことを巡って争われ

た事例（事例№16）も存するところである。 

 次に、財産の移転先については、親族間におけるものが大半であるが、第三

者間における土地取引について争われ、国側が一部敗訴した事例（事例№11）

も存するところである。 

第２節 国側勝訴事例からの検討 

前節において掲げた検討事例のうち、まず、国側が勝訴した事例について検

討すると、概ね以下に示す項目別に分類し、整理することができる。 

１ 相続税法第７条及び第９条の趣旨 

検討事例のうち相続税法第７条及び第９条の趣旨について言及しているも

のは、以下のとおりであるが、いずれも、両規定の趣旨に関する従来からの

考え方がほぼそのまま踏襲されている。 

○ 相続税法第７条及び第９条の趣旨について言及した事例 

区  分 事 例 № 

相続税法第７条 ３、９－１、９－２、11、14－１、14－２、15 
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区  分 事 例 № 

〃  第９条 ４－１、４－２ 

（１）相続税法第７条 

相続税法第７条の趣旨については、例えば事例№３は以下のように示し

ており、相続税の補完税としての贈与税の性格に基因して、課税原因を贈

与という法律行為に限定したことによる課税上の弊害に対処するために設

けられた規定であることが示されている。また、これに併せ、相続税法第

７条の規定の適用に際して当事者に贈与の意思があったかどうかを問わな

いことが示されている。 

「 贈与税は、相続税の補完税として、贈与により無償で取得した財産の

価額を対象として課される税であるが、その課税原因を贈与という法律

行為に限定した場合には、有償で、しかも、時価より著しく低い価額の

対価で財産の移転を図ることによって贈与税の負担を回避しつつ、本来、

相続税の対象となるべき財産を生前に処分することで相続税の負担の軽

減を図ることができることになり、租税負担の公平が著しく害されるこ

ととなる。同法７条（低額譲渡）の規定は、こうした不都合を防止する

目的で、時価より著しく低い価格で売買が行われた場合には、当事者に

贈与の意思があったかどうかを問わず、その対価と時価との差額に相当

する金額の贈与があったものとみなすこととしているものと解される。」

(87) 

 相続税法第７条の趣旨に関するこうした説明は、事例№９、11、14及び

15 においても、ほぼ同様の説明がなされているが、事例№９及び 15 にお

いては、著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合には、これは実

質的な意味での贈与に該当するとの説明が、また、事例№14 においては、

相続税法第７条の規定の適用に際しては当事者に贈与の意思の有無のほか、

租税回避の目的の有無をも問わないとの説明が、それぞれ付加されている

                                 
(87) 税資・前掲注（58）287 頁・300頁、判タ・前掲注（58）182 頁。 
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(88)。 

（２）相続税法第９条 

次に、相続税法第９条の趣旨について、事例№４は、従来からの説明と

ほぼ同様に、以下のような説明がなされている。 

「 相続税法９条（・・・・・）は、法律的には贈与によって取得したも

のとはいえないが、そのような法律関係の形式とは別に、実質的にみて、

贈与を受けたのと同様の経済的利益を享受している事実がある場合に、

租税回避行為を防止するため、税負担の公平の見地から、その取得した

経済的利益を贈与によって取得したものとみなして、贈与税を課税する

こととしたものである。」(89) 

なお、上記のとおり 17件の検討事例のうち相続税法第７条及び第９条の

趣旨に言及した事例は６件と、比較的少なくなっているが、相続税法第９

条については、５件の検討事例のうち１件のみと、相続税法第７条と比べ

て更に少なくなっている。こうした事例においては、相続税法第７条及び

第９条の趣旨に言及することなく、そのまま「・・・・・本件の場合には、

相続税法第７条（第９条）により贈与税が課税される」といったように、

事実認定の中で、相続税法第７条及び第９条の適用の可否についての解釈

を示している。裁判事例におけるこうした取扱いは、相続税法第７条及び

第９条の存在意義が理解され、浸透している一つの現われとも見ることが

できるものと考える。 

２ 相続税法第７条及び第９条の適用の適否 

検討事例における相続税法第７条及び第９条の適用の適否を巡っては、以

下に示すように、贈与意思の有無（錯誤）、租税回避目的の有無及び親族以外

の第三者間の取引との関係といった事項について、それぞれ判断が示されて

                                 
(88) 税資・前掲注（69）２頁・19－20頁、税資・前掲注（74）１頁・22－23 頁、税資・

前掲注（80）２頁・27頁、税資・前掲注（81）１頁・12頁。 

(89) 税資・前掲注（59）861－862 頁・875頁。 
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いる。 

○ 相続税法第７条及び第９条の適用の適否について言及した事例 

区  分 事 例 № 

贈与意思の有無（錯誤）との

関係 

７－１、７－２、11、14－１、 

14－２ 

租税回避目的の有無との関係 ２、９－１、９－２、10－１、 

10－２、11 

親族以外の第三者間の取引と

の関係 

11、15 

（１）贈与意思の有無（錯誤）との関係 

相続税法第７条及び第９条の適用に当たって当事者に贈与の意思があっ

たどうかを問わないことに関しては、上記１のとおり、これらの規定の趣

旨を説明する際においても示されているところであるが、事例№７及び 14

は、こうした考え方が具体的に示されている事例であるといえる。 

 例えば、事例№７においては、第一審において、納税者側は当該出資持

分の譲り受けに際して、贈与税が課税されるとすれば契約は錯誤によって

無効であるとの主張をしている。これに対して裁判所は、「出資持ち分の譲

り受けが、要素の錯誤により無効であるとしても、相続税法７条の規定は、

贈与税が課税されることに関する当事者の認識の有無を問われないことか

ら、民法上は錯誤により無効とされるからといって、直ちに課税されない

と解することはできず、その行為により生じた経済的成果がその行為の無

効であることに基因して現実に除去されたときに、みなし贈与とされる部

分が遡及的に消滅すると解される」との判断を示している(90)。また、控訴

審においても、納税者側は、「本件譲渡価額が税法及び通達上適正な価額で

あり、課税等の経済的負担は生じないと信じて売買契約を締結したもので

あるところ、本件譲受けに関して贈与税が課税されるとすれば、売買契約

は錯誤によって無効であるから、本件各処分は課税の対象を欠く違法なも

                                 
(90) 税資・前掲注（64）967 頁・1052－1053頁。 
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のである」との主張をしていたが、裁判所は「贈与税は、贈与契約等の原

因行為そのものにではなく、その結果として取得した経済的成果に担税力

を認めて課税するものであるから、仮に原因行為が実体的に無効であると

しても、当該経済的成果が原因行為の無効を起因として現実に除去されな

い限り、贈与税の課税物件を欠くことにはならないものと解するのが相当

であるところ、本件譲受けによって納税者が取得した経済的成果は、その

後の関係会社の合併、減資払戻し及び相続の前後を通じて、控訴人に残存

しているというほかなく、また、相続により当該経済的成果を現実に除去

する余地がなくなった」として、納税者側の主張を退けている(91)。 

（２）租税回避目的の有無との関係 

相続税法第７条及び第９条の適用に当たって当事者に租税回避目的があ

ったかどうかを問わないことに関しては、贈与意思の有無の場合と同様に、

上記１のとおり、これらの規定の趣旨を説明する際においても示されてい

るところであるが、事例№２、９及び 10は、こうした考え方が具体的に示

されている事例であるといえる。 

 まず、事例№２においては、納税者側は、相続税法第７条は相続税の租

税回避行為に対する課税を目的としたものであり、そのような意図を持た

ない本件においては適用されないとの主張をしていた。これに対して裁判

所は、「同条（相続税法第７条）は著しく低い対価によって財産の取得が行

われた場合の実質的贈与に着目して、税負担の公平の見地から贈与とみな

す趣旨の規定であり、当事者の具体的な意図、目的を問わずに適用される」

との判断を示しており、納税者側の主張を退けている(92)。 

 また、事例№10においては、控訴審において、第一審での判断に租税回

避目的の観点を付加し、「相続税法１条の２（定義）に定める贈与税の課税

原因となる贈与は、贈与者の贈与の意思表示に対して受贈者がこれを受諾

                                 
(91) 税資・前掲注（66）２頁・14頁、判時・前掲注（66）26－27頁、訟月・前掲注（66）

1809－1810頁。 

(92) 税資・前掲注（56）64頁・81頁、判時・前掲注（56）51頁。 
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することによって成立する契約であるが、一般に妻子等自己と極めて親密

な身分関係にある者の間で財貨の移動があった場合、これが租税回避の手

段としてされることが少なくないから、贈与税の課税に当たっては実質課

税の原則に則り、実質に着目して行なわれるべきであり、親族間で財産的

利益の付与がされた場合には、後にその利益と同等の価値が現実に返還さ

れるか又は将来返還されることが極めて確実である等（若しくは、名義上

の利益付与等）特別の事情が存在しない限り、相続税法１条の２の贈与で

あると認めるのが相当である」との判断を示している(93)。 

（３）親族以外の第三者間の取引との関係 

相続税法第７条及び第９条の規定は親族関係のない第三者に対しては適

用されないとの主張をした事例は№11及び№15 であるが、いずれも従来か

らの考え方を踏襲し、第三者間であっても、これらの規定を適用すべきこ

とが示されている。 

 すなわち、まず事例№11 においては、「相続税法７条は著しく低い対価

によって財産の取得が行われ、その担税力が増加したと認める状況があれ

ばよく、『財産の譲渡を受けた者』が相続予定者等の譲渡人と親族関係にあ

ることを要せず、財産又は対価と時価の差額分を無償で譲り受ける意思や

租税回避目的も要しないものと解すべきである」(94)との判断を示している。 

 また、事例№15 においても、「相続税法７条の趣旨及び規定の仕方に照

らすと、著しく低い価額の対価で財産の譲渡が行われた場合には、それに

よりその対価と時価との差額に担税力が認められるのであるから、税負担

の公平という見地から同条が適用されるというべきであり、・・・・・同条

を適用する際には、・・・・・独立第三者間取引においては同条を適用すべ

きでない旨の納税者の主張は採用できない」(95)との判断が示されている。 

                                 
(93) 税資・前掲注（73）１頁・４頁。 

(94) 税資・前掲注（74）１頁・23頁。 

(95) 税資・前掲注（81）１頁・12-13頁。 
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３ 無償の財産移転（価値の移転）に該当するか否か 

検討事例において、相続税法第９条の適用上、無償の財産移転又は無償の

価値の移転に該当するか否かが争われたものとしては、定期預金、取引相場

のない株式等及び米国カリフォルニア州の合有不動産権（ジョイント・テナ

ンシー）に係る事例が存する。 

○ 無償の財産移転（価値の移転）に該当するか否かについて言及した事例 

区  分 事 例 № 

定期預金 １、10－１、10－２ 

取引相場のない株式等 ４－１、４－２ 

合有不動産権（ジョイント・テナンシー） 16－１、16－２ 

（１）定期預金 

まず、事例№１においては、夫名義の定期預金の満期による払戻金を納

税者名義の定期預金としたことについて、納税者側は「夫の支払うべき生

活費、交際費、医療費等を夫に代わって立て替えて支出してきたところ、

この立替金の返済及び以後の立替金の先払いの趣旨で、夫名義の定期預金

の満期による払戻金を納税者名義にしたものであって、対価を支払わなか

ったのではないから、その利益の享受は贈与ではない」との主張をしてい

る(96)。これに対して、裁判所は、対価の支払の事実があるか否かを実態に

基づいて判断しており、その結果として、相続税法第９条に基づき、納税

者が対価を支払わずして上記金員に相当する利益を贈与により取得したこ

とになるとの判断が示されている(97)。 

 次に、事例№10 においては、控訴審において、「納税者が母親から交付

を受けた定期預金は、母親が亡夫から相続したものであり、納税者と母親

との間で、母親が提供すべき金額の上限等について話し合いがされておら

ず、母親から納税者への資金移動の手続はすべて納税者が行っていること、

                                 
(96) 税資・前掲注（54）188 頁、林ほか・前掲注（55）209 頁。 

(97) 税資・前掲注（54）188－191 頁、林ほか・前掲注（55）209 頁。 
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及び、納税者が、入出金合計１億円を超える資金移動をしていることから

して、母親と納税者の間で、母親が亡夫から相続した定期預金については、

納税者が自由に利用できる旨の合意があったものと解するのが相当であり、

これは、納税者が母親から対価を支払うことなく利益を受けたものと解す

べきであって、相続税法９条により、納税者は同額の贈与を受けたものと

みなされる」との判断が示されており(98)、個々の事実認定の積み重ねに基

づき、相続税法第９条の適用は妥当であるとの判断がなされている。 

（２）取引相場のない株式等 

事例№４においては、「第三者割当増資の割当を受けた納税者らの父親が、

納税者らに対して、父親名義により新株を引き受けさせたことにより、父

親は払込金額とその株式の時価との差額に相当する経済的利益を失い、納

税者らは対価の支払なくして同額の経済的利益を享受したものであるとい

えるから、納税者らは、右利益の価額に相当する金額を贈与により取得し

たとみなされる」との判断が示されている(99)。 

（３）合有不動産権（ジョイント・テナンシー） 

米国等においては、２名以上の者による不動産等の共同所有形態の一つ

として「ジョイント・テナンシー」を認めており、この所有形態による不

動産の所有者をジョイント・テナンツという。ジョイント・テナンシーは、

一般的に合有不動産権と翻訳されているものの、我が国における「合有」

とは概念が一致せず、各ジョイント・テナンツには「持分処分の自由」、「分

割請求権」等が認められている。また、ジョイント・テナンツの一人が死

亡すると、この持分は相続されず、生存している他のジョイント・テナン

ツに移転するという特色がある。こうしたジョイント・テナンシーが有効

に成立するためには、①２名以上の者が同時に所有権を取得すること、②

全員が同一の証書によって所有権を取得すること、③各自の持分が均等で

あること、④全員が財産全体を占有していることの４つの要件が充足され

                                 
(98) 税資・前掲注（73）１頁・５－６頁。 

(99) 税資・前掲注（59）861 頁・875－876 頁。 
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ていなければならず、これらの要件を満たしていない場合には、ジョイン

ト・テナンシーは創設されないこととされている(100)。 

 事例№16は、前節のとおり、我が国の納税者が米国カリフォルニア州に

所在する不動産をジョイント・テナンシーによって、配偶者（被相続人）

の資金で購入したことについて、相続税法第９条の適用の適否が争われた

事例であるが、控訴審においては、第一審での判断と同様に、「本件におい

て納税者は、亡夫と共に、ジョイント・テナンシーを創設して不動産を購

入していることが明らかであるところ、ジョイント・テナンシーにおいて

は、各自の持分が均等であるとされているのであるから、ジョイント・テ

ナンシー又はテナンシー・イン・コモン(101)の共同所有形態により本件不

動産の権利の２分の１を取得したものと認めるのが相当であり、本件不動

産の購入代金はすべて亡夫が負担したのであって納税者は、購入代金を負

担することなく本件不動産を取得したものであるから、少なくとも、相続

税法９条により、本件不動産の持分２分の１の価額に相当する金額、すな

わち、本件不動産の購入代金の２分の１の金員を亡夫から贈与により取得

したものとみなされる」との判断が示されている(102)。 

４ 「著しく低い価額の対価」に該当するか否か 

検討事例において、相続税法第７条及び第９条に規定する「著しく低い価

額の対価」に該当するか否かに当たって、判定するに当たっての基本的な考

え方や、具体的な数値等を示して判定した事例は、次のとおりである。 

○ 「著しく低い価額の対価」に該当するか否かについて言及した事例 

                                 
(100) ここのジョイント・テナンシー制度の概要については、税資・前掲注（83）３頁

を参照した。 

(101) テナンシー・イン・コモン（共有不動産権）とは、米国における不動産等の共同

所有形態の一つであり、２名以上の共有関係であるが、不動産全体の占有を共同に

しているだけでよく、各自の持分はそれぞれ独立しており、各自の持分割合が均等

である必要はない。共有者の一人が死亡した場合には、その者の持分について相続

が開始するものの、生存共有者の権利には何らの影響も及ぼさないとされる。 

(102) 税資・前掲注（84）２頁・５－６頁。 
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区  分 事 例 № 

判定に当たっての基本的な考え

方 

５－１、５－２、６、８、11、 

14－１ 

具体的な数値等を示して判定し

た事例 

２、５－１、５－２、11、14－１、 

15 

（１）判定に当たっての基本的な考え方 

「著しく低い価額の対価」に該当するか否かの判定に当たっての基本的

な考え方については、例えば、事例№５は以下のように示している。 

「 財産の譲渡が相続税法７条の規定にいう『著しく低い価額』による譲

渡に該当するかどうかは、当該財産の譲渡の事情、当該財産の譲渡価額

と相続税評価額との対比、同種の財産の市場価額の動向等を勘案して社

会通念に照らして判断すべきものと解される。」(103) 

 こうした考え方は、従来からの考え方がほぼそのまま踏襲されており、

事例№６、８、11及び 14－１においてもほぼ同様の説明がなされているが

(104)、事例№11 においては、これに併せて、相続税法基本通達７－２《公

開の市場等で著しく低い価額で財産を取得した場合》による取扱いについ

ても言及しており、この取扱いは、「不特定多数の者の競争により当事者の

恣意性を排除して決められた価額が、一般の取引価額よりも著しく低額だ

からといってその差額に対して贈与税を課することは適当でないと思われ

ることから相続税法７条の規定を課税実務上制限したものにすぎない」と

の説明がなされている(105)。 

（２）具体的な数値等を示して判定した事例 

上記（１）における基本的な考え方の下、「著しく低い価額の対価」に該

当するか否かに当たって具体的な数値等を明示した事例は、次のとおりで

ある。 

                                 
(103) 税資・前掲注（61）898 頁・911頁。 

(104) 税資・前掲注（63）151頁・184－185 頁、税資・前掲注（68）２頁・22 頁、税資・

前掲注（74）２頁・33頁、税資・前掲注（80）２頁・27頁。 

(105) 税資・前掲注（74）１頁・23頁。 
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事例№ 内   容 

２ ○ 本件株式の取得は、従業員持株制度による売戻条件の履行として

約定どおりの価額（１株 50 円）で譲り受けたもので、その売買価

額も当事者間の自由意思による正常な取引価額であるから、「著し

く低い価額の対価」による取得には当たらない旨の主張を納税者側

はするが、本件株式には譲渡制限があったことから、経済原理的に

は、価額形成についていえば、株式の評価に当たって優先的に評価

されるべき売買取引には当たらない(106)。 

５ ○ 職業上地価の動向に通じている納税者が、親子間において行った

路線価の２分の１に満たない価額による土地取引は、社会通念に照

らし、相続税法第７条に規定する「著しく低い価額」による譲渡に

該当する(107)。 

11 ○ 甲土地の時価は4,513万円と評価されるところ代金1,500万円で

売買しているものであり、売買経緯を考慮してもなお著しく低い価

額の対価に当たるというべきである(108)。 

14－１ ○ 売買契約時における各土地の時価（相続税法第７条にいう時価）

は、課税庁の鑑定とおりであると認められるところ、売買契約にお

ける各土地の売買代金の合計額は時価の合計額の２分の１にも満

たない上、各売買契約は、母からその法定相続人である子（納税者）

に対して母所有の土地を譲渡するものであり、しかも、その決済方

法は、譲渡人である母の銀行からの借入金を譲受人である納税者が

引き受け、譲渡人に対する仮払金と相殺するなどとされていること

などにかんがみると、各土地の譲受けは、相続税法第７条にいう「著

しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」に該当するものと

いうべきであり、納税者は、各土地の時価と売買代金との差額に相

当する金額について、これを母から贈与により取得したものとし

て、贈与税の納税義務を負うというべきである(109)。 

15 ○ 本件における株式の譲受価額は、財産評価基本通達の規定する純

資産価額の 5.7％ないし 21.8％にすぎないから、本件の株式の譲受

けは、相続税法第７条の「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受

けた場合」に当たる(110)。 

５ 相続税法第７条及び第９条における「時価」の意義 

検討事例において、相続税法第７条及び第９条における「時価」の意義に

                                 
(106) 税資・前掲注（56）65頁・82－83頁、判時・前掲注（56）51－52頁。 

(107) 税資・前掲注（61）898 頁・911－912 頁。 

(108) 税資・前掲注（74）１頁・33頁。 

(109) 税資・前掲注（80）１頁・34－37頁。 

(110) 税資・前掲注（81）１頁・17頁。 
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ついて言及した事例は、次のとおりである。 

○ 相続税法第７条及び第９条における「時価」の意義について言及した事例 

区  分 事 例 № 

相続税法第７条のみについて言及 ２、３、15 

相続税法第 22条とあわせて言及 ６、８、11 

例えば、事例№３においては、相続税法第７条にける「時価」の意義につ

いて、以下のように示している。 

「 相続税法７条（低額譲渡）に規定される時価とは、課税時期において、

それぞれの財産の現況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行わ

れた場合に通常成立する価額をいうものと解するのが相当であるが、相続

対象財産の客観的交換価格は必ずしも一義的に確定されるものではなく、

これを個別に評価すると、評価方法等により異なる評価額が生じたり、課

税庁の事務負担が重くなり、課税事務の迅速な処理が困難となるおそれが

あるため、課税実務上は、財産評価の一般的基準が財産評価通達により定

められ、これに定められた評価方法によって画一的に財産の評価が行われ

ているところである。」(111) 

こうした考え方は、従来からの考え方がほぼそのまま踏襲されており、事

例№２及び 15においてもほぼ同様の説明がなされている(112)。 

 また、例えば事例№６においては、相続税法第７条における時価と同法第

22 条《評価の原則》に規定する時価とは同一概念であるとの前提の下で、同

法第 22条に規定する「時価」の意義とあわせて、以下のような説明がなされ

ている。 

「 相続税法７条及び同法 22条にいう時価とは、当該財産の取得の時におい

て、その財産の現況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われ

る場合に通常成立すると認められる価額、すなわち、当該財産の客観的交

                                 
(111) 税資・前掲注（58）287 頁・300頁、判タ・前掲注（58）182－183頁。 

(112) 税資・前掲注（56）64頁・77頁、判時・前掲注（56）50頁、税資・前掲注（81）

１頁・13頁。 
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換価値をいうものと解される。」(113) 

こうした時価に関する考え方は、相続税法第 22 条に規定する時価の解釈を

単独で捉えた場合においても同様の考え方が示されており、例えば、事例№

９においは、「相続税法 22 条にいう『時価』とは、当該財産の取得の時にお

いて、その財産の現況に応じ不特定多数の当事者間において自由な取引が行

われる場合に通常成立すると認められる価額すなわち、当該財産の客観的交

換価値をいうものと解される」との解釈が示されている(114)。 

６ 財産評価の在り方 

ある財産の移転が「著しく低い価額の対価」に該当するか否かに当たって

は、前述のとおり、その財産の譲渡の事情や市場価額の動向等を勘案して社

会通念に照らして判断すべきことが示されているが、その財産の本来の価額

（時価）がいくらであって、その時価と譲渡価額の差額にどの程度の階差が

生じているのかが重要な判断要素の一つとなることに変わりはない。また、

無償の財産移転（価値の移転）として相続税法第９条の適用がなされる場合

においても、移転した財産（価値）の価額をどのように評価するのかが重要

な要素となる。したがって、前章にて指摘したとおり、相続税法第７条及び

第９条の適用に当たっては財産評価の在り方と密接な関係を有することとな

り、争訟の場面においても、相続税法第７条及び第９条の趣旨や適用の可否

よりも、むしろ、その財産に適用される評価方法の適否を含む財産評価の在

り方の方が主要な争点とされる場合が数多く見られるところである。 

 検討事例において財産評価の在り方に言及したものは以下のとおりであり、

評価基本通達の合理性といった財産評価の総論的なものに言及したものと、

各個別の財産に係る評価の在り方について言及したものとに区分することが

できる。 

○ 財産評価の在り方について言及した事例 

                                 
(113) 税資・前掲注（63）149 頁・180頁。 

(114) 税資・前掲注（69）２頁・16頁。 
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区  分 事 例 № 

総論（評価基本通達の合理性） 
３、６、７－１、７－２、８、 

９－１、９－２、15 

土地（宅地） 11、14－２ 

上場株式 ３、６ 

取引相場のない株式等 
２、７－１、７-２、８、９－１、 

９－２、15 

（１）総論（評価基本通達の合理性） 

検討事例において、相続税・贈与税における財産評価の在り方に関して、

その総論的な部分に言及しているものについて見ると、いずれも、評価基

本通達による画一的な評価を是認する一方、その例外として個別に評価す

ることを認める場合も存することについて言及している。 

 例えば、事例№６においては、「すべての財産の客観的交換価値は必ずし

も一義的に確定されるものではないから、これを個別に評価する方法をと

った場合には、その評価方法等により異なる評価額が生じたり、課税庁の

事務負担が重くなり、課税事務の迅速な処理が困難となるおそれもあるか

ら、課税実務上は、相続税法に特別の定めのあるものを除き、財産評価の

一般的基準が財産評価通達により定められ、原則としてこれに定められた

画一的な評価方式によって当該財産の評価をすることとされている。そし

て、右のようなあらかじめ定められた評価方法により、画一的に評価を行

うことは、税負担の公平、効率的な租税行政の実現という観点からみて合

理的であり、これを形式的に全ての納税者に適用して財産の評価を行うこ

とは、一般的には、租税負担の実質的な公平をも実現し、租税平等主義に

もかなうものである」としており、評価基本通達による画一的な評価の必

要性について言及する一方で、「財産評価通達に定められた評価方法による

べきとする趣旨が租税平等主義にあることからすれば、財産評価通達に定

められた評価方法を適用することによって、かえって実質的な租税負担の

公平を著しく害し、相続税法の趣旨及び財産評価通達の趣旨に反すること
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となるなど右評価方法によることが不当な結果を招来すると認められるよ

うな事情がある場合には、財産評価通達に定める評価方法以外の他の合理

的な方法により評価することが許されると解すべきである」としており、

評価基本通達による画一的な評価の例外として個別に評価することを認め

る場合について言及している(115)。そして、個別に評価することが許され

ることの根拠として、評価基本通達の第６項《この通達の定めにより難い

場合の評価》に求めている事例が存する。例えば、この点について、事例

№７－１は、「このことは、評価通達６において『この通達の定めによって

評価することが著しく不適当と認められる財産の価額は、国税庁長官の指

示を受けて評価する。』と定められていることからも明らかというべきであ

る」と述べており、「財産の価額の評価に当たっては、特別の定めのある場

合を除き、評価基本通達に定める方式によるのが原則であるが、評価基本

通達によらないことが相当と認められるような特別の事情がある場合には、

他の合理的な時価の評価方式によることが許されるものと解するのが相当

である」との解釈を示している(116)。 

 なお、事例№７－２においては、評価基本通達に定められた画一的な評

価方式によって財産の時価評価が認められることの結果として、「それは全

ての納税者に等しく適用されるべきものであって、特定の納税者又は財産

についてのみ財産評価基本通達に定める方式以外の方法によって評価する

ことは、たとえそれが相続税法 22 条に定める時価としての評価に適合する

ものであったとしても、原則として許されず、納税者は、課税庁自身が財

産評価基本通達に違背した時価の認定をしたと主張して、課税処分を争う

ことができるものと解するのが相当であり、他方、財産評価基本通達は、

行政庁内部における一通達に過ぎず、国民に対して拘束力を有する法規と

しての性質を有するものではないから、納税者は、これに拘束されること

なく、その他の方法によって時価を主張し立証して、財産評価基本通達に

                                 
(115) 税資・前掲注（63）149－150 頁・180－181頁。 

(116) 税資・前掲注（64）968 頁・1032頁。 
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定める方法に基づいてされた課税処分を争うこともできるというべきであ

る」との指摘をしているところである(117)。 

（２）土地（宅地） 

事例№11においては、「財産評価基本通達 24－２（土地区画整理事業施

行中の宅地の評価）で仮換地が指定されている場合には仮換地の価額によ

って評価するとしているが、仮換地指定が行われていない土地については、

同通達上特段の定めはないので、従前の土地について適切な鑑定評価を行

うべきである」と判断した上で、「贈与により取得した甲の時価判断につい

て、土地区画整理事業区域内の更地取引の実例が少ないことから、建物付

宅地の取引事例及び基準地の価格から建物付宅地の標準的画地の価格を求

め、そこから甲土地の個別的要因及び甲土地が仮換地指定され建物用敷地

として使用できるまでの間の減価を考慮して甲土地の価格を算定する手法

が最も規範性が高く相当である」との判断が示されている(118)。 

 また、事例№14－２においては、「課税庁が行った鑑定は、対象地の更地

価格を求めるに当たり、比準価格、公示価格、収益価格を参酌したもので、

収益価格を求めるに当たっては土地残余法により、賃貸経費は更地化に際

しての費用も考慮したもので、その額も納税者の母の不動産所得用青色申

告決算書上の１年当たり費目毎平均額と比べて特に過大とも過小ともいえ

ないものであるし、更地価格からの貸家建付地減価率 20％は、評価通達上

の減価率と一致するなど適切なものといえる」との判断を示している。そ

して、「課税庁が行った鑑定は、個々の物件の特性を十分に勘案していない

評価通達が定める方法に準拠したものである上、同鑑定が参酌したとする

収益還元法は、更地価格を算定するための収益還元法であり、現に存在す

る建物を前提として計算されたものではなく、本件建物の撤去費用や賃借

人の立退費用等、更地化に伴う減額要因を何ら考慮していない」との納税

                                 
(117) 税資・前掲注（66）３頁・６頁、判時・前掲注（66）21－22頁、訟月・前掲注（66）

1797－1798頁。 

(118) 税資・前掲注（74）１頁・27－28頁。 
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者側の主張に対して、裁判所は、「同鑑定は単に評価通達に依拠したといえ

るものではないし、その収益還元法の適用は、土地残余法により収益価格

を算出したもので不動産鑑定評価基準に拠ったものとして妥当でないとは

いえず、空室等による損失相当額や建物等の取壊費用積立金を経費として

考慮した上で算出したものであるから、更地化に伴う減額要因を何ら考慮

していないとはいえない」との判断を示しており、納税者側の主張を退け

ている。 

（３）上場株式 

検討事例において上場株式の評価を巡って争われたものは２件存すると

ころであるが、これらの事例は、いずれも、信用取引を活用した評価額の

圧縮スキームに係るものである。 

 例えば、事例№３においては、まず、上場株式の評価について、次のと

おり、原則的な考え方が示されている。 

「 証券取引所における取引価格が毎日公表されている上場株式に関して

は、本来、課税時期における証券取引所の最終価格が当該上場株式の客

観的交換価値、すなわち、それぞれの財産の現況に応じ、不特定多数の

当事者間で自由な取引が行われた場合に通常成立する価額そのものであ

るということができる。しかしながら、財産評価通達に基づいて評価す

ることが予定されている相続、贈与による財産の移転が、主に夫婦間及

び親子間などにおいて行われるような対価を伴わないものであり、特に

相続は、被相続人の死亡という偶発的な要因に基づき発生するものであ

るところ、証券取引所における上場株式の価格は、その時々の市場の需

給関係によって値動きすることから、時には異常な需給関係に基づき価

格が形成されることもあり得るので、こうした一時点における需給関係

に基づく偶発的な価格によって偶発的な要因等によって無償取得した上

場株式が評価される危険性を排除し、評価の安全を確保するため、右財

産評価通達 169は、課税時期における証券取引所の最終価格のみならず、

ある程度の期間の最終価格の月平均額をも考慮して上場株式の評価を行
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うこととしたものであると解することができる。」(119) 

こうした原則的な考え方が示された上で、以下のとおり、信用取引を介

在させた一連の取引を、専ら贈与税を回避するために仕組まれた取引であ

るとして、評価基本通達 169の取扱いを形式的・画一的に適用することに

否定的な判断を示している(120)。 

「 親族である納税者と甲との関係において甲が証券会社を通して上場株

式を市場価格で購入し、他方、納税者が同一銘柄の株式の信用売りを注

文した後に、納税者が市場価格を無視した低価格による売買で甲から取

得した同株式で信用売りの決済を行ったという一連の取引は、市場価格

と相続税評価額との間に相当の開差があることを利用して、専ら贈与税

の負担を回避するために行われたものであるから、納税者と甲との間で

売買された株式価格を財産評価通達 169に基づき評価することは、偶発

的な財産の移転を前提として、株式の市場価格の需給関係による偶発性

を排除し、評価の安全性を図ろうとする同通達の趣旨に反することは明

らかであり、経済的合理性を無視した異常な取引に同通達を形式的画一

的に適用して財産の時価を評価することは、異常な取引を行うことなく

財産の移転を行った者との間でも租税負担の公平を著しく害し、また、

相続税法７条（低額譲渡）の立法趣旨に反する著しく不相当な結果をも

たらすこととなるから、このような場合は、財産評価通達 169 に定める

評価方法を形式的に適用することなく、本来的に上場株式の客観的な市

場価格であることが明らかな証券取引所の公表する課税時期の最終価格

による評価を行うことは合理性がある。」(121) 

こうした、上場株式に係る評価額の圧縮スキームについては、評価基本

通達による画一的な評価方式を適用しないとの判断が示されているところ

であり、上記（１）における財産評価の総論において裁判所が示したとお

                                 
(119) 税資・前掲注（58）288 頁・301頁、判タ・前掲注（58）183 頁。 

(120) もう一方の事例である№６においても、ほぼ同様のスキームを用いている。 

(121) 税資・前掲注（58）285－286 頁・303頁、判タ・前掲注（58）183－184 頁。 
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り、財産評価に関する「原則」と「例外」の具体的な事例の一つと見るこ

とができる。 

（４）取引相場のない株式等 

取引相場のない株式等の評価に関する事例においても、上場株式に関す

る事例と同様に、評価基本通達に定められた取引相場のない株式等の原則

的な各評価方式の正当性について説明しつつ、こうした原則的な取扱いに

対して、専ら相続税・贈与税の負担を回避するために仕組まれた取引に対

しては、評価基本通達の取扱いを形式的・画一的に適用することに否定的

な判断を示している。検討事例において専ら相続税・贈与税の回避を目的

に仕組まれた取引に該当するとされた取引は、いわゆる「Ａ社Ｂ社方式」

といわれるものである。 

 すなわち、純資産価額方式による取引相場のない株式等の評価に当たっ

ては評価差額に対する法人税額等相当額が控除されるが、Ａ社Ｂ社方式は、

当該株式等の評価におけるこうした取扱いに着目して、借入金を出資して

設立した法人（Ａ社）の株式等を著しく低い価額で現物出資して別の法人

（Ｂ社）を設立することなどにより、評価会社（Ｂ社）の株式等の評価に

当たって評価差額を半ば意図的に創出し、法人税等相当額(122)を控除する

ことによって評価額を圧縮する手法である(123)。 

 こうしたＡ者Ｂ社方式を巡っては、例えば、事例№７－２は、「財産評価

基本通達において取引相場のない株式等の評価に当たり法人税額等相当額

を控除すべきものとされた趣旨は、株式等の所有を通じて間接的に資産を

                                 
(122) 法人税等相当額を算定するための割合は、現在（平成 11 年４月１日以降）、42％

である。 

(123) 平成６年の評価基本通達の改正において、評価会社の株式等を純資産価額方式で

評価する場合に、その有する資産の中に現物出資により著しく低い価額で受け入れ

た株式等があるときは、原則として、その株式等に係る評価差額に対する法人税等

相当額は控除しないこととされた。これにより、現在では、Ａ社Ｂ社方式による評

価額の圧縮策は制限されている。 

 なお、「評価差額に対する法人税額相当額の控除」の取扱いについての歴史的経緯

等については、川口幸彦「租税回避への対応を含む財産評価のあり方－裁判事例等

の分析を中心として－」税務大学校論叢 61号 298頁（2009）以下が詳しい。 
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所有している場合と個人事業主が個々の事業用資産を直接所有している場

合との評価上の均衡を図ることにあるところ、この規定を利用して法人税

額等相当額の控除を受けてから専ら相続税、贈与税等の租税回避を目的と

して、現物出資による会社を設立し、個人の財産を一時的に間接的な所有

形態に変更することにより、ことさら評価差額を創出して贈与財産ないし

相続財産の圧縮を図り、課税時期を経過するや、減資を行うなどして再び

直接的な所有形態に戻して従前と同様の財産価額を回復させ、かつ、会社

を解散した場合の清算所得に対する課税も行われないことを計画するよう

な場合において、財産評価基本通達をそのまま形式的、画一的に適用して、

取引相場のない株式等の評価に当たり法人税額等相当額を控除して課税標

準を算出することは、およそ法人税額等相当額を控除すべきものとされた

趣旨に反するばかりか、他の納税者との間での実質的な租税負担の公平を

著しく害することが明らかであり、このような場合における当該株式等の

評価については、財産評価基本通達の定めによって評価することが著しく

不適当と認められる特別の事情がある（財産評価基本通達６）ものとして、

他の合理的な評価方式によって評価すべきこととするのが相当である」と

の解釈を示すとともに、「本件出資の時価の評価については、財産評価基本

通達の定めによって評価することが著しく不適当と認められる特別の事情

があるものというべきであり、財産評価基本通達を形式的画一的に適用す

ることなく、他の合理的な評価方式によって評価すべきこととするのが相

当である」との判断を示している(124)。 

 こうした、取引相場のない株式等に係る評価額の圧縮スキームについて

も、上場株式の場合と同様に、評価基本通達による画一的な財産評価を適

用しないとの判断が示されているところであり、このスキームについても、

上記（１）における財産評価の総論において裁判所が示したとおり、財産

評価に関する「原則」と「例外」の具体的な事例の一つと見ることができ

                                 
(124) 税資・前掲注（66）１項・３頁・11－12頁、判時・前掲注（66）24－25 頁、訟月・

前掲注（66）1805－1806 頁。 
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る。 

７ 負担付贈与及び低額譲渡の取扱い 

国側勝訴事例において負担付贈与通達の趣旨や在り方に言及したものは存

しないが、個人間の対価を伴う取引による上場株式の移転について相続税法

第７条の適用が争われた事例№３において、「財産評価通達 169（上場株式の

評価）が、平成２年８月３日付直評 12、直資２－203 による改正により、負

担付贈与又は個人間の対価を伴う取引により取得した上場株式の価額は、課

税時期の最終価格によって評価することとしたのは、こうした負担又は対価

を伴う経済的取引行為については、一般の相続や贈与のような偶発的な無償

取得であること等に配慮した評価上のしんしゃくの必要性がないことを明確

にし、取得の動機いかんにかかわらず、本来的な時価の評価方法である課税

時期の最終価格によることとしたものと解される」との解釈が示されている

ところである(125)。 

８ 租税法律主義等に反するか否か 

検討事例においても、他の租税判例と同様に、租税法律主義等に反するか

否かが争点の一つとされたものが存するところであるが、いずれの事例も財

産評価にかかわるものである。 

○ 租税法律主義等について言及した事例 

区  分 事 例 № 

租税法律主義に反するか否か ２、３、７－２ 

租税公平主義に反するか否か 
２、３、７－１、７－２、 

９－１、９－２ 

財産権の不可侵等に反するか否か ３ 

禁反言の法理等に反するか否か ３ 

                                 
(125) 税資・前掲注（58）288－289 頁・303－304頁、判タ・前掲注（58）184 頁。 
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（１）租税法律主義 

租税法律主義に反するか否かを巡っては、例えば、事例№７－２におい

ては、「納税者が採用した節税対策を否認する法律上の明文規定が存在しな

いのに、これを採用しなかった他の納税者に比較して課税額が低額になる

からといって課税処分をすることは、租税法定主義に違反する」との納税

者側の主張に対して、裁判所は、「本件は、納税者らの行った一連の行為を

租税回避として税法上無視して課税しようとするものではなく、これら一

連の行為が有効であることを前提として、本件出資の時価を評価している

にすぎない」との判断を示しており、納税者側の主張を退けている(126)。 

 このように本事例においては、租税法律主義に反するとの納税者側の主

張の根拠は節税対策を封ずる明文規定が存しないことに求めているが、上

記の裁判所の判断にもあるとおり、本事例は本件出資の客観的かつ適正な

時価自体が問題となっているものであったため、納税者側の主張は「失当

であるように思われる」との指摘がなされている(127)。 

（２）租税公平主義 

租税公平主義（平等原則）に反するか否かを巡っては、前述のとおり、

財産評価の在り方の総論においても争点とされていたところであるが、他

の事例としては、例えば事例№２は、「同一会社の株式について、同族株主

か否かにより異なる評価方法をとることは法の前の平等に反する」との納

税者側の主張に対して、裁判所は、「財産評価基本通達が、いわゆる純資産

価額方式において、同族株主であるか否かにより異なる評価方法をとるこ

ととしていることは、経済的実益に応じて税負担を求めるものであり、公

平の原則に反するものではない」との判断を示しており、納税者側の主張

を退けている(128)。こうした判断について、品川芳宣教授も、本事例の評

釈において「取引相場のない株式については、当該株主の評価会社に対す

                                 
(126) 税資・前掲注（66）１頁・13頁、判時・前掲注（66）26頁、訟月・前掲注（66）

1808 頁。 

(127) 森冨・前掲注（65）241 頁。 

(128) 税資・前掲注（56）64頁・80頁、判時・前掲注（56）51頁。 



300 

る支配力の差によって異なった評価方法が採られたとしても、それは、不

当であるというのではなく、むしろ実質的には平等な評価を意図したもの

で合理的であると解すべきであろう」(129)との見解を示しておられるとこ

ろである。 

（３）財産権の不可侵等 

事例№３においては、「本件売買契約に係る株式の評価についてのみ、財

産評価基本通達を適用しないことは、租税法律主義、財産権の不可侵等に

反する」との納税者側の主張に対して、裁判所は「右通達が行政上の先例

として法律と同一の効力を有するものとも認められないし、右通達自体も

これによらない例外を認めていることから、租税法律主義又は憲法 29 条

（財産権）に違反するものではない」との判断を示しており、納税者側の

主張を退けている(130)。 

（４）禁反言の法理等 

事例№３においては、「本件売買契約に係る株式の評価についてのみ、財

産評価基本通達を適用しないことは、禁反言の法理等に反する」との納税

者側の主張に対して、裁判所は「禁反言の法理ないし信義則等の法の一般

原理の適用は慎重に行わなければならないところ、納税者の主張は、要す

るに、実質的な租税負担の公平に反するような方法で租税負担の軽減ない

し回避を享受し得る利益をいうにすぎず、そのような利益が法的に保護さ

れるに値するものとはいえない」との判断を示しており、納税者側の主張

を退けている(131)。 

第３節 国側敗訴事例からの検討 

次に、第１節において掲げた検討事例のうち国側が敗訴した事例は３件存す

                                 
(129) 品川・前掲注（57）32頁。 

(130) 税資・前掲注（58）286 頁・304頁、判タ・前掲注（58）184 頁。 

(131) 税資・前掲注（58）286 頁・304－305 頁、判タ・前掲注（58）184頁。 
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るところであるが、本節では、これら３件の事例について、その概要を改めて

明示した上で、判示事項のうち前節において検討した国側勝訴事例との相違点

等を中心に、考察することとする。 

１ 東京地裁平成 17年 10月 12 日判決（事例№12） 

本事例は、評価通達上の取引相場のない株式を個人間で売買した場合にお

いて、その売買価額が相続税法上の時価と比較して著しく低いとして同法第

７条に基づくみなし課税に係る決定処分等が行われたため、その処分等の適

否が争われたものである。 

（１）事例の概要 

① 納税者（外国人）は、平成７年２月 16 日に、甲社の取締役会長乙から、

甲社の株式 63 万株（発行済株式の 6.6％、以下「本件株式」という。）

を 6,300 万円（１株当たり 100 円）で購入する旨の売買契約を締結した

（以下「本件売買」という。）。 

 また、納税者は、同年３月 31 日に、Ａ銀行Ｂ支店（海外）から納税者

の主宰法人名義で 6,600 万円を借り入れ、同日、Ａ銀行Ｃ支店（国内）

の乙名義の預金口座に譲渡代金を送金し、本件株式の名義変更を行った。 

 なお、本件株式は、評価通達に定める配当還元方式で評価すると１株

当たり 75円となる。 

② 課税庁は、以下の事情が認められることを理由に、本件株式の評価は

評価基本通達が定める配当還元方式により難い事情があると認定した。 

イ 納税者がＤ国における甲社総代理店の経営者として譲渡人一族と

親密な関係にあること 

ロ 株式取得資金の借入金を乙が債務保証をしていること 

ハ 当該借入金の元本を納税者が返済していないこと 

ニ 金融機関との売買実例からみて本件株式を著しく低い価格で譲渡

する経済的合理性がないこと 

ホ 本件売買は、乙の相続・事業承継対策として行われたものであるこ



302 

と 等 

そして、その上で、本件株式の時価は、乙とＥ銀行等外４社との売買

価額５件の平均値から算定した１株当たり 785 円が相当であるから、納

税者が本件株式を１株当たり 100 円で譲り受けた行為は、相続税法第７

条に規定する「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合」に該

当するとして、贈与税の決定処分等を行った。 

③ 納税者は、本件株式の評価において、評価通達の定めによって評価す

ることが著しく不適当と認められる特別な事情はないとして、所定の不

服申立てを経て提訴した。 

（２）検討 

相続税法第７条における時価は、特別の事情が存しない限り、合理性が

認められる評価基本通達上の評価額によらざるを得ないところ、本事例に

おいてはそのような特別の事情が認められないとして、評価基本通達第６

項を適用した本件決定処分等を取り消している。以下、主な争点とされた

事項を中心に検討していくこととする。 

① 相続税法第７条における「時価」の意義・財産評価の在り方 

裁判所の判断に当たって、まず、相続税法第７条における「時価」と

は、同法第 22 条に規定する「時価」と同じく、その財産の取得時にお

ける客観的交換価値のこというものと解されること、また、税負担の公

平を著しく害する等の特別の事情のない限り、評価基本通達による画一

的な評価額と同額か、又はこれを上回る対価をもって行われた財産の譲

渡は、相続税法第７条にいう「著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受

けた場合」に該当しないものというべきであることとの解釈が示されて

いる(132)。相続税法第７条における「時価」の意義や財産評価の在り方

に関するこれらの解釈は、国側勝訴事例において示した解釈（前節５及

び６（１））とほぼ同趣旨の内容となっており、これらに関する従前か

                                 
(132) 税資・前掲注（76）１－２項・14頁。 
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らの解釈が維持されているといえる。 

 また、評価基本通達に定める取引相場のない株式等の評価方法である

類似業種比準方式及び配当還元方式の在り方についても、その正当性や

合理性が示されているところである(133)。 

 したがって、本事例における主たる争点は、専ら、評価通達の定めに

従って配当還元方式によって評価された本件株式の価額について、税負

担の公平を著しく害する等の特別の事情が存するか否か、すなわち、評

価基本通達第６項に規定する「著しく不適当」な場合に該当するか否か

ということとなる。 

② 評価基本通達第６項に規定する「著しく不適当」な場合に該当するか

否か 

課税庁は、評価基本通達第６項を適用すべき理由について、上記（１）

②に掲げる特別の事情があるとしたが、本判決では、以下のとおり、評

価基本通達が定める配当還元方式の適用を否定できる特別の事情には

該当しないとの判断を示している(134)。 

区分 課税庁側の主張 裁判所の判断 

イ ○ 甲社の株式売買取引によ

り納税者が取得した地位は、

甲社の事業経営に相当の影

響力を与えるものであり、配

当還元方式が本来適用を予

定している少数株主（同族株

主以外の株主）の地位と同視

できない。 

● 納税者の甲社における株

式の保有割合や、甲社におい

ては株式の譲渡につき取締

役会の承認を要することと

されていることに照らせば、

納税者は、譲渡人及びその親

族らのような同族株主とは

異なり、会社に対する直接の

支配力を有さず、当面、配当

を受領すること以外に直接

の経済的利益を享受するこ

とのない少数株主であり、そ

の取得及び保有する株式の

評価につき、財産評価基本通

達の定める配当還元方式が

                                 
(133) 税資・前掲注（76）２項・14－15頁。 

(134) 税資・前掲注（76）１項・15－19頁。 
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区分 課税庁側の主張 裁判所の判断 

本来的に適用されるべき株

主に該当する。 

ロ ○ 甲社の株式売買取引は、実

質的には贈与に等しく、贈与

税の負担を免れるため財産

評価基本通達による評価額

を上回ればよいとの基準で

価格を定めたものにすぎず、

このような場合にまで財産

評価基本通達を形式的に適

用すると租税負担の実質的

な公平を害する。 

● 売買価格が配当還元方式

によって決定されたとして

も、それが財産評価基本通達

における原則的な評価方法

である以上、不合理な価格決

定の方法ということはでき

ないし、また、当該売買取引

が譲渡人側の相続・事業承継

対策の一環として行われた

ということが、同売買取引が

実質的に贈与に等しいとか、

贈与税の負担を免れる意図

が存したということに直ち

につながるものではない。 

ハ ○ 売買実例における甲社の

株式の売買価格は客観的時

価を適切に反映しており、配

当還元方式による評価額は

これより著しく低額である

から、このこと自体が財産評

価基本通達に定める評価方

式によらない特別の事情に

当たる。 

● 仮に他の取引事例が存在

することを理由に、財産評価

基本通達の定めとは異なる

評価をすることが許される

場合があり得るとしても、そ

れは、当該取引事例が、取引

相場による取引に匹敵する

程度の客観性を備えたもの

である場合等例外的な場合

に限られるところ、売買実例

における甲社の株式の売買

価額が客観性を備えたもの

であるとはいえない。 

本事例について、品川芳宣教授は、「本判決は、総則６項を適用した課税

処分を初めて違法と認めて取り消したもので、注目すべき判決である。ま

た、総則６項を適用した課税処分について従前の裁判例が全て適法と認め

たこともあって、課税庁側の安易な総則６項の適用があるのではないかと

いう納税者側の懸念（予測可能性・法的安定性への懸念）もやや払拭した

ものとも考えられる」と本事例の意義について述べる一方、以下のように、

本判決によって評価基本通達第６項の適用問題が全て解決されたわけでは

ないと述べておられる。 
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「 本判決は、本件売買実例における売買価額が客観性を備えたものでな

いことを理由に本件における特別の事情の存在を否定しているのである

が、そのことは、当該売買価額が客観性を備えることになると、本件決

定処分が適法であることになる。すなわち、少数株主が所有する取引相

場のない株式についても、配当還元価額以外の評価額（例えば、本件の

ような類似業種比準価額）によって評価し得ることにもなる。もっとも、

その客観性についても、現行の評価通達の規定を前提とする限り、・・・・・

限定的に解さざるを得ないものと考えられる。 

 次に、Ｔ会社（甲社）のような将来公開会社となると期待されるよう

な会社の株式については、現行の評価通達の定めがいささか硬直的であ

るとも考えられる。このような株式については、その将来性等からみて

現在のような配当還元方式によって評価することが絶対に正しいとも言

い難いわけであるから、いわゆる負担付贈与通達（平成元年３月 29日付

直評５）、所得税基本通達 23～35 共－９又は法人税基本通達９－１－13

のように、実際の取引価額を重視した評価方法を採用する方がベターで

あるとも考えられる。」(135) 

２ 東京地裁平成 19年８月 23 日判決（事例№17） 

本事例は、親族間で、評価基本通達の定めに基づき算定した土地を売買し

たことが相続税法第７条に規定する「著しく低い価額の対価」に該当すると

して同条に基づくみなし課税に係る決定処分等が行われたため、その処分等

の適否が争われたものである。 

（１）事例の概要(136) 

① Ｘ１とＸ２は母と子である。Ｘ１の夫でＸ２の父である甲は、平成 13

年８月 23 日に乙から東京都大田区所在の宅地（１㎡当たり 51 万 2,000

円）を４億 4,200 万円で購入した。また、Ｘ１が代表者であり、Ｘ２と

                                 
(135) 品川・前掲注（77）ＴＫＣ税研情報 48－49頁。 

(136) 本事例の概要については、川口・前掲注（123）342－343 頁を参照した。 
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丙（甲とＸ１の子）が全額出資しているＡ社は、同日、乙から本件土地

の上の建物２棟を合計 7,800 万円で購入した。その後、甲は、本件土地

を同族会社Ａに賃貸し、本件土地の相続税評価額の６％相当額（１㎡当

たりおおむね２万円）の賃料を受け取り、権利金は収受しなかった。 

② 甲は、平成 14年８月９日と 15年８月 14日にＸ２と丙に対して、本件

土地の持分（14年：８万 5,775 分の 4,000、15年：８万 5,775 分の 4,400）

を贈与するとともに、平成 15年 12月 25 日、本件土地の持分 8万 5,775

分の３万2,200をＸ１に対し、代金8,902万円余（１㎡当たり27万 6,480

円）で売却するとともに、本件土地の持分８万 5,775 分の 13,300 をⅩ２

に対し、代金 3,677 万円余（１㎡当たり 27万 6,480 円）で売却した。な

お、本件売買代金の算定根拠は、平成 15年分路線価（１㎡当たり 36 万

円）×奥行価格補正率（0.96）×（１－借地権割合（0.2））となってい

る。 

③ 甲は、平成15年分の所得税につき、本件各土地の売買により１億1,611

万円余の譲渡損が生じたとして、これを他の所得と損益通算して確定申

告した。Ｘ２は、本件土地の持分の贈与について平成 15年分贈与税の申

告をしたが、Ｘ１及びＸ２は本件土地の売買については贈与税の申告を

しなかった。 

④ Ｙ（税務署長）は、Ｘ１らの上記購入代金はいずれも相続税法第７条

に規定する「著しく低い価額の対価」に該当するとして、Ｘ１に対して

は平成 15年分贈与税の決定処分等を、Ｘ２に対しては同年分贈与税の更

正処分等をした。Ｘ１らは、所定の不服申立てを経て提訴した。 

（２）検討 

① 相続税法第７条の趣旨及び適用範囲 

裁判所の判断に当たって、まず、相続税法第７条の趣旨について、相

続税の補完税としての性格を有する贈与税の課税原因を贈与という法

律行為に限定することによって生じる課税上の不都合を防止すること

を目的として設けられた規定であるとの解釈がなされている。また、相
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続税法第７条の適用範囲について、「租税負担の回避を目的とした財産

の譲渡に同条が適用されるのは当然であるが、租税負担の公平の実現と

いう同条の趣旨からすると、租税負担回避の意図・目的があったか否か

を問わず、また、当事者に実質的な贈与の意思があったか否かをも問わ

ずに、同条の適用があるというべきである」との解釈がなされている(137)。

これらの解釈は、いずれも、国側勝訴事例において示した解釈（前節１

及び２（１）（２））とほぼ同趣旨の内容となっており、これらに関する

従前からの解釈が維持されているといえる。 

② 相続税法第７条における「時価」の意義 

本事例において、相続税法第７条における「時価」の意義について、

「相続税法 22 条（評価の原則）にいう時価を相続税評価額と同視しな

ければならないとする必要はないから、そこにいう時価は、常に客観的

交換価値のことを意味すると解すべきである」とし、続けて、「同法７

条にいう時価と同法 22 条にいう時価を別異に解する理由はないから、

同法７条にいう時価も、やはり常に客観的交換価値のことを意味すると

解すべきである」との解釈がなされている(138)。この解釈もまた、国側

勝訴事例において示した解釈（前節５）とほぼ同趣旨の内容となってお

り、ここでも、従前からの解釈がほぼ維持されているといえる。 

③ 「著しく低い価額の対価」の意義 

本事例において、まず、相続税法第７条に規定する「著しく低い価額

の対価」に該当するか否かの判定に当たっては、「個々の財産の譲渡ご

とに、当該財産の種類、性質、その取引価額の決まり方、その取引の実

情等を勘案して、社会通念に従い、時価と当該譲渡の対価との開差が著

しいか否かによって行うべきである」との解釈がなされている(139)。こ

れは、「著しく低い価額の対価」に該当するか否かの判定に当たっての

                                 
(137) 税資・前掲注（85）２項・６－７頁、判タ・前掲注（85）187 項。 

(138) 税資・前掲注（85）２項・７－９頁、判タ・前掲注（85）187－188項。 

(139) 税資・前掲注（85）２項・９頁、判タ・前掲注（85）188 項。 
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基本的な考え方について、国側勝訴事例において示された解釈（前節４

（１））とほぼ同趣旨の内容となっており、ここでも、従前からの解釈

がほぼ維持されているといえる。 

 その一方で、そうした判定の前提とされる「著しく低い価額の対価」

そのものの考え方については、以下のような解釈を展開している。 

「 相続税法７条は、時価より『著しく低い価額』の対価で財産の譲渡

が行われた場合に課税することとしており、その反対解釈として、時

価より単に『低い価額』の対価での譲渡の場合には課税しないもので

ある。これは、・・・・・、そもそも、同条が、相続税の補完税として

の贈与税の課税原因を贈与という法律行為に限定することによって、

本来負担すべき相続税の多くの部分の負担を免れることにもなりかね

ない不都合を防止することを目的として設けられた規定であることに

加え、一般に財産の時価を正確に把握することは必ずしも容易ではな

く、しかも、同条の適用対象になる事例の多くを占める個人間の取引

においては、常に経済合理性に従った対価の取決めが行われるとは限

らないことを考慮し、租税負担の公平の見地からみて見逃すことので

きない程度にまで時価との乖離が著しい低額による譲渡の場合に限っ

て課税をすることにしたものであると解される。そうすると、同条に

いう『著しく低い価額』の対価とは、その対価に経済合理性のないこ

とが明らかな場合をいうものと解され（る。）」(140) 

上記の解釈では、相続税法第７条に規定する「著しく低い価額の対価」

の意義を、その対価に経済合理性が欠如していることに求めているが、

そうした結論に至る過程の中で、時価より「単に低い価額」という概念

の存在を認め、その価額と時価との差額部分の経済的利益の取得を許容

している一方、同条に対する反対解釈の結果、その経済的利益について

は贈与税等の課税対象からは除外していることとなる。 

                                 
(140) 税資・前掲注（85）９頁、判タ・前掲注（85）188項。 
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④ 「著しく低い価額の対価」に該当するか否か 

本事例においては、上記に示すとおり、相続税法第７条に規定する「著

しく低い価額の対価」に該当するか否かを判定する場合の基準となる同

条に規定する「時価」は、相続税評価額ではなく、あくまでも客観的交

換価値であると判示し、また、その判定に当たっても、取引に内在する

諸事情を総合的に勘案し、社会通念に従って個別に判定すると判示して

おり、これらに関する従前からの解釈を維持している。しかし、実際の

判定の場面においては、「相続税評価額と同水準の価額かそれ以上の価

額を対価として土地の譲渡が行われた場合は、原則として『著しく低い

価額』の対価による譲渡ということはできず、例外として、何らかの事

情により当該相続税評価額が時価の 80％よりも低くなっており、それが

明らかであると認められる場合に限って、『著しく低い価額』の対価に

よる譲渡になり得ると解すべきである。もっとも、その例外の場合でも、

さらに、当該対価と時価との開差が著しいか否かを個別に検討する必要

があることはいうまでもない」との判断を示しているが、以下に示すと

おり、結局のところ、時価の 80％程度の取引であることなどを根拠とし

て、「著しく低い価額の対価」に該当するとはいえないとの判断を示し

ている(141)。 

区分 課税庁側の主張 裁判所の判断 

イ ○ 相続税評価額が地価公

示価格と同水準の価格の

約 80％であることからす

ると、地価が安定して推移

している場合や上昇して

いる場合には、この開差に

着目し、実質的には贈与税

の負担を免れつつ贈与を

行った場合と同様の経済

的利益の移転を行うこと

が可能になるのであり、こ

● 仮に時価の 80％の対価で土

地を譲渡するとすれば、これに

よって移転できる経済的利益

は当該土地の時価の 20％にと

どまるのであり（換価すること

まで考えれば、実際の経済的利

益はそれよりさらに低くなる

であろう。）、「贈与税の負担を

免れつつ贈与を行った場合と

同様の経済的利益の移転を行

うことが可能になる」とまでい

                                 
(141) 税資・前掲注（85）１－２項・９－11頁、判タ・前掲注（85）189項。 
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区分 課税庁側の主張 裁判所の判断 

のことが租税負担の公平

の見地から相当でないこ

とは明らかである。 

えるのかはなはだ疑問である

上、そもそも課税庁の主張は、

相続税法第７条自身が「著しく

低い価額」に至らない程度の

「低い価額」の対価での譲渡は

許容していることを考慮しな

いものである。 

ロ ○ 「著しく低い価額」の対

価に当たるか否かは、単に

時価との比較（比率）のみ

によって決するものでは

なく、「実質的に贈与を受

けたと認められる金額」の

有無によって判断すべき

である。 

● 相続税法第７条は、当事者に

実質的に贈与の意思があった

か否かを問わずに適用される

ものであることは既に述べた

とおりであり、実質的に贈与を

受けたか否かという基準が妥

当なものとは解されず、また、

この基準によるとすれば、時価

よりも低い価額の対価で譲渡

が行われた場合、客観的にみて

譲受人は譲渡人から一定の経

済的利益を無償で譲り受けた

と評価することができるので

あるから、そのすべての場合に

おいて実質的に贈与を受けた

ということにもなりかねず、単

なる「低い価額」を除外し「著

しく低い価額」のみを対象とし

ている同条の趣旨に反するこ

とになる。 

ハ ○ 第三者との間では決し

て成立し得ないような対

価で売買が行われ、当事者

の一方が他方の負担の下

に多額の経済的利益を享

受したか否かによって判

断すべきである。 

● 第三者との間では決して成

立し得ないような対価で売買

が行われたか否かという基準

は趣旨が明確でなく、仮に「第

三者」という表現によって、親

族間やこれに準じた親しい関

係にある者相互間の譲渡とそ

れ以外の間柄にある者相互間

の譲渡とを区別し、親族間やこ

れに準じた親しい関係にある

者相互間の譲渡においては、た

とえ「著しく低い価額」の対価

でなくても課税する趣旨であ



311 

区分 課税庁側の主張 裁判所の判断 

るとすれば、相続税法第７条の

文理に反するというほかなく、

また、時価の 80％程度の水準

の対価であれば、上記の意味で

の「第三者」との間で売買が決

して成立し得ないような対価

であるとまでは断言できない。 

ニ ○ 財産の譲受の状況の一

要因である「個々の取引の

意図、目的その合理性」が、

相続税法第７条の「著しく

低い価額」に当たるか否か

を判断する際の一事情と

して考慮されるべきもの

である。 

● 取引の意図、目的、合理性と

いった事情を考慮するとなる

と、結局、当事者に租税負担回

避の意図・目的があったか否か

といった点が重要な考慮要素

になると思われるが、同条は当

事者に租税負担回避の意図・目

的があったか否かを問わずに

適用されるものであり、同主張

は同条の趣旨に反することに

なる。 

⑤ 負担付贈与通達の取扱い 

本事例においては、本件各売買には負担付贈与通達が適用される結果、

相続税法第７条が適用されることとなるとの課税庁側の主張を受け、負

担付贈与通達の内容について検討している。 

 まず、負担付贈与通達１の取扱いについては、「負担付贈与通達１に

いう『通常の取引価額』とは、時価すなわち客観的交換価値のことを意

味するものと解される。原告らは、土地について相続税評価額によらず

に『通常の取引価額』を基準として評価すること自体許されないとし、

したがって同通達は違法であると主張する。この点については、・・・・・

相続税法７条にいう時価は客観的交換価値のことを意味するのである

から、原告らの主張は採用することができない」と判示し、相続税法第

７条の観点から見る限り、負担付贈与通達１の取扱いは正当であるとの

判断を示している(142)。 

                                 
(142) 税資・前掲注（85）３項・17頁、判タ・前掲注（85）193 項。 
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 一方、負担付贈与通達２の取扱いについては、同通達２にいう「『実

質的に贈与を受けたと認められる金額があるかどうか』という判定基準

は、同条（相税７条）の趣旨にそったものとはいい難いし、基準として

も不明確であるといわざるを得ないほか、『著しく低い』という語から

かけ離れた解釈を許すものとなっており、その意味で妥当なものという

ことはできない」と判示し、その正当性に疑問を投じた上で、「しかし、

同通達２は、結局のところ、個々の事案に応じた判定を求めているので

あるから、上記のような問題があるからといってそれだけで直ちにこれ

を違法あるいは不当であるとまではいえないというべきである」と判示

している(143)。しかし、本事例への適用の可否については、「もっとも、

個々の事案に対してこの基準をそのまま硬直的に適用するならば、結果

として違法な課税処分をもたらすことは十分考えられるのであり、本件

はまさにそのような事例であると位置付けることができる」と判示し、

本事例における負担付贈与通達２の適用を否定している(144)。 

３ 東京高裁平成 20年３月 27 日判決（原審：東京地裁平成 18年２月 22日判

決）（事例№13） 

本事例は、医療法人の跛行増資について、増資に伴う経済的利益（出資持

分の含み益）が認められるとして相続税法第９条に基づくみなし課税に係る

決定処分等が行われたため、その処分等の適否が争われたものである。 

（１）事例の概要(145) 

① Ｘ１が理事長を務める医療法人甲（以下「本件法人」という。）は持分

の定めのある社団医療法人であるが、その持分は創業者Ａが 98口、Ａの

長女（Ｘ２）の夫であるＸ１が 12口を保有しており、全出資口数は 110

口であった。 

                                 
(143) 税資・前掲注（85）３項・17頁、判タ・前掲注（85）193 項。 

(144) 税資・前掲注（85）３項・17頁、判タ・前掲注（85）193 項。 

(145) 本事例の概要については、川口・前掲注（123）330－332 頁を参照した。 
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② 本件法人は、平成９年５月 24日、定時社員総会において本件法人の財

産を基本財産と運用財産とに分けること等を内容とする定款変更を可決

し、県知事より定款変更の認可を受けた。 

 また、平成 10年５月 30日の定時社員総会において、(イ)本件法人の

出資口数を 110口から 90口増資して 200 口とすること（以下「本件増資」

という。）、(ロ)本件増資の引受者及び引受口数をそれぞれＸ１が 23口､

Ｘ２が 23 口､長女Ｘ３が 22口及び長男Ｘ４が 22 口（以下、本件増資に

係る納税者の出資を「本件出資」という。）とすることが承認され、Ｘ１

らはそれに応じて本件出資１口当たり 50,000 円を払い込んだ(146)。 

③ 課税庁は、本件増資により、増資を引き受けなかったＸ１の義父であ

る訴外Ａから増資を引き受けたＸ１ないしＸ４への経済的利益(147)の移

転があったと認定し、この経済的利益の移転は相続税法第９条に規定す

る利益の享受に当たり、同条の規定によりＸ１らは経済的利益の価額に

相当する金額を訴外Ａから贈与により取得したものとみなされるとして、

平成 10年分贈与税の決定処分等を行った。Ｘ１らは、これらの処分に不

服があるとして、所定の不服申立てを経て提訴したが、原審がこれを棄

却する旨の判決をしたため、Ｘ１らはこれを不服として控訴した。 

                                 
(146) 本件法人の増資前後の出資の状況は次表のとおりである。 

出 資 者 増資前口数 増資後口数 増加口数 

Ｘ１ 12 口 35 口 23 口 

Ｘ２ ０〃 23〃 23〃 

Ｘ３ ０〃 22〃 22〃 

Ｘ４ ０〃 22〃 22〃 

訴外Ａ 98〃 98〃 ０〃 

計 110 口 200 口 90 口 
 
(147) 本件増資の結果、本件法人の出資１口当たりの評価通達による評価額は、本件増

資前の 6,856,700 円から 3,793,685 円となり、Ｘ１ないしＸ４が受けた経済的利益

の価額の計算は以下のとおりとされた（算式：増資後の出資の価額－増資前の出資

の価額－増資時の払込額）。 

 ・Ｘ１：3,793,685 円×35口－6,856,700 円×12口－50,000円×23口＝49,348,575円 

 ・Ｘ２：3,793,685 円×23口－6,856,700 円×０口－50,000円×23口＝86,104,755円 

 ・Ｘ３：3,793,685 円×22口－6,856,700 円×０口－50,000円×22口＝82,361,070円 

 ・Ｘ４：Ｘ３と同じ。 
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（２）原審での判断 

本事例の原審における主な争点としては以下の①から③までのとおりで

あり、そのいずれにおいても、国側の主張が受け入れられている。 

① 非営利性や公益性という本件法人の特質が認められる場合には、本件

出資について相続税法第９条の適用は排除されるか否か 

相続税法第７条及び第９条の適用の適否を巡っては、前節の国側勝訴

事例においては、贈与意思の有無（錯誤）、租税回避目的の有無との関

係及び親族以外の第三者間の取引との関係といった、いわば当事者に帰

属する事由を根拠として争われたもののみであったが、本事例において

は、対象財産そのものの有する性格を根拠として争われたものである。 

 すなわち、本事例において納税者側は、医療法人に公益性が認められ

ることを理由に相続税法第９条を適用することはできない旨主張して

いた。これに対して裁判所は、「相続税法その他の法令において医療法

人の出資者が増資により取得した経済的利益を非課税とする旨の規定

はなく、医療法人については、剰余金の配当が禁止されている（医療法

54 条）等の特殊性は指摘できるものの、法人に対する課税といった面か

らみても法人税法上は普通法人とされているのであり、増資による経済

的利益の移転という局面をみれば、営利法人の場合と特段異なった事情

があるともいい難く、医療法人の増資による経済的利益の移転を非課税

とすべき理由はない」との判断を示しており、納税者側の主張を退けて

いる(148)。 

② 本件出資は、相続税法第９条に規定する「著しく低い価額の対価」で

利益を受けた場合に該当するか否か 

イ 財産評価の在り方 

本事例においては、「本件出資に伴って経済的利益の移転があったと

認め得るか否か、また、それが相続税法９条に規定する『著しく低い

                                 
(148) 税資・前掲注（78）１頁・15-16頁。 
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価額の対価で利益を受けた場合』に該当するかどうかを判断するため

には、その前提として、本件増資前後における本件法人の出資持分を

評価することが必要となる」として、本件出資の評価の在り方につい

て検討している。 

 すなわち、本件の医療法人の出資持分の価額の評価については、ま

ず、「医療法人を退社した社員はその出資額に応じて退社時の運用財産

の払戻しを請求することができる旨及び医療法人の解散時の基本財産

は国若しくは地方公共団体に帰属し、運用財産がある場合には同様に

配分する旨が定款に定められているとしても、総会の承認を受ければ

出資持分の譲渡は可能であり、その金額についての制限はなく、また、

社員が死亡した場合には、その出資持分は相続されるとされているの

であるから、医療法人の出資持分が一定の交換価値を有することは明

らかであり、医療法人に運用財産のほかに基本財産が存在する以上は、

運用財産のみを基にして出資持分の評価をすべき理由はない」との判

断が示されている(149)。 

 そうした判断の下、財産評価の在り方として、評価基本通達の合理

性について前節の国側勝訴事例において示された解釈と同様の解釈を

示した上で、評価基本通達 194－２《医療法人の出資の評価》では持

分の定めのある社団医療法人の出資の評価は、取引相場のない株式の

評価に準じて評価することとされていることについて、「評価通達 194

－２は、医療法人については剰余金の配当が禁止されている等、株式

会社と異なる面はあるものの、医療法人の行う医療事業の内容や経営

形態に関し、特に一般の個人開業医と異なったものを要求されている

わけではなく、一般の私企業とその性格を異にするものではないと認

められることから、一般の中小企業の株式の評価方法との権衡を考慮

して定められたものと説明されており、この点に特段不合理な点は見

                                 
(149) 税資・前掲注（78）１頁・16頁。 
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受けられない。そして、医療法人については、事業により利益を上げ、

資産を有するという点においては、特に一般の営利企業と異なるもの

ではないし、医療法人に原告らが主張するような特質があるとしても、

その点が、出資持分の評価において特段の配慮を要し、営利企業の株

式と同様には評価できないとするまでのこととは認められない」との

判断が示されている(150)。 

ロ 「著しく低い価額の対価」に該当するか否か 

本事例においても、上記イにおいて示した判断の下、国側勝訴事例

の場合と同様に、「著しく低い価額の対価」に該当するか否かの判断に

当たって、具体的な数値等を明示している。 

 すなわち、本事例においては、増資後における医療法人の出資持分

の評価額は１株当たり 379 万 3,685 円であるところ、納税者は、これ

を 75分の１以下の価額である５万円の対価で取得したのであるから、

相続税法第９条に規定する「著しく低い価額の対価」で利益を受けた

場合に該当するとの判断が示されている(151)。 

③ 本件出資による所得があるとすれば、所得税法上の一時所得として課

税されるべきか否か 

前節の国側勝訴事例からの検討において示したとおり、相続税法第９

条の適用上、無償の財産移転又は無償の価値の移転に該当するか否かが

争われた事例としては、定期預金や非上場株式などに係るものがあった

ところであるが、本事例においては、そうした同法第９条を適用の適否

に波及して、所得税法上の一時所得に該当するか否かについて争われて

いる。 

 すなわち、本事例において納税者側は、医療法人の増資による経済的

利益の移転に対しては贈与税ではなく所得税（一時所得）が課税される

べきであるとの主張をしていたが、裁判所は、「本件医療法人は株式会

                                 
(150) 税資・前掲注（78）２頁・18頁。 

(151) 税資・前掲注（78）１頁・18頁。 



317 

社であれば同族会社に該当するから、医療法人の増資による経済的利益

の移転に対しては相続税法９条の適用があり贈与税が課税される」との

判断を示しており、納税者側の主張を退けている(152)。 

（３）控訴審での判断 

一方、控訴審においては、専ら、本件医療法人の出資の評価方法の在り

方のみを争点としている。 

① 時価の意義 

裁判所は、まず、相続税法第 22 条における時価の意義について、最高

裁平成 15年６月 26 日判決(153)を引用し、「同条にいう時価とは、課税時

期において正常な条件の下に成立する当該財産の取引価格、すなわち、

客観的な交換価値をいうものと解するのが相当である。・・・・・同条

にいう時価の意義は上記のとおりに解すべきであるから、財産評価基本

通達の定める評価の基準によって財産の評価がされ、これに基づいて課

税処分がされた場合であっても、上記の評価がされるについて採られた

前提が客観的な事実と異なるなどの理由により、上記の評価による価格

が客観的な交換価値を上回るときには、当該課税処分は違法となると解

するのが相当である」との従前からの解釈を明示している。 

② 財産評価の在り方（医療法人の出資） 

こうした相続税法第 22条における時価の意義を明示した上で、本件医

療法人の出資の評価については、以下のイからハまでに示す事由にかん

がみると、「本件出資当時の本件法人の出資１口当たりの客観的な交換

価値を算定するに当たっては、取引相場のない株式を評価するについて

採られている類似業種比準方式が算定要素とするもののうち配当金額

及び年利益金額を考慮する合理性は見いだし難く、基本財産と運用財産

とを区分しない同業者を標本として類似業種比準方式によりその交換

                                 
(152) 税資・前掲注（78）１頁・19頁。 

(153) 判例タイムズ 1127 号 276頁（2003）、判例時報 1830 号 29頁（2003）、最高裁判所

民事判例集 57 巻６号 723 頁、最高裁判所裁判集〔民事〕210 号 167 頁、裁判所時報

1342 号１頁、判例地方自治 246号 65頁。 
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価値を算定することもその前提を欠くものと言うべきであり、基本財産

と運用財産とを区分せずに純資産価額方式によってその交換価値を算

定することもその前提を欠くものというべきであって、運用財産の評価

額から負債合計額を控除した額、実際の出資金額等を考慮して本件出資

当時の本件法人の出資１口当たりの評価額を算定すべきである」との判

断を示している。 

イ「 本件法人の社員は、退社した場合に本件法人の運用財産について

その出資額に応じて払戻しを請求することができると共に、本件法

人が解散した場合に残余財産中の運用財産についてその出資額に応

じて分配を受けることができることとしているのであるから、本件

出資当時の本件法人の出資１口当たりの客観的な交換価値を算定す

るために本件法人の所有財産の価値を考慮するに当たっては、運用

財産の評価額から負債合計額を控除した額を基準とするのが相当で

あり、基本財産と運用財産とを区分しない純資産価額を基準とする

のは相当とはいい難いこと」 

ロ「 本件法人と同様に、その所有財産等を基本財産と運用財産とを明

確に区分し、財産目録その他の計算書類、会計帳簿上明確に区分し

て管理している社団たる医療法人で出資持分の定めのあるもの等、

本件法人の出資持分を評価する上で参考とすることができる医療法

人その他の法人の適切な実例は、本件全証拠によっても見いだし難

いこと」 

ハ「 医療法第 54 条が医療法人は剰余金の配当をしてはならないと規

定していること」 

そして、課税庁が上記の評価に基づいてした本件各処分は、相続税法

第９条所定の要件を欠くものであり、違法であるというべきであるとの

判断を示している。 

（４）検討 

上記のとおり、原審では種々の争点について検討していたのに対して、
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控訴審では、専ら、本件の医療法人の出資の評価の在り方についてのみ検

討し、その結果、課税庁が上記の評価に基づいてした本件の決定処分等は、

相続税法第９条所定の要件を欠くもので違法であるとの判断をしている。

この点について、水野忠恒教授が「しかしながら、同上東京高裁判決は、

定款を重視するあまり、評価の問題から基本財産とされる金額を除外した

ため、本件の事案が、増資による有利発行による持分利益の移転があるこ

と、つまり、相続税法９条のみなし贈与の問題があることをまったく無視

してしまっている。敷衍するならば、増資により、相続税法９条の規定す

るみなし贈与の問題の可能性があるにもかかわらず、変更した新定款のみ

を根拠にして、みなし贈与の問題を論ずることをしなかったのは大きな誤

りであるといわなければならない」(154)と述べておられるとおり、原審に

おける争点が抜け落ちてしまっている感が否めないと考える。 

第４節 小括 

以上、相続税法第７条及び第９条の適用を巡る近年（平成元年以降）の裁判

事例について、国側が勝訴した事例及び敗訴した事例の別に、課税庁及び納税

者双方の主張並びにこれらの主張に対する裁判所の判断についての検討・分析

を試みた。 

まず、国側勝訴事例については、第２節にて考察したとおり、相続税法第７

条及び第９条の適用に際して、贈与意思の有無や租税回避目的の有無を問わな

いこと、「著しく低い価額の対価」であるか否かの判定に当たっては社会通念に

照らして個別に判断することや、これらの規定における「時価」の意義などに

関する解釈が示されているが、いずれも、これらの規定に関する従前からの解

釈がほぼ維持されているといえる。また、これらの規定と財産評価との関係に

おいては、評価基本通達における財産評価の有する評価基準制度としての性格

                                 
(154) 水野・前掲注（79）374－375 頁。 
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から、評価基本通達による取扱いを画一的・形式的に適用すると、かえって実

質的な租税負担の公平を著しく害する場合が存するとの判断がなされており、

これについても、従前からの解釈や取扱いがほぼ維持されているといえる。 

一方、国側敗訴事例については、事実認定の部分で敗訴したものの相続税法

第７条及び第９条の適用に関する従前の解釈に変更を来すものではないものが

ある一方、「著しく低い価額の対価」に関する解釈や財産評価との関係の在り方

など、今後、これらの規定に関する従前の解釈や取扱いに変更を来す可能性の

含む判断がなされたものも存するところである。 
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第４章 相続税法第７条及び第９条の適用範囲

を巡る論点と方向性 

 相続税法第７条及び第９条の適用範囲の在り方を主題とする本稿においては、

まず、相続税法における「みなし規定」の類型や必要性について整理し、相続

税法第７条及び第９条を含む相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「み

なし課税」制度の構造等の考察やこれらの規定の適用を巡る近年の裁判事例の

検討・分析を行ってきたが、本章においては、こうした前章までの考察を通じ

て明らかとされる現行の相続税法第７条及び第９条の適用範囲を巡る主な論点

について、その検証をするとともに、解決に当たっての今後の方向性や対応策

について考察することとする。 

第１節 論点の検証 

現行の相続税法第７条及び第９条の適用範囲について、前章までの考察を通

じて明らかとされる主な指摘や問題点としては、次のようなものがある。 

１ 現行の相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度の

構造に基因する批判 

相続税法第７条及び第９条を含む現行の相続税・贈与税の課税対象の発生

形態に係る「みなし課税」制度の構造については、第２章において、生命保

険金や信託に関する権利など、これらの規定以外の種々のみなし課税制度に

ついて、背後にある法制度や社会・経済状況の変化等に対応して各々課税す

べき対象を特定し、その課税対象の性質に応じて課税すべきタイミングを定

めていること、こうした他のみなし課税制度の対象範囲の変更が反射的に相

続税法第９条の対象範囲に影響を与えることを指摘した。 

本来、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係るみなし課税制度による

対応は、第１章における考察を踏まえれば、課税すべき対象が生み出される
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ごとに、個別に対応すべきと考えるところ、そうした個々のみなし課税の規

定を包含し、あらゆる無償・低額による受益を課税対象とする相続税法第９

条の規定は、従来から、規定としてあまりにも漠然としており租税法律主義

（課税要件法定主義、課税要件明確主義）に反するとの批判がなされている。 

例えば、北野弘久編『コンメンタール相続税法』では、相続税法第９条の

規定について、以下のような批判がなされている。 

「 本条は、いわゆる『その他の利益の享受』といった概念からして、無償

もしくは著しく低い価額の対価で受ける利益については全部に
．．．

贈与税もし

くは相続税の課税対象にするという、租税回避行為を防止するために規定
．．．．．．．．．．．．．．．．

された税法上の概括条項のすぐれて顕著な事例の一つである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

といえる。 

ところで、税法関係を全面的に支配する基本原理が租税法律主義の原則

（憲法 30 条、84 条）であることについては多言を要しないものと思われ

るが、一般に、この原則は、二つの観点から、すなわちその一は課税要件
．．．．

等法定主義
．．．．．

の観点から、その二は税務行政の法律適合性
．．．．．．．．．．

の観点から展開す

ることが可能である。このような前提にたって、ここで具体的にこの原則

から析出できる法理論的諸要請のうち本条と関連して特に強調しておかね

ばならない点を述べておくならば、“租税法律主義は税法の解釈適用のレベ

ルにおいてその恣意性を排除する”といった要請をクローズ・アップさせ

ておく必要がある。このことから、税法領域においては、当然に、不確定

概念、概括条項等の導入は禁止される（・・・・・）。したがって、本条の

ような、いわゆる租税回避行為（Steuerumgehung,tax avoidance）を防止

するために設定された税法上の概括条項（Generalklausel）としての意義

を有する『その他の利益の享受』というような規定は、租税法律主義の要

請に反するものといわねばならない。」(155) 

第１章にて考察したとおり、みなし規定は、本来、Ａということとは元来

性質の異なるＢということを、ある特定の法律関係においては同一に見ると

                                 
(155) 北野弘久編『コンメンタール相続税法』〔石村耕治〕78－79頁（勁草書房、1974）。 
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いうことであるが、相続税法第９条の場合、他のみなし規定との関係でバス

ケット・クローズとしての機能を有しているがため、こうした機能に基因し

て、相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る他のみなし課税制度の規定

とは異なり、その対象とする法律関係は自ずと広範なものとなる。租税法律

主義に反するとの上記の批判も、こうした相続税・贈与税の課税対象の発生

形態に係る他のみなし課税制度を含む全体の構造に基因するものであるとい

える。一方、所得税や法人税においては、本来は所得の帰属に関する実質課

税の原則を謳った所得税法第 12 条及び法人税法第 11 条の規定が、所得の帰

属から拡張して租税法全体に適用される大原則であると考えられ、その拡張

傾向を批判する論調が存することは、第１章にて考察したとおりであるが、

所得税法第 12条や法人税法第 11 条のような実質課税の原則を謳った規定が

存在しない相続税法においては、この相続税法第９条の規定が、所得税法第

12 条や法人税法第 11 条と同様の機能を果たしている面もあるものと考える

ことができる。そして、こうした批判を受け、租税回避に対しては、実質課

税の原則の適用はきわめて限られた範囲において適用されるべきで、その適

用から外れるものに対しては、「みなし規定」（立法化）によって課税関係を

明確にすべきであるとの指摘が存することも第１章にて考察したとおりであ

るが、こうした批判や指摘に従うこととなると、相続税法第９条そのものに

限って言えば、こうした包括的な規定が存在すること自体が、課税の明確化

は図られてはいないということとなり、バスケット･クローズとしての機能を

有する包括的なみなし規定の立法化は許されないということになる。 

しかし、第２章において考察したとおり、相続税法第９条以外の個々のみ

なし課税制度の対象範囲の変更が反射的に同法第９条の対象範囲に影響する

ことから、こうしたみなし課税制度全体の構造を維持している限り、例えば、

昭和 37 年の民法改正において特別縁故者に対する相続財産の分与制度が創

設されたことに対応して昭和 39 年の税制改正において同制度に係るみなし

課税制度が新設されたことや、平成 18年における信託法の全文改正に対応し

て平成 19 年の税制改正において信託に関する権利に係るみなし課税制度が
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見直されたことに見られるように、他のみなし課税制度をその時々の社会・

経済状況の変化等に対応して不断の見直しを講じていくこと、場合によって

は新たなみなし課税制度を講じていくことを通じて、同法第９条の適用範囲

は自ずと限定され、洗練されていくこととなる。したがって、こうした取組

みが上記の批判を緩和することに繋がるものと考える。 

なお、現行の相続税法においては、課税対象の発生形態とその帰属主体の

属性との対応関係にズレが存在するという、他の税目には見られない、こう

したみなし課税制度が必要とされる構造的ともいえる要因がそもそも存在し

ていることを再認識する必要があることを、ここで併せて指摘しておきたい。 

２ 贈与意思・租税回避目的の有無と相続税法第７条及び第９条の適用の可否 

相続税法第７条及び第９条の適用に際しては、当事者に贈与の意思や租税

回避目的の有無を問わないこととされていることは第２章において述べたと

おりであり、これらの規定の文言の文理解釈上からも明らかであるといえる

が、生前贈与による相続税回避を防止するという相続税の補完税としての贈

与税の性格を根拠に、当事者に贈与の意思や租税回避目的が存しない場合に

は、これらの規定は適用されないとの主張がなされることがある。前章にお

ける国側勝訴事例の検討においても、当事者に贈与の意思や租税回避目的が

存しない場合には相続税法第７条及び第９条を適用することはできないとの

主張をしたものが比較的多く存在（事例№２、７、９、10、11、14）してい

たが、いずれの事例においても、裁判所はこれらの規定の適用を認めており、

従前からの考え方が維持されていることを明示したところである。 

一方、国側敗訴事例である東京地裁平成 19年８月 23日判決（事例№17）

においても、前章にて考察したとおり、相続税法第７条の趣旨及び適用範囲

に関する解釈において、従前からの解釈を踏襲し、「租税回避の意図・目的が

あったか否かを問わず、また、当事者に実質的な贈与の意思があったか否か

をも問わずに、同条の適用があるというべきである」との解釈が示されてい

る。ところが、対象財産の譲渡が相続税法第７条に規定する「著しく低い価
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額の対価」に該当するか否かを判断するに際しては、「個々の取引の意図、目

的その合理性」を一事情として考慮すべきとの課税庁側の主張に対して、裁

判所は、「同条は当事者に租税負担回避の意図・目的があったか否かを問わず

に適用されるものであり、同主張は同条の趣旨に反することになる」との判

断を示しており、課税庁側の主張を退けている。 

こうした判断は、贈与の意思や租税回避目的といった納税者側の主観的意

図についての判断の必要性を否定し、相続税法第７条の要件事実として不要

であるとの判断を示したものであるといえる。いわば、贈与の意思や租税回

避目的の有無を問わないという、相続税法第７条の適用に関していわば積極

的に捉えることができる解釈が、課税庁側にとって逆手に取られた形になっ

てしまっているといえる。しかし、この点に関して、伊藤義一教授が「要件

事実として不要であるということと、これがあることを判断の際の一事情と

して考慮するということは矛盾しない」(156)と指摘しておられるように、贈

与の意思や租税回避目的の存在を相続税法第７条の適用の際の判断の補強材

料の一つとすることは、なんら差し支えないものと考えることができる。 

３ 第三者間との取引における相続税法７条及び第９条の適用の可否 

相続税法第７条及び第９条の適用をすべき者は、贈与者や遺贈者と親族関

係にあるといった、これらの者との特殊関係を有する者のみならず、特殊関

係を有さない第三者においても適用され得ることは、これらの規定の文言の

文理解釈上からは明らかであるといえるが、上記２の場合と同様に、生前贈

与による相続税回避を防止するという相続税の補完税としての贈与税の性格

を根拠に、推定相続人に該当しない第三者との取引においてはこれらの規定

は適用されないとの主張がなされることがある。前章における検討事例のう

ち、親族以外の第三者との取引において相続税法第７条は適用されないとの

主張を納税者側がしたものは２件（事例№11、15）あったが、前章において

                                 
(156) 伊藤・前掲注（86）18頁。 
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明示したとおり、いずれの事例においても、裁判所は、第三者間との取引に

おける相続税法第７条の適用を認めている。そして、事例№11（さいたま地

裁平成 17 年１月 12 日判決）に引き続き事例№15（東京地裁平成 19 年１月

31 日判決）が出された状況を、品川芳宣教授は、「いわゆる第三者間取引で

あっても、当該取引における対価と当該財産の時価に著しい乖離が存する場

合には、相続税法７条の適用があり得ることが、裁判所の考え方として固ま

ったとも言える。もっとも、このような考え方は、これらの判決によって固

まったというよりも、従前の裁判例においても、相続税法７条の適用は、『当

該財産の譲受けの事情、当該譲受けの対価、当該譲受けに係る財産の市場価

額、当該財産の相続税評価額などを勘案して社会通念に従い判断すべきであ

る』旨、解されていたわけであるから、それが具体的に示されたものとも考

えられる」(157)と述べておられるところである。 

このように、裁判例では、第三者間との取引であっても相続税法第７条及

び第９条の規定の適用を認めているが、こうした第三者間との取引において

も親族間との取引と区別することなく、相続税法第７条及び第９条を適用す

ることに対しては、従来から批判的な意見が見受けられるところであり、例

えば、小池政明氏は、事例№11 に関連して、「純然たる贈与つまり無償の財

産移転の場合はともかく、対価を伴う売買取引で、かつ、それが第三者間取

引の場合には、たとえ『時価』を下回る取引価額であるとしても、そこに贈

与税課税が生ずるというのは少なからず違和感がある」(158)といった考えを

示しておられるところである。 

確かに、第三者との取引価額が正常なものとして認められる限りにおいて

は、課税実務においても、例えば、所得税における「固定資産の交換の場合

の譲渡所得の特例」（所税 58条）の取扱いについて定めた所得税基本通達 58

－12《交換資産の時価》において、「交換当事者間において合意されたその資

                                 
(157) 品川・前掲注（82（税研））108－109 頁。 

(158) 小池正明「第三者間取引に対する低額譲渡課税の問題点」税理 48 巻 10 号 11 頁

（2005）。 
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産の価額が交換をするに至った事情等に照らし合理的に算定されていると認

められるものであるときは、その合意された価額が通常の取引価額と異なる

ときであっても、法第 58条の規定の適用上、これらの資産の価額は当該当事

者間において合意されたところによるものとする」(159)と取り扱われている

ことからしても、通常は是認されているいるものと考えられ、こうした考え

方は相続税・贈与税においても当てはまるものと考えられる。しかし逆に、

こうした考え方に基づけば、第三者間との取引であっても、取引価額の算定

が種々の事情等を勘案して合理的に算定されたものと認められない場合には、

相続税法第７条及び第９条の適用があり得るものと考えることもできよう。 

なお、国側敗訴事例である東京地裁平成 19年８月 23日判決（事例№17）

においては、前章において考察したとおり、「『第三者』という表現によって、

親族間やこれに準じた親しい関係にある者相互間の譲渡とそれ以外の間柄に

ある者相互間の譲渡とを区別し、親族間やこれに準じた親しい関係にある者

相互間の譲渡については、たとえ『著しく低い価額』の対価でなくても課税

する趣旨であるとすれば、相続税法７条の文理に反する」との判断がなされ

ている。こうした判断からも、相続税法第７条及び第９条の適用に当たって

は、小林柏弘氏が指摘しておられるように、「その取引の当事者が親族関係等

の特殊関係を有する者相互間のものであったかどうかにはかかわりなく、専

らその取引による対価の取り決めが経済合理性に適ったところに基づいて決

定されたものであったか否かが、その判断要素の一つとなる」(160)との考え

を導くことができよう。 

また、相続税の補完税としての贈与税の性格に着目すれば、推定相続人に

対してであろうと、第三者に対してであろうと、被相続人が生前に贈与をす

れば、それだけ、将来において相続税として課税されるべき相続財産は減少

することとなるから、そこに贈与税を課税する根拠を見出すことができる一

                                 
(159) 法人税における「交換により取得した資産の圧縮額の損金算入」（法税 50 条）に

ついても、所得税と同様の取扱いがなされている（法基通 10－６－５の２）。 

(160) 小林・前掲注（86（税務通信 3013 号））27頁。 
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方、贈与税のこうした性格を厳密に踏まえていくと、第三者に対する生前贈

与であっても、贈与時点においてその第三者が相続予定者に該当するのか否

かによって生前贈与による相続税回避への対応の在り方が異なることとなる

のか、例えば、贈与時点において第三者が相続予定者に該当する場合には生

前贈与による相続税回避への対応が必要となるが、相続予定者に該当しない

場合にはそうした対応策は不要と考えるのか、といったことが論点として生

ずることとなる。 

４ 相続税法第７条及び第９条の適用が争われた財産 

訴訟等において相続税法第７条及び第９条の適用が争われた財産としては、

従来から、親族間における不動産や取引相場のない株式等などが中心であっ

た。こうした傾向は、前章において検討の対象とした平成元年以降の裁判事

例においても見られるところであり、今後も基本的には変わらないものと考

えられるが、近年においては、前章にて述べたとおり、これらの財産に加え

て、国外財産をジョイント・テナンシー（合有不動産権）によって取得した

場合に係る事例が出現してきている状況にある。 

こうした状況から垣間見られるように、今後、経済社会の多様化・国際化

の更なる進展等に対応して、相続税法第７条及び第９条の適用される機会は

増加するとともに、これらの規定の適用を巡って争われる事例も、多様化し

ていくことが見込まれるところである。 

また、前章における検討事例の中には、医療法人の出資のように、医療法

人の非営利性や公益性という対象財産そのものの有する性格を根拠に相続税

法第９条の適用の適否が争われた事例（横浜地裁平成 18 年２月 22日判決（事

例№13－１））も存するところであるが、前章における考察のとおり、相続税

法第９条の適用のあることが明らかにされている。 

なお、こうした取扱いを支えている根拠としては、相続税法第７条及び第

９条の適用に際して当事者に贈与の意思や租税回避目的の有無を問わないと

の解釈が採られている根拠と同様に、「贈与による財産の取得は、取得者の担
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税力を増加させるから、それ自体として課税の対象とされるべきである」と

いう、贈与税の本来的な課税根拠に関する説明に求めることができるものと

考えるほか、第２章において考察した相続税法第７条及び第９条の改正経緯

からも説明することが可能と考える。 

すなわち、第２章において相続税法第７条及び第９条などの沿革について

考察したとおり、相続税の課税方式が遺産取得課税方式に転換されたことに

基因して創設された相続税・贈与税の課税対象の帰属主体の属性に係るみな

し課税制度等（相税 64 条～66 条）よりも、相続税等の課税対象の発生形態

に係るみなし課税制度の方が、当時の遺産課税方式の下で早く創設されてい

るが、こうした各制度の創設年次の違いから判断して、相続税法第９条に相

当する規定が創設された当時は、その後に創設された相続税法第 64条から第

66 条までの対象範囲をもカバーしていたと考えることができるのではない

か。そして、その後に創設された相続税法第 64条から第 66条までの規定は、

同法第９条の規定から派生したものであり、同族会社や人格のない社団等を

利用した税負担回避に対処するために、相続税法第９条に相当する規定の適

用場面をより明確化させるために設けられたものと捉えることができるので

はないか。このように、改正経緯から相続税法第９条の性格を捉えれば、対

象財産の有する性格の如何にかかわらず、相続税法第９条の適用対象財産と

されることとなる。 

５ 「著しく低い価額の対価」という要件 

（１）従前の解釈・取扱い 

相続税法第７条及び第９条に共通する課税要件である「著しく低い価額

の対価」という要件に該当するか否かに当たっては、第２章において考察

したとおり、かつては、所得税法上の低額移転に係るみなし譲渡課税（所

税 59条１項２号）における「著しく低い価額の対価」に該当するか否かの

判定基準（いわゆる２分の１基準（所税令 169条））と同様の基準により判

定していたが、昭和 34 年の相続税法基本通達の改正において、この２分の
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１基準は削除され、現在にまで至っている。 

 そもそも所得税法第 59 条や相続税法第７条及び第９条の規定といった、

財産の低額譲渡に係る課税関係のうち個人が主体となる場合についてのみ

「著しく」という要件が付加されている趣旨としては、特に個人の場合に

は対象財産の「時価」が必ずしも画一的に把握できるわけではないことを

考慮したものとの説明がなされているものが存するが(161)、相続税・贈与

税についてのみ２分の１基準が廃止された趣旨について、昭和 34年の通達

改正に関する当時の解説は以下のように述べている。 

「 法第７条関係で第一に気がつかれることは、『著しく低い価額の時価』

の意義が削除されたことである。従来は、譲受財産に対する対価がその

財産の時価の２分の１に満たない場合に著しく低い対価として取り扱う

ことになっていた。この取扱の根拠は、一応所得税法施行令第２条（現：

所税令 169 条）の規定に求めたものであった。しかし、改めて考察する

に、贈与税関係についてはその課税目的上必ずしも所得税法関係の取扱

と軌を一にすべき理由は見当らない。常識的に考えても例えば取引相場

で100円となっている株式を55円で他人から譲り受けた場合にこれが時

価の２分の１以上であるからといって、45円の差額が贈与でない主張す

ることは当らない。『みなす贈与』は結局、贈与契約に基かなくとも贈与

と同じ効果をもたらすとみなすに足る場合が課税対象となるわけである

から、画一的な『低額』の取扱基準を設けることはむしろ不自然であり、

より困難であるが場合場合によって判定することが合理的であるとした

のが削除理由である。これによって、今後は、２分の１未満である場合

は勿論２分の１以上の対価であっても著しく低い対価になりうるものと

考えるのが至当である。」(162) 

上記の解説のうち、まず、「贈与税関係についてはその課税目的上必ずし

                                 
(161) 植松守雄「『低額譲渡』をめぐる税法上の諸問題」税務弘報 23 巻４号 26－27 頁

（1975）。 

(162) 奥山尚「相続税法基本通達の改正について（Ⅱ）」税経通信14巻５号162頁（1959）。 
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も所得税法関係の取扱と軌を一にすべき理由は見当らない」との指摘につ

いてであるが、確かに、相続税法第７条及び第９条に規定する「著しく低

い価額の対価」という要件は、所得税法上の低額移転に係るみなし譲渡課

税（所税 59条１項２号）の要件と完全に同じ規定振りであるものの、所得

税法においては、「著しく低い価額の対価」に該当するか否かの判定基準で

ある２分の１基準を政令において法定しているのに対して、相続税法にお

いては、判定基準までは元々法定されてはおらず、専ら解釈に委ねられて

いる。したがって、所得税法においては、第２章において考察したとおり、

同族会社等の行為又は計算の否認等の規定（所税 157条）の適用がある場

合を除き、２分の１基準はいわば絶対的な基準として機能することとなる。

確かに、所得税法においては、実際の譲渡収入の金額に基づいて譲渡益課

税を行うという姿が元々存在しており、その上に更に、実際の譲渡収入金

額を超えて、財産の時価相当額にまで譲渡益課税を求めるか否かの判定基

準を２分の１基準に求めているものと考えることができる。なお、譲渡損

が生じている場合には損益通算によって逆に税負担が減殺されている場合

があり、２分の１基準の適用によって税負担の適正化を図ることができる

が、土地建物等や株式等の譲渡損についてそもそも損益通算が制限されて

いる現在においては、２分の１基準の適用による税負担の適正化の効果は

限定的ともいえよう。 

 これに対して、個人からの無償の財産取得を課税対象とする相続税法に

おいては、低額とはいえ個人からの対価を伴う財産の取得はそもそも相続

税・贈与税の課税対象外であることを前提としており、この点が譲渡益は

所得税の課税対象であることを前提とする所得税法の場合とは大きく異な

るところである。所得税と相続税・贈与税とのこうした相違点を踏まえれ

ば、相続税法第７条から第９条までの適用において２分の１基準が排除さ

れた最大の理由としては、上記の解説からも明らかなとおり、「著しく低い

価額の対価」という所得税法と完全に同じ規定振りであるうえに執行上の

利便性にも配慮して取り入れたものとも考えられる時価の２分の１未満か
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否かという画一的な基準の存在が、かえって贈与税等の適切な課税を困難

としていることに求めることができる。すなわち、「画一的な判定基準を設

けることによって、明らかに贈与する意思で高額な利益が授受されるもの

があっても、その対価の額が画一的な判定基準であるという理由で贈与税

の課税ができないことになり、課税上の不公平が生ずるのは、法第７条の

趣旨からみて適当でない」(163)と考えられたことによる。 

 したがって、現在においては、「著しく低い価額の対価」に該当するか否

かに当たっては、第２章において考察したとおり、当該財産の譲受けの事

情、譲受対価、市場価額及び相続税評価額などを勘案して専ら社会通念に

従って個別に判定することとなる。こうした「著しく低い価額の対価」に

該当するか否かに当たっての基本的な考え方は、相続税法第７条及び第９

条の適用を巡って争われた近年の裁判事例においても示されているところ

であり、例えば、こうした基本的な考え方を踏まえた上で、取引相場のな

い株式の譲受けについて時価の４分の３未満の額をもって「著しく低い価

額の対価」に該当すると判示した裁判事例が存するほか(164)、前章におけ

る国側勝訴事例においても同様の考え方が示されているところである。 

 こうした考え方を踏まえると、「著しく低い価額の対価」のうちの「著し

く」という文言の解釈は、所得税法のみなし譲渡課税におけるような「量

的に」あるいは「割合的に」著しく低いことに重きを置くと解するという

よりも、むしろ、適正な時価よりも低いことが絶対的に「明白である」と

解することにより重きを置いているように考えることができよう(165)。 

（２）東京地裁平成 19年８月 23 日判決による影響 

一方、国側敗訴事例である東京地裁平成 19 年８月 23日判決（事例№17）

は、前章において考察したとおり、相続税法第７条に規定する「著しく低

                                 
(163) 武田・前掲注（37）1004 頁。 

(164) 大阪地裁昭和 53年５月 11日判決（税務訴訟資料 101 号 333頁（1979）、行政事件

裁判例集 29巻５号 943頁（1978））。 

(165) 同様の指摘をするものとして、小林・前掲注（86（税務通信 3006号））25－26頁、

伊藤・前掲注（86）16－17頁。 
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い価額の対価」の意義を、その対価に経済合理性が欠如していることに求

めているが、そうした結論に至る過程の中で、同法第７条について、「時価

より『著しく低い価額』の対価で財産の譲渡が行われた場合に課税するこ

ととしており、その反対解釈として、時価より単に『低い価額』の対価で

の譲渡の場合には課税しないものである」との解釈を示すとともに、本事

例における土地の売買代金の額が「著しく低い価額の対価」に該当するか

否かの判定の中においても、「『著しく』低額でない限り、時価より低額で

の財産の譲渡が行われることを許容しているのであり、・・・・・（納税者

らに）一定の経済的利益を享受させたとしても、それが著しい程度のもの

と認められない限り、同条は適用されないのである」との解釈を示してい

るところである。 

 まず、本事例において用いている反対解釈の手法は、論理解釈の中でも

有力な手法とされ、実際の法令解釈においてしばしば用いられる一方、法

文に書いていないことを法文に書いてあることの裏から推論し論証しよう

とするものであるため、よほど注意しないと誤った結論を導くおそれも強

い手法とされる(166)。 

 本事例においては、このような反対解釈の手法をあえて用いているわけ

であるが、上記のような判示に従うと、相続税法第７条の解釈上、「著しく

低い価額」、「単に低い価額」及び「適正な価額（時価）」という三つの概念

の存在を認め、その何れに該当するかの判断が求められることとなる。そ

                                 
(166) 林修三『法令解釈の常識』126 頁（日本評論社、1975）。なお、法令解釈に関して

近年刊行された解説書である長谷川彰一『改訂 法令解釈の基礎』418頁（ぎょうせ

い、2008）では、「反対解釈の戒め」として、次のような記述がなされている。 

「 反対解釈というのは、論理解釈の中でも、有力な手法で、しばしば用いられま

す。ある法律学の辞典では、『刑罰法規においては類推解釈は許されないが、他の

法規や契約の解釈においても、反対解釈のほうが原則である。』などと記述されて

います。 

 しかしながら、反対解釈は、論理のテクニックによって、法文に書いていない

ことを法文に書いてあることの裏から推論し論証しようとするものですから、よ

ほど注意しないと、間違った結論に達するおそれも強い手法です。やみくもにこ

れを使うことは極めて危険だといえるでしょう。常に結論の妥当性を念頭に置く

必要がありそうです。」 



334 

して、「単に低い価額」と時価との差額部分について相続税法第７条の規定

が適用されないとなると、相続税・贈与税の課税対象から外れることは勿

論のこと、相続税等と所得税との二重課税を排除する趣旨から設けられて

いる所得税法上の非課税所得の規定（所税９条１項 16号）が適用されない

こととなり、その結果、所得税の課税対象（一時所得）に該当する可能性

が生ずることとなる。 

 しかし、個人間の対価を伴う譲渡における財産の受け手側においては、

基本的には資産の有償取得であるため、そこに課税関係が生ずることはな

いが、その低い対価の額が看過できない程に顕著な場合には、時価課税と

いう相続税・贈与税の適切な課税を図る観点から、その差額部分を贈与税

等の課税に取り込む規定が相続税法第７条であり、そうした状態を法文上

「著しく」という文言で表現したものであると考えると、あくまでも「著

しく低い価額」か「適正な価額（時価）」のいずれかに判断されるべきもの

であって、そこに「単に低い価額」という概念の存在を認めるものではな

いものと考える。 

 もし仮に、上記の判示に従って「単に低い価額」という概念の存在を認

めることとなると、現行の課税関係において種々の問題点が生ずることと

なる。例えば、現行の相続税法第７条及び第９条においては、「著しく低い

価額の対価」に該当する場合にはその対価と時価との差額部分について相

続税・贈与税の課税がなされることとなるが、そこに「単に低い価額」の

存在を認めることとなると、「単に低い価額」と判定されるまでは何ら課税

がなされない一方、「著しく低い価額」と判定された途端に、「単に低い価

額」と時価との差額部分も含めて贈与税等の課税がなされることとなる。

裁判例が示すとおり「単に低い価額」の部分までについては課税しないこ

とを許容しているのであれば、著しく低い価額の対価に該当する場合であ

っても、純粋に「著しく低い価額」と判定された部分についてのみ（「単に

低い価額」と「著しく低い価額」との差額部分についてのみ）贈与税等の

課税対象とすべきものとなるはずである。 
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 また、「単に低い価額」に該当する場合における時価との差額部分につい

ては所得税の課税対象（一時所得）に該当するとなれば、個人間という同

じ属性間における対価を伴う財産の移転でありながら、所得税法上の低額

移転に係るみなし譲渡課税におけるような形式基準（２分の１基準）が相

続税法第７条及び第９条には存しない中、「著しく低い価額」か「単に低い

価額」かの判定をし、そのいずれかによって受け手側における課税関係が

異なることとなり、適切ではないと考える。 

 更に、「単に低い価額」という概念の存在を認めることにより生ずるこう

した問題点は、後述する財産の無償・低額譲渡に係る現行の課税関係にも

影響を及ぼすこととなる。 

６ 財産評価の在り方との関係 

相続税法第７条に規定する「当該財産の時価」と同法第９条に規定する「当

該利益の価額」との文言は、基本的に、同法第 22条に規定する時価の概念と

同一との解釈がなされているため、これらの規定は、同法における時価の解

釈、財産評価の取扱いやその在り方と密接な関係を有することとなる。相続

税法第７条及び第９条の適用を巡る裁判事例においても、対象財産に適用さ

れる評価方法の適否を含む財産評価の在り方が主要な争点とされる場合が多

く見られるところである。 

 相続税法第 22 条に規定する時価の解釈について明示した近年の裁判事例

としては、負担付贈与に係る上場株式の時価評価を巡って争われた東京高裁

平成７年 12 月 13 日判決(167)を挙げることができる。同判決によると、相続

税法第 22 条に規定する時価とは、「課税時期において、それぞれの財産の現

況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われた場合に通常成立す

る価額をいうものと解するのが相当である」とする一方、「対象財産の客観的

交換価値は必ずしも一義的に確定されるものではなく、これを個別に評価す

                                 
(167) 税務訴訟資料 214号 757頁（1997）、行政事件裁判例集 46巻 12号 1143 頁（1996）。 
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るとすれば、評価方法等により異なる評価額が生じたり、課税庁の事務負担

が重くなり、課税事務の迅速な処理が困難となるおそれがあるため、課税実

務上は、財産評価の一般的基準が財産評価通達により定められ、これに定め

られた評価方法によって画一的に財産の評価が行われているところである」

とし、こうした課税実務上の取扱いは、「納税者間の公平、納税者の便宜、徴

税費用の節減という見地からみて合理的であり、一般的には、これを形式的

にすべての納税者に適用して財産の評価を行うことは、租税負担の実質的公

平をも実現することができ、租税公平主義にかなうものであるというべきで

ある」との説明がなされている。このような相続税法第 22条に規定する時価

の解釈に関する考え方は、他の裁判事例においても概ね維持されており、前

章における検討事例においても、国側勝訴事例及び敗訴事例共に、相続税法

第７条における時価と同法第 22 条に規定する時価とは同一の概念であると

の前提の下で、同様の考え方が維持されている。 

 このように評価基本通達による画一的な評価の必要性が肯定される一方、

その例外として個別に評価することが求められる場合も存することについて

も、上記の東京高裁平成７年 12 月 13 日判決は言及しており、「財産評価通達

による画一的評価の趣旨が右のようなものである以上、これによる評価方法

を形式的、画一的に適用することによって、かえって実質的な租税負担の公

平を著しく害し、また、相続税法の趣旨や財産評価通達自体の趣旨に反する

ような結果を招来させるような場合には、財産評価通達に定める評価方法以

外の他の合理的な方法によることが許されるものと解するべきである。この

ことは、財産評価通達６が『この通達の定めによって評価することが著しく

不適当と認められる財産の価額は、国税庁長官の指示を受けて評価する。』と

定め、財産評価通達自らが例外的に財産評価通達に定める評価方法以外の方

法をとり得るものとしていることからも明らかである」との解釈が明示され

ている。そして、こうした財産評価に関する例外的な考え方は、本則的な考

え方の場合と同様に、他の裁判事例においても概ね維持されており、前章に

おける検討事例においても、例えば、信用取引を活用した評価額の圧縮スキ
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ームによる上場株式等の低額移転に係る事例（事例№３、６）や、Ａ社Ｂ社

方式による評価額の圧縮スキームによる取引相場のない株式等の低額移転に

係る事例（事例№７、９）などに見られるように、同様の考え方が維持され

ている。 

 次に、前章における国側勝訴事例の検討において、相続税法第７条及び第

９条の適用を巡って租税法律主義や租税公平主義等との関係について言及し

たものは比較的多く存在（事例№２、３、７、９）するところであるが、前

章において考察したとおり、いずれの事例においても、財産評価の取扱いを

巡る法解釈の在り方に基因するものであり、評価基本通達第６項の適用の可

否判断の中でなされているものも存するところである。 

 また、国側が敗訴した事例において、まず、東京高裁平成 20年３月 27日

判決（事例№13－２）は、時価の意義について、最高裁平成 15年６月 26日

判決を引用し、「課税時期において正常な条件の下に成立する当該財産の取引

価格、すなわち、客観的な交換価値をいうものと解するのが相当である」と

する一方、「財産評価基本通達の定める評価の基準によって財産の評価がされ、

これに基づいて課税処分がされた場合であっても、・・・・・前提が客観的な

事実と異なるなどの理由により、上記の評価による価格が客観的な交換価値

を上回るときには、当該課税処分は違法と解するのが相当である」とされた

ところである。次に、平成 17年 10月 12 日判決（事例№12）は、評価基本通

達第６項との関係について、売買価額の客観性の有無を評価基本通達第６項

の適用の判断基準として明示した上で、本事例においては評価基本通達第６

項を適用すべき特別の事情は存しないとの判断を示しているが、このことは

逆に、品川芳宣教授が指摘されるように、その売買価額が客観性を備えたも

のであれば、評価基本通達第６項の適用が許容され得ることを示していると

いえる(168)。 

 一方、こうした評価基本通達による財産評価においては、納税者と課税庁

                                 
(168) 品川・前掲注（77）ＴＫＣ税研情報 48－49頁（脚注（135））。 
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との便宜性、課税の公平を意図した統一性、及び一般の相続等を念頭に、偶

発的な財産の無償取得であることに配慮した評価の安全性（評価上のしんし

ゃく）が考慮されているが、このような評価基準制度に基づく評価額は便宜

性等に配慮した標準価額であるため、課税時期における個々の対象財産の「時

価」と乖離しやすいという構造的ともいえる特質を有しているといえる。 

 したがって、相続税法における時価の解釈や財産評価を巡るこうした事項

を踏まえると、上記のような特質を有する評価基本通達における財産評価と、

そもそも一般の相続等を対象としたものとはいえない相続税法第７条及び第

９条とのかかわり方については、評価基本通達による取扱いを画一的・形式

的に適用すべきではないことを、より一層明確にしていく必要があるものと

考える。 

７ 負担付贈与及び低額譲渡の取扱い 

（１）従前の解釈・取扱い 

相続税法第７条及び第９条の適用に当たっては、評価基準制度としての

性格を有する評価基本通達に基づく財産評価の取扱いを画一的・形式的に

適用すべきでないことを上記６において指摘したが、負担付贈与や個人間

の対価を伴う取引があった場合における対象財産の評価は、そうした場合

の具体例の一つとして挙げることができる。 

 負担付贈与通達は、第２章において考察したとおり、土地家屋等の不動

産の通常の取引価額（時価）と相続税評価額との開きに着目した贈与税の

税負担回避行為に対処するために、税負担の公平を図る観点から、負担付

贈与や個人間の対価を伴う譲渡があった場合における時価の解釈を示すと

ともに、相続税法第７条及び第９条の執行上の取扱いを定めたものであり、

評価の安全性（評価上のしんしゃく）への考慮が求められる評価基準制度

としての性格を有する評価基本通達における取扱いを補完する役割を果た

している。そして、こうした負担付贈与通達における土地家屋等の評価に

おける時価の解釈は上場株式の評価における時価の解釈においても採用さ
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れていることも、第２章において述べたとおりである。 

 負担付贈与等があった場合における時価の解釈及び取扱いは、裁判例に

おいても、従来から概ね支持されており、例えば、前記６において明示し

た東京高裁平成７年 12月 13日判決においては、「本件負担付贈与は、予め

贈与時点における株式の時価と財産評価通達を適用して評価される株式の

時価との間に一定の乖離がある株式を選定して、贈与者の資金及び借入金

によって購入し、税額が零になるように計算した額の借入金債務の負担付

で株式を受贈者に贈与することによって、贈与税の負担を回避して贈与者

から受贈者に財産を移転することを目的としたものであることが明らかで

あって、これと株式の負担付贈与一般とを同一に論じることはできず、控

訴人らの右のような形態による贈与税の負担の回避が容認されることにな

れば、租税負担公平の原則が損なわれることになるのであって、控訴人ら

の主張は、到底採用することができない」との判断が示されている。この

事例は、評価基本通達において、負担付贈与や個人間の対価を伴う譲渡に

より取得した上場株式の評価の取扱いが評価基本通達に具体的に定められ

る以前（平成２年８月３日直評 12、直資２－203 による改正前）の事例で

あるが、この評価基本通達の改正後においても、前章における検討事例の

中にあった東京地裁平成７年４月 27日判決（事例№３）において、前章に

おいて明示したとおり、「負担付贈与又は個人間の対価を伴う取引により取

得した上場株式の価額は、課税時期の最終価格によって評価することとし

たのは、こうした負担又は対価を伴う経済的取引行為については、一般の

相続や贈与のような偶発的な無償取得であること等に配慮した評価上のし

んしゃくの必要性がないことを明確にし、取得の動機いかんにかかわらず、

本来的な時価の評価方法である課税時期の最終価格によることとしたもの

と解される」との解釈が示されているところである。 

（２）東京地裁平成 19年８月 23 日判決による影響 

一方、国側敗訴事例である東京地裁平成 19 年８月 23日判決（事例№17）

においては、前章において考察したとおり、負担付贈与通達における取扱
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いについての判断を示しており、同通達２にいう「実質的に贈与を受けた

と認められる金額があるかどうか」という判定基準について、「個々の事案

に対してこの基準をそのまま硬直的に適用するならば、結果として違法な

課税処分をもたらすことは十分考えられるのであり、本件はまさにそのよ

うな事例であると位置付けることができる」と判示し、本事例における負

担付贈与通達の適用を否定しているところである。 

 このように本事例は、「バブル崩壊後において親族間において相続税評価

額を対価として売買された事案につき、みなし贈与課税の適否が争われた

ところ、負担付贈与通達を適用すべきでないことを明らかにした点で極め

て注目された」(169)ところであり、この判決を踏まえれば、相続税評価額

相当額（公示価格等の 80％）で譲渡している限り、相続税法第７条及び第

９条並びに負担付贈与通達を適用することはできないとも解されるところ

である。しかし、本事例においては、次頁の図に示すとおり、確かに譲渡

対価と相続税評価額とは一致しているものの、親族に対して取得価額の半

額程度で譲渡していることや、その土地を同族会社に貸し付けて相当の地

代を収受する形式の下で貸宅地とすることによって、借地権相当額（当該

土地の自用地としての価額の 20％相当額）を減額するという貸宅地として

の評価の安全性（評価上のしんしゃく）を最大限に利用していること、ま

た、土地譲渡損の損益通算が制限される直前の駆け込み的な譲渡であるこ

となど、前章における国側勝訴事例の検討において見られた信用取引を活

用した上場株式の評価額の圧縮スキーム（事例№３、６）やＡ社Ｂ社方式

による取引相場のない株式等の評価額の圧縮スキーム（事例№７、９）と

同様に、多分にタックス・プランニング的な要素が含まれているといえる。 

                                 
(169) 品川・前掲注（86）ＴＫＣ税研情報 42－43頁。 
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80％

みなし課税

①取得価額 ②譲渡対価 ③相続税評価額 ④通常の取引価額
（時価）

（判決）
47％

53％

20％

一致

 

こうした要素はいずれも譲渡者側の事情に基づくものであるが、本事例

においては譲渡者側の事情を財産の受け手側に対する贈与税の課税の適否

に取り込むべきではないと判示しており、これに従えば、取得価額が通常

の取引価額に相当すると認められる場合にはその取得価額による評価を認

め、取得価額との比較において相続税法第７条及び第９条の適用の可否判

定を認める負担付贈与通達の取扱いと抵触するおそれが生じる。しかし、

生前の財産移転による相続税逃れの防止という贈与税の課税趣旨との関係

を踏まえれば、こうした負担付贈与通達の取扱いには整合性を見出せるこ

とから、将来の被相続人たりうる譲渡者側の事情を全く勘案しないことは

適切ではないと考える。したがって、他の要素を勘案することなく、時価

の 80％という数値のみをもって「著しく低い価額の対価」に該当しないと

する判断には疑問が残るところであり、こうした他の要素をも勘案すべき

ではなかったかと考える。 

 また、本事例に見られる本件土地を同族会社に賃借して相当の地代を収

受する形式を採用して借地権相当額を減額するという手法は、他の裁判事

例、例えば、大阪地裁平成 12年５月 12日判決(170)においても見られたが、

この大阪地裁判決においては、課税庁側は相続税法第 64条《同族会社の行

為又は計算の否認等》を適用して当該借地権の存在を否定し、裁判所もそ

                                 
(170) 税務訴訟資料 247号 607頁（2003）、訟務月報 47巻 10号 3106頁（2001）。 
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れを適法と判断しているところである。したがって、こうした大阪地裁判

決の前例に加え、第２章において考察したみなし課税制度等の改正経緯か

ら導かれる相続税法第７条及び第９条と 64 条等との関連性をも踏まえれ

ば、本事例においても、この大阪地裁判決と同様に、相続税法第 64条や評

価基本通達第６項の適用を検討すべき余地はなかったかと考えるところで

ある。 

 こうした指摘は、品川芳宣教授による本事例に関する以下のような批判

に端的に表れているといえる。 

「 本判決には、次のような問題がある。まず、本判決は、『時価』に対し

て 80％程度の評価額であれば、『著しく低い価額』には当らないとして

いるのであるが、本件においては、前述のように、甲が本件土地を取得

した（１㎡当たり約 51万円）の約 53％（同約 27 万円）相当額で家族間

で売買したことが殊更軽視されているし、売買代金の決済方法も明らか

にされていない。しかも、甲が本件土地を取得してからＸ１らに譲渡す

るまでの２年間、地価下落はほとんど認められなかったというものであ

る。 

これは、相続税評価額というものが、『時価』の 80％評価というだけ

ではなく、家族間の取引（賃貸）によって貸宅地評価（本件では 20％減）

を可能にし、それらによって『時価』から更に乖離することになること

を物語っている。そのため、課税当局も、他の事案においては、同族関

係者間の貸宅地化について相続税法 64 条を適用して否認しているにも

かかわらず、本件においては、課税当局も本判決も、それを無視してい

ることも不自然である。 

更に、本判決においては、甲が税制改正の間隙を縫って本件各売買に

よって多額な譲渡損を生じさせて他の所得を減殺させているのである

が、このようなことが、相続税法７条の適用における総合判断の要素と

して全く無視されていることも不自然である。 

このように、本件各売買については、不自然、不合理の点が認められ
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るのであるが、そうであれば、負担付贈与通達が適用されて然るべきで

あると考えられる。しかしながら、本判決は、前述のように、負担付贈

与通達の正当性（適法性）を容認しながらも、同通達の取扱いを形式的

に強制すると違法になるとし、その例が本件の事例である旨判示してい

る。この判決の論理も、矛盾しており、負担付贈与通達の趣旨を理解し

ているものとは考えられない。」(171) 

８ 利益に相当する金額の算定 

（１）問題の所在 

第２章において考察したとおり、相続税法第９条においては、同法第７

条の場合とは異なり、財産そのものの移転はなされていないが何らかの要

因によって財産価値が増加するといった場合をも適用対象としており、そ

の典型的なものとして会社の増資等によってその会社の株式の価値が増加

した場合を挙げることができる。前章における検討事例においても、取引

相場のない株式や医療法人の出資の増資を巡って相続税法第９条の適用が

争われた事例（№４、№13）が見られたところであるが、こうした個人か

ら会社への財産の無償提供等があった場合における相続税法第９条の課税

対象となる「利益に相当する金額」は、株式や出資の価額を通じて受ける

ものであるため、この受けた利益の価額をどのように評価すべきかという

問題が生じることとなる。 

 例えば、同族会社に対して財産の無償提供があったことにより、既存株

主が保有するその同族会社の株式の価額が増加した場合における相続税法

第９条の適用について、同じ価値の財産が同族会社に移転しているのにも

かかわらず、評価基本通達においては、会社の規模によって適用すべき同

族会社株式の評価方法（類似業種比準価額方式、純資産価額方式、併用方

式）が異なることに基因して、その財産価値の反映度合いに違いが生じ、

                                 
(171) 品川・前掲注（86）税研 101頁。 
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その結果、同法第９条を適用すべき「利益に相当する金額」に相違が生じ

ることとなる。 

 すなわち、その株式の評価において、純資産価額方式が適用される小会

社の場合には、受けた財産の価額から受贈益に対する法人税等相当額を控

除した残額を発行済株式数で除したものが１株当たりの株式の価額に反映

されるのに対して、類似業種比準方式が適用される大会社の場合には、比

準要素である配当、利益（所得）、資産（簿価純資産）の３つの要素のうち、

原則として、資産の要素のみが変動し、株価に与える影響が小さくなるた

め、「受けた利益の価額」を適切に把握できないのではないかとの懸念が生

じるところである(172)。 

 したがって、こうした場合においては、利益に相当する金額の算定方法

を何らかの方法に統一する必要があるものと考えるところである。 

（２）検討 

評価基本通達に定める類似業種比準方式を適用したとした場合、無償取

得による受贈益は非経常的なものであるため、本来なら比準要素である「利

益」に算入されないが、そもそも、その取引によりどれだけ株式の価額が

                                 
(172) 同族会社に対して無償で財産の提供があったことなどにより株式の価額が増加し

た場合における類似業種比準方式による株式の価額の増加部分の算定方法について

は、評価基本通達において具体的な取扱いは定めていないが、肥後治樹編『財産評

価基本通達逐条解説〔平成 22年版〕』596－597 頁（大蔵財務協会、2010）によると、

「①直前期末において財産の無償提供があったものと仮定して計算した類似業種比

準価額から、②直前期末において財産の無償提供がなかったものとして計算した類

似業種比準価額を控除した金額による」とし、直前期末において財産の無償提供が

あったものとして仮定した場合の類似業種比準価額計算上の評価会社一株当たりの

配当金額Ⓑ、利益金額Ⓒ及び純資産価額（帳簿価額によって計算した金額）Ⓓは、

以下により計算するのが妥当であるとしている。 

・ Ⓑ及びⒸの金額：直前期末において財産の無償提供がなかったものとして計算

した類似業種比準価額計算上の金額に相当する金額による。 

・ Ⓓの金額：直前期末において財産の無償提供がなかったものとして計算した類

似業種比準価額計算上のⒹの金額の計算の基とした純資産価額に無償取得した財

産の価額（その財産の無償提供について課されるべき法人税等の額を控除した金

額）を加算した金額を直前期末現在の発行済株式数で除して計算した１株当たり

の金額による。 
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増加したかを算定することが目的であるから、例外的に「利益」に加算し

て評価する方法がまず考えられる。しかし、類似業種比準方式において「利

益」が比準要素とされている趣旨は、株式の評価において会社の収益力を

反映させるという考えに基づいているものであること、また、資本等取引

の場合には加算する利益（受贈益）が発生しないことを勘案すると、適切

な方法ではないと考える。 

 そこで、個人と同族会社との経済合理性のない取引を通じて他の個人株

主へ移転した「利益の価額」を算定する場合には、一般の相続や贈与によ

る無償取得の場合を前提として定められた株式の評価方法によらず、他の

評価方法を採用することを認めるべきと考えるが、他の評価方式の検討に

当たっては、以下の事項を考慮する必要があるものと考える。 

○ みなし課税の適用によって減少することとなる贈与者の財産は将来の

相続財産の減少を意味しているから、生前贈与による相続税回避の防止

という相続税の補完税たる贈与税の性格を踏まえれば、贈与者の減少し

た財産の価額を最もよく反映できる評価方式を採用すべきであること。 

○ 同族会社に対して財産の無償提供等があった場合における相続税法第

９条の適用について定めた相続税法基本通達９－２《株式又は出資の価

額が増加した場合》の取扱いは、相続税法第 64条《同族会社等の行為又

は計算の否認等》の規定を前提にしていると考えられており(173)、仮に

同条を適用すれば、財産の譲受人を会社ではなく株主であると認定する

ことが考えられるため、会社財産の増加を最もよく株式価額に反映でき

る評価方式を採用する必要があること。 

○ 評価基本通達においては、配当、利益（所得）及び資産（簿価純資産）

という３つの比準要素のうちいずれか２要素がゼロである会社の株式に

ついては、類似業種比準方式を適用する前提を欠いているものとして、

原則として純資産価額方式によることとしているが（評基通 189⑴、189

                                 
(173) 加藤・前掲注（18）171－172 頁。 
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－２）、同族会社に対して財産の無償提供等があった場合においても、１

要素（資産）しか変動せず、３要素のうちいずれか２要素の変動部分が

ゼロとなるから、類似業種比準方式は適当でないと考えられること。 

上記のような事項を考慮すると、同族会社に対して財産の無償提供等が

あった場合においては、「類業種比準価額方式」を適用するには相応しくな

いため、利益に相当する金額の算定方法を、会社の規模にかかわらず、無

償提供のあった財産の価額そのものに着目した評価方法である「純資産価

額方式」に統一すべきではないかと考えるところである。 

９ 財産の無償・低額譲渡に係る課税関係 

負担付贈与通達の存在意義は、相続税法における時価に関する解釈の在り

方からその存在意義が説明されているが、現行の財産の無償・低額譲渡に係

る課税関係からも説得的な存在意義を見出すことができることを、第２章に

おいて考察したところである。また、前章における検討事例においても、医

療法人の出資の増資による利益について、相続税法第９条を適用するのでは

なく所得税法上の一時所得として課税すべきと納税者側が主張した事例（№

13－１）に見られるように、現行の財産の無償・低額譲渡に係る課税関係に

かかわる事例が存するところである。 

 我が国においては、相続税と贈与税の仕組みが異なっているほか、法人か

ら個人への贈与は一時所得として所得税の課税対象とされる一方、法人が贈

与や遺贈によって受ける財産は法人税の課税対象とされる。すなわち、我が

国においては、相続、遺贈及び贈与について、相続税、贈与税、所得税及び

法人税という４つの税が課される可能性が存することとなる。こうした財産

の無償・低額譲渡に係る課税関係については、第２章において、財産の出し

手側及び受け手側の属性が「個人→個人」の場合とそれ以外の場合とに分け

て考察したが、こうした両者の違いは、財産の出し手側及び受け手側の双方

に課税がなされることを基本的な構造としているか否かに大きく表れている

といえる。すなわち、第２章において考察したとおり、「個人→個人」以外の
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場合（個人→法人、法人→個人、法人→法人）においては、基本的に財産の

出し手側及び受け手側の双方に所得課税がなされることとなるが、「個人→個

人」の場合においては、特定の場合を除き、財産の出し手側における課税を

将来に繰り延べて、財産の受け手側における相続税・贈与税の課税のみのが

なされることとなる。 

 所得税におけるみなし譲渡課税は、元々は、相続や贈与による財産の移転

に係る値上り益に対して例外なく課税すべきことを指摘したシャウプ勧告の

内容をほぼ全面的に受け入れた昭和 25 年の税制改正において創設されたも

のである。したがって、創設当初においては、財産の出し手側及び受け手側

の属性の違いの如何にかかわらず、その双方に課税がなされるという構造が

実現されていたこととなる。しかし、その後の累次にわたる改正において、

所得税におけるみなし譲渡課税の対象は縮小され、現在では、技術的な観点

や限定承認による相続等の趣旨に沿って残されているもののみとなり、シャ

ウプ税制は殆ど痕跡をとどめるだけのものとなっているとの指摘もなされて

いる状況にある(174)。 

 一方、法人が主体となる場合であっても、例えば、法人への財産の移転が

法人税法上の資本等取引に該当する場合には法人税の課税対象から外れるこ

ととなるが（法税 22条２項、５項）、こうした課税関係が法人を利用した相

続税等の税負担回避の誘引とされる場合も考えられるところである。 

 このように、財産の出し手側及び受け手側の双方に課税がなされるか否か

といった課税関係の大きな相違に対しては、負担付贈与通達の適用によって

財産の受け手側における課税が少なくとも確保されることを通じて、個人間

の財産移転に係る課税関係の適正化に寄与しているといえるが、こうした課

税実務における対応の必要性は、裏を返せば、現行の財産の無償・低額譲渡

に係る課税関係に基因する歪みが顕在化してきていることを示しているとい

えよう。 

                                 
(174) 注解所得税法研究会・前掲注（50）631頁。 
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第２節 今後の方向性 

本節では、前節までの考察を踏まえて、相続税法第７条及び第９条の適用範

囲の在り方について、我が国の相続税制を巡る状況をも踏まえつつ、今後の方

向性を提示してみたい。 

１ 我が国の相続税制を巡る状況 

平成 22年度の税制改正に向けた論議の末、平成 21年 12 月に閣議決定され

た「平成 22年度税制改正大綱～納税者主権の確立に向けて～」では、我が国

の相続税制を巡る状況と今後の議論の方向性について、以下のように述べて

いる。 

「 相続税は格差是正の観点から、非常に重要な税です。バブル期の地価急

騰に伴い、相続税の対象者が急激に広がったことなどから、基礎控除の引

上げや小規模宅地等の課税の特例の拡充により、対象者を抑制する等の改

正が行われました。バブル崩壊後、地価が下落したにもかかわらず、基礎

控除の引下げ等は行われてきませんでした。そのため、相続税は 100 人に

４人しか負担しない構造となり、最高税率の引下げを含む税率構造の緩和

も行われてきた結果、再分配機能が果たせているとは言えません。また、

金融資産の増加などの環境の変化が見られます。 

 今後、格差是正の観点から、相続税の課税ベース、税率構造の見直しに

ついて平成 23年度改正を目指します。 

 その見直しに当たっては、我が国社会の安定や活力に不可欠な中堅資産

家層の育成や事業の円滑な承継等に配慮しつつ、本人の努力とは関係のな

い大きな格差が固定化しない社会の構築や課税の公平性に配慮すべきです。 

 さらに、相続税の課税方式の見直しに併せて、現役世代への生前贈与に

よる財産の有効活用などの視点を含めて、贈与税のあり方も見直していく

必要があります。 

 また、法人等を利用した租税回避への対応など、課税の適正化の観点か
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らの見直しを引き続き行っていきます。」(175) 

このように、相続税・贈与税については、今後、格差是正の観点から、課

税ベースや税率構造の見直しがなされることが予定されている。また、相続

税の課税方式の見直しについては、上記の税制改正大綱において具体的に示

されていないが、これより以前に民主党が公表した税制の抜本改革に関する

アクションプログラムによると、「相続税については、『冨の一部を社会に還

元する』考え方に立つ『遺産課税方式』への転換を検討すべきである」と明

示しているところである(176)。更に、上記の税制改正大綱では、贈与税の在

り方について明示しているほか、課税の適正化の観点からの対応策の一つと

して、法人等を利用した租税回避への対応を検討すべきことを明示している

ところであり、相続税・贈与税に関しては、今後、多様な見直しに向けた検

討が見込まれるところである。 

２ 相続税法第７条及び第９条の適用範囲の在り方 

課税ベースや税率構造の見直しといった、我が国の相続税制を巡る上記１

において示した状況を踏まえれば、相続税・贈与税の税負担回避に対しては、

その誘引が従来にも増して強まるとも考えられるため、一層厳格に対処して

いくことが求められることとなる。したがって、前節において論点の検証を

試みた相続税法第７条及び第９条の適用範囲の在り方についても、今後、前

節において明示した事項を中心に、解釈論及び立法論の双方にわたった一層

の考察が必要と考えるところである。 

 とりわけ、ここでは以下の事項について、繰り返しとなる部分もあるが、

若干の提言を示しておくこととしたい。 

                                 
(175) 「平成 22年度税制改正大綱～納税者主権の確立へ向けて～」（平成 21 年 12 月 22

日）第３章 各主要課題の改革の方向性、５．資産課税、⑴相続税・贈与税。 

(176) 民主党税制調査会「民主党税制抜本改革アクションプログラム－納税者の立場で

『公平・透明・納得』の改革プロセスを築く－」（平成 20 年 12 月 24 日）３．各税

目における改革指針、⑴所得税・相続税、②相続税（民主党ホームページ

（http://www.dpj.or.jp/news/?num=14851））。 
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（１）現行の相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度

の構造（相続税法第７条等と第９条との関係） 

相続税法第９条以外の個々の「みなし課税」制度の対象範囲の変更が反

射的に同法第９条の対象範囲に影響するという現行の相続税・贈与税の課

税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度の構造は、今後も維持してい

くことが必要と考える。特に、今後、経済社会の多様化・国際化の進展が

更に見込まれる状況下においては、相続税法第９条の有するバスケット・

クローズとしての機能は、その重要性を一層増していくものと考えるとこ

ろである。したがって、今後とも、現在の相続税法第９条を始めとする相

続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度の構造その

ものは維持しつつも、社会・経済状況の変化等に対応して、個々のみなし

課税制度を整備していくことが必要と考える。 

（２）負担付贈与及び低額譲渡への対応の在り方 

国側敗訴事例である東京地裁平成 19年８月 23 日判決（事例№17）にお

いては、本判決に係る事例における負担付贈与通達の適用を否定したが、

前節までにおいて考察したとおり、本判決によって、「時価の 80％の価額

以上での譲渡であればすべて『著しく低い価額の対価』には該当せず、相

続税法第７条の適用はできない」といった画一的な基準が示されたもので

はないと考えるべきである。 

 相続税法第７条の規定の趣旨については、裁判事例が累次にわたって示

しているように、この規定は、贈与税の課税を贈与という法律行為に限定

することによる租税負担の不公平を防止する目的で、時価より著しく低い

価額の対価で財産の譲渡が行われた場合に適用されるものであり、こうし

た同法第７条の趣旨からすると、その適用に当たっては、当事者に贈与の

意思や租税回避の目的の有無を問わないこと、親族以外の第三者との取引

であっても適用され得ることは、前節までの考察において示したとおりで

ある。そして、こうした相続税法第７条の趣旨に関する考え方は、東京地

裁平成 19 年８月 23日判決においても、ほぼそのままの形で引き継がれて
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いることは前章において示したとおりであるが、負担付贈与通達における

取扱いは、正に、こうした考え方を実現するために講じられているものと

捉えることができる。 

 また、地価が安定・上昇しているような、取引価額（時価）と相続税評

価額との開きが生じやすい状況においては、こうした開きに着目し、実質

的には相続税・贈与税の負担を免れつつ贈与・遺贈の場合と同様の経済的

利益の移転を行うことが可能となり、こうした場合に相続税等の課税を行

えないこととなると、税負担の公平の見地から問題があると考えるところ

である。 

 したがって、「著しく低い価額の対価」の判定に当たっては、引き続き、

取引の事情や取引当事者間の関係などの事実関係を総合的に勘案した上で

判定することが必要と考えるところである。 

 次に、負担付贈与通達における土地家屋等の評価における時価の解釈は

上場株式の評価における時価の解釈においても採用されており(177)、これ

らの財産は、共に、時価の評価に当たって評価の安全性（評価上のしんし

ゃく）への考慮がなされている点で共通した面を有しているが、評価基本

通達の取扱いにおいて評価の安全性（評価上のしんしゃく）への考慮がな

されている財産は他にも存するところである。したがって、こうした財産

についても、土地家屋等や上場株式と同様に、負担付贈与通達における時

価の解釈に関する考え方を採用していくことが必要と考えるところである。 

（３）相続税の課税方式の見直し等との関連 

上記の「平成 22年度税制改正大綱」において明示された相続税の課税方

式の見直しや法人等を利用した租税回避への対応策について検討すること

                                 
(177) 上場株式の評価については、負担付贈与通達「１」と同様の取扱いが評価基本通

達の中で定められているが（評基通 169⑵）、個人間の対価を伴う取引について、相

続税法第７条及び第９条の適用に関する負担付贈与通達「２」に相当する定めはな

されていない。土地家屋等の評価に関する取扱いとのバランスを踏まえれば、上場

株式の評価においても、負担付贈与通達「２」に相当する取扱いを、別途、定める

という考え方もあろう。 
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は、相続税・贈与税におけるみなし課税の在り方については勿論のこと、

前節までにおいて考察した財産の無償・低額譲渡に係る所得税及び法人税

をも含む課税関係の在り方についてまで波及する課題であるといえる。 

 そのうち、相続税法第７条及び第９条の適用範囲やこれらの規定を始め

とする相続税・贈与税の課税対象の発生形態に係る「みなし課税」制度の

在り方との関連では、相続税の課税方式の見直しが民主党の主張する遺産

課税方式への転換という方向でなされるとすると、贈与税の納税義務者制

度の仕組みにもよるが、第２章において相続税法第７条及び第９条等の沿

革についての考察にて明示したとおり、かつての遺産課税方式の下で講じ

られていた、贈与者ベースでのみなし課税制度に転換すべきか否かの検討

が必要となる。また、かつて講じられていた、生前に財団法人への寄附行

為がなされた場合におけるみなし課税制度のように、財産の移転先の如何

にかかわらず贈与者側に課税することとしていたかつての遺産課税方式の

下での贈与税の姿を反映していた措置の有無についても、検討する必要性

が生じることとなるものと考える。 
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結びに代えて 

本稿では、相続税・贈与税の適切な課税を確保する上で必要かつ基本的な規

定の一つとして位置付けることができる相続税法第７条及び第９条の適用範囲

の在り方について、まず、相続税法における「みなし規定」の類型や必要性、

並びにこれらの規定を始めとする相続税等の課税対象の発生形態に係る「みな

し課税」制度の構造等について考察し、次に、これらの規定の適用を巡る近年

の裁判事例の検討・分析を行い、更に、こうした考察を通じて明らかとされる

現行の相続税法第７条及び第９条の適用範囲を巡る主な論点について、その検

証を行ったところである。 

以下、本稿にて論じたことの繰り返しになるが、平成 22年度税制改正大綱に

あるとおり、相続税については、今後、課税方式の見直しのほか、格差是正の

観点から、課税ベースや税率構造の見直しに向けた議論が進められる予定であ

るが、我が国の相続税制を巡るこうした方向性を踏まえると、相続税制に対す

る信頼性の確保が更に求められることから、相続税・贈与税の税負担回避に対

しては一層厳格に対処していくことが求められる。 

こうした観点から、本稿において論点の検証を試みた相続税法第７条及び第

９条の適用範囲の在り方についても、今後、本稿において明示した事項を中心

に、解釈論及び立法論の双方にわたった一層の考察が必要と考えるが、当然の

ことながら、これらの規定のみであらゆる相続税・贈与税の税負担回避に対処

しきれるものではない。例えば、同族会社等へ財産の移転がなされても構成員

である株主において価値の移転が認められない以上、相続税法第９条の適用さ

れる余地はもはや存しないこととなるが、これは、持分の定めのない法人だけ

でなく、持分の定めのある法人への財産の移転であっても、出資比率の定め方

等によっては、移転を受けた法人及び株主の双方において課税がなされないと

いう状態を作出することが可能であることを表しているといえる。 

したがって、平成 22年度税制改正大綱における「法人等を利用した租税回避

への対応など、課税の適正化の観点からの見直しを引き続き行っていきます」
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との指摘にもあるとおり、相続税法第７条及び第９条を始めとした相続税・贈

与税の課税対象の発生形態に係るみなし課税制度のみならず、他の租税回避防

止措置との関連性をも含め、これらの在り方について、今後とも考察を深めて

いくことが必要と考えるところである。 

 

※ 本稿脱稿後、第３章において国側敗訴事例の一つとして検討していた東京

高裁平成 20 年３月 27日判決（原審：横浜地裁平成 18 年２月 22日判決）（事

例№13）について、被上告人ら（納税者側）の控訴を棄却する旨の最高裁の

判決が下された（最高裁平成 22 年７月 16日判決（平成 20（行ヒ）241）、裁

判所ホームページ最高裁判所判例集）。判決では、社団たる医療法人が社員退

社時の出資の払戻し等の対象を当該法人の運用財産という一部の財産に限定

する旨を定款で定めている場合においても、相続税法第９条の適用による贈

与税の課税に当たり、当該法人の基本財産を含む財産全体を基礎として当該

出資を評価することに合理性があるとの判断がなされており、課税庁側のか

ねてからの主張が受け入れられている。 

本判決において示された内容により、相続税法第７条及び第９条の適用範

囲の在り方についての考察が更に深まることを期待するところである。 

 

 

 


